
第 号 議 案

 神 戸 市 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 件  

神 戸 市 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 制 定 す る 。

令 和 ２ 年 ６ 月 11日 提 出

神 戸 市 長  久   元   喜   造

神 戸 市 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

（ 市 税 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 １ 条  神 戸 市 市 税 条 例（ 昭 和 25年 ８ 月 条 例 第 199号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。

目 次 中 「 第 64条 ３ の 12」 を 「 第 64条 の ３ の 12」 に 改 め る 。

第 19条 の ２ 第 ３ 項 中 「 当 該 乗 じ て 得 た 金 額 」 を 「 当 該 金 額 」 に 改 め る 。  

第 30条 第 ９ 項 中 「 申 告 書 記 載 事 項 」 を 「 申 告 書 記 載 事 項 が 」 に 改 め る 。  

第 34条 第 ３ 項 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。  

た だ し ， 市 長 が や む を 得 な い 理 由 が あ る と 認 め る と き は ， 当 該 期 限 を 延 長 す

る こ と が で き る 。

第 35条 第 １ 項 中 「 同 条 第 ４ 項 ， 第 ５ 項 又 は 第 ８ 項 」 を 「 同 条 第 ６ 項 又 は 第 ９

項 」 に 改 め ， 同 条 第 ５ 項 を 削 り ， 同 条 中 第 ３ 項 を 第 ５ 項 と し ， 同 条 第 ６ 項 中「 課

す る 」 を 「 課 す る こ と が で き る 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 ７ 項 と し ， 同 条 第 ４ 項

中 「 課 す る 」 を 「 課 す る こ と が で き る 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 ６ 項 と し ， 同 条

第 ２ 項 の 次 に 次 の ２ 項 を 加 え る 。  

３ 固 定 資 産 の 所 有 者 の 所 在 が 震 災 ， 風 水 害 ， 火 災 そ の 他 の 事 由 に よ り 不 明 で

あ る 場 合 に は ， そ の 使 用 者 を 所 有 者 と み な し て ， 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 し ，

そ の 者 に 固 定 資 産 税 を 課 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て ， 市 は ， 当 該

登 録 を し よ う と す る と き は ， あ ら か じ め ， そ の 旨 を 当 該 使 用 者 に 通 知 し な け

れ ば な ら な い 。  

４  法 第 343条 第 ５ 項 に 規 定 す る 探 索 を 行 つ て も な お 固 定 資 産 の 所 有 者 の 存 在

が 不 明 で あ る 場 合 （ 前 項 に 規 定 す る 場 合 を 除 く 。） に は ， そ の 使 用 者 を 所 有

者 と み な し て ， 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 し ， そ の 者 に 固 定 資 産 税 を 課 す る こ

と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て ， 市 は ， 当 該 登 録 を し よ う と す る と き は ， あ
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ら か じ め ， そ の 旨 を 当 該 使 用 者 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。  

第 35条 の ２ 第 ２ 項 た だ し 書 を 削 る 。  

第 36条 の ３ 第 １ 項 中 「 又 は 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条 の ３ ま で ， 法 附 則 第 17条

の ２ 若 し く は 法 附 則 第 17条 の ３ 」 を 「 ， 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条 の ３ ま で ， 法

附 則 第 17条 の ２ ， 法 附 則 第 17条 の ３ ， 法 附 則 第 61条 又 は 法 附 則 第 62条 」 に 改 め ，

同 条 第 10項 の 次 に 次 の １ 項 を 加 え る 。  

11 法 附 則 第 62条 に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合 は ， ０ と す る 。  

第 44条 中 「 必 要 な 事 項 を ， 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ り ， １ 月 31日 ま で に ， 市

長 」 を 「 ， 法 第 383条 の 規 定 に よ り 申 告 す べ き 事 項 を １ 月 31日 ま で に 市 長 」 に 改

め る 。  

第 109条 第 ５ 項 中 「 第 35条 第 ４ 項 」 を 「 第 35条 第 ６ 項 」 に 改 め る 。  

第 178条 第 ２ 項 中 「（ 第 ４ 項 及 び 第 ５ 項 を 除 く 。）」 を 削 る 。  

第 178条 の ３ 中 「 若 し く は 法 第 702条 の ３ 又 は 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条 の ３ ま

で 」 を 「 ， 法 第 702条 の ３ ， 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条 の ３ ま で 又 は 法 附 則 第 61

条 」 に 改 め る 。  

附 則 第 19条 の ２ の ７ 第 ３ 項 中 「 軽 自 動 車 （ ガ ソ リ ン を 内 燃 機 関 の 燃 料 と し て

用 い る も の に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。）」 を 「 法 第 446条 第 １ 項 第 ３ 号 に 規 定 す

る ガ ソ リ ン 軽 自 動 車 （ 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 「 ガ ソ リ ン 軽 自 動 車 」 と い

う 。）」 に 改 め る 。  

附 則 第 20条 中 「 当 分 の 間 ， 一 般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団 法 人 に 関 す る 法 律 及 び

公 益 社 団 法 人 及 び 公 益 財 団 法 人 の 認 定 等 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 法 律 の

整 備 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 18年 法 律 第 50号 ） 第 38条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 民 法

（ 明 治 29年 法 律 第 89号 ） 第 34条 の 法 人 か ら 移 行 し た 」 を 削 る 。  

附 則 第 23条 の ２ 第 ３ 項 の 表 中「 第 11条 の ６ の 第 １ 項 」 を 「 第 11条 の ７ 第 ４ 項 」

に 改 め る 。  

附 則 第 24条 第 ２ 項 の 表 中 「 第 ５ 条 の ４ 第 ９ 項 第 １ 号 」 を 「 第 ５ 条 の ４ 第 ６ 項

第 １ 号 」 に 改 め ， 同 条 第 ３ 項 中 「 平 成 33年 」 を 「 令 和 ３ 年 」 に 改 め る 。  

附 則 第 25条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 中 「 平 成 33年 」 を 「 令 和 ３ 年 」 に 改 め る 。  

附 則 第 27条 中 「 平 成 35年 度 」 を 「 令 和 ５ 年 度 」 に 改 め る 。  
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第 ２ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  第 74条 第 ２ 項 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。  

た だ し ， １ 本 当 た り の 重 量 が 0. 7グ ラ ム 未 満 の 葉 巻 た ば こ の 本 数 の 算 定 に つ

い て は ， 当 該 葉 巻 た ば こ の １ 本 を も つ て 紙 巻 た ば こ の 0. 7本 に 換 算 す る も の と

す る 。  

第 ３ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  第 18条 第 １ 項 第 12号 を 次 の よ う に 改 め る 。  

  ⑿  寡 婦  次 に 掲 げ る 者 で ひ と り 親 に 該 当 し な い も の を い う 。  

ア  夫 と 離 婚 し た 後 婚 姻 を し て い な い 者 の う ち ， 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す

も の  

（ ｱ）  扶 養 親 族 を 有 す る こ と 。  

（ ｲ）  前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 500万 円 以 下 で あ る こ と 。  

（ ｳ）  そ の 者 と 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同 様 の 事 情 に あ る と 認 め ら れ る 者 と し

て 総 務 省 令 で 定 め る も の が い な い こ と 。  

イ  夫 と 死 別 し た 後 婚 姻 を し て い な い 者 又 は 夫 の 生 死 の 明 ら か で な い 者 で

政 令 で 定 め る も の の う ち ， ア （ ｲ） 及 び （ ｳ） に 掲 げ る 要 件 を 満 た す も の  

第 18条 第 １ 項 第 13号 を 次 の よ う に 改 め る 。  

⒀  ひ と り 親  現 に 婚 姻 を し て い な い 者 又 は 配 偶 者 の 生 死 の 明 ら か で な い 者

で 政 令 で 定 め る も の の う ち ， 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す も の を い う 。  

ア  そ の 者 と 生 計 を 一 に す る 子 で 政 令 で 定 め る も の を 有 す る こ と 。  

イ  前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 500万 円 以 下 で あ る こ と 。  

ウ  そ の 者 と 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同 様 の 事 情 に あ る と 認 め ら れ る 者 と し て 総

務 省 令 で 定 め る も の が い な い こ と 。  

第 20条 の ３ 第 １ 項 第 ５ 号 ア 中 「 第 ８ 項 第 １ 号 ア か ら ウ ま で 」 を 「 第 ７ 項 第 １

号 ア か ら ウ ま で 」 に ，「 及 び 第 ８ 項 」 を 「 及 び 第 ７ 項 」 に 改 め ， 同 号 イ 中 「 第

８ 項 第 ２ 号 及 び 第 ３ 号 」 を 「 第 ７ 項 第 ２ 号 及 び 第 ３ 号 」 に 改 め ， 同 項 第 ６ 号 中

「 第 ４ 項 及 び 第 ９ 項 」 を 「 第 ３ 項 及 び 第 ８ 項 」 に 改 め ， 同 項 第 ８ 号 中 「 又 は 寡

夫 」 を 削 り ， 同 号 の 次 に 次 の １ 号 を 加 え る 。  

（ 8の 2）  ひ と り 親 で あ る 所 得 割 の 納 税 義 務 者  30万 円  
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第 20条 の ３ 第 １ 項 第 11号 中 「 第 ９ 項 」 を 「 第 ８ 項 」 に ，「 第 ５ 項 」 を 「 第 ４

項 」 に 改 め ， 同 条 中 第 ３ 項 を 削 り ， 第 ４ 項 を 第 ３ 項 と し ， 第 ５ 項 を 第 ４ 項 と し ，

第 ６ 項 を 第 ５ 項 と し ， 同 条 第 ７ 項 中 「 第 ４ 項 」 を 「 第 ３ 項 」 に 改 め ，「 及 び 第

３ 項 」 を 削 り ，「 寡 婦 （ 寡 夫 ） 控 除 額 と ， 第 １ 項 第 ９ 号 」 を 「 寡 婦 控 除 額 と ，

同 項 第 ８ 号 の ２ の 規 定 に よ り 控 除 す べ き 金 額 を ひ と り 親 控 除 額 と ， 同 項 第 ９

号 」 に ，「 第 ５ 項 」 を 「 第 ４ 項 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 ６ 項 と し ， 同 条 中 第 ８

項 を 第 ７ 項 と し ， 同 条 第 ９ 項 中 「 ， 第 ４ 項 又 は 第 ５ 項 」 を 「 又 は 第 ４ 項 」 に 改

め ，「 第 ３ 項 の 規 定 に 該 当 す る 寡 婦 若 し く は そ の 他 の 」 を 削 り ，「 寡 夫 」 を 「 ひ

と り 親 」 に ，「 第 ４ 項 の 規 定 」 を 「 第 ３ 項 の 規 定 」 に ，「 ， 第 ５ 項 」 を 「 ， 第 ４

項 」 に ，「 親 族 （ 扶 養 親 族 を 除 く 。）」 を 「 子 」 に ，「 そ の 親 族 」 を 「 当 該 子 」 に ，

「 第 18条 第 １ 項 第 11号 ア 又 は 第 12号 」 を 「 第 18条 第 １ 項 第 13号 ア 」 に ，「 親 族

に 」 を 「 子 に 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 ８ 項 と し ， 同 条 第 10項 中 「 第 18条 第 １ 項

第 13号 」 を 「 第 18条 第 １ 項 第 14号 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 ９ 項 と し ， 同 条 中 第

11項 を 第 10項 と し ， 同 条 第 12項 中 「 寡 婦 （ 寡 夫 ） 控 除 額 」 を 「 寡 婦 控 除 額 ， ひ

と り 親 控 除 額 」 に 改 め ，同 項 を 同 条 第 11項 と し ，同 条 中 第 13項 を 第 12項 と す る 。   

第 22条 第 １ 項 第 １ 号 ア の 表 （ ｳ） の 項 中 「 寡 夫 」 を 「 ひ と り 親 で 政 令 で 定 め

る も の 」 に 改 め ，「（（ ｴ） に 掲 げ る 者 を 除 く 。）」 を 削 り ， 同 表 （ ｴ） の 項 中 「 第

18条 第 １ 項 第 11号 に 規 定 す る 寡 婦 の う ち 同 号 ア に 該 当 す る 者 で ， 扶 養 親 族 で あ

る 子 を 有 し ， か つ ， 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 500万 円 以 下 」 を 「 ひ と り 親 で 政 令

で 定 め る も の 」 に 改 め る 。  

第 25条 第 １ 項 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 「 第 20条 の ３ 第 ５ 項 」 を 「 第 20条 の ３ 第

４ 項 」 に 改 め ， 同 項 第 ５ 号 中 「 寡 婦 （ 寡 夫 ） 控 除 額 」 を 「 寡 婦 控 除 額 ， ひ と り

親 控 除 額 」 に 改 め る 。  

第 33条 第 １ 項 第 １ 号 中 「 寡 夫 」 を 「 ひ と り 親 」 に 改 め る 。  

第 36条 の ３ 第 １ 項 中 「 法 附 則 第 61条 又 は 法 附 則 第 62条 」 を 「 法 附 則 第 63条 又

は 法 附 則 第 64条 」 に ， 同 条 第 11項 中 「 第 62条 」 を 「 第 64条 」 に 改 め る 。  

  第 44条 の ３ の 次 に 次 の １ 条 を 加 え る 。  

 （ 現 所 有 者 の 申 告 ）  

第 44条 の ４  現 所 有 者 （ 法 第 384条 の ３ に 規 定 す る 現 所 有 者 を い う 。 以 下 こ の
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条 及 び 第 47条 に お い て 同 じ 。） は ， 現 所 有 者 で あ る こ と を 知 つ た 日 の 翌 日 か

ら ３ 月 を 経 過 し た 日 ま で に ， 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 告 書 を 市 長 に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。  

⑴  土 地 又 は 家 屋 の 現 所 有 者 の 住 所 ， 氏 名 又 は 名 称 ， 次 号 に 規 定 す る 個 人 と

の 関 係 及 び 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 （ 個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 を 有 し な い 者 に

あ つ て は ， 住 所 ， 氏 名 又 は 名 称 及 び 次 号 に 規 定 す る 個 人 と の 関 係 ）  

⑵  土 地 又 は 家 屋 の 所 有 者 と し て 登 記 簿 又 は 土 地 補 充 課 税 台 帳 若 し く は 家 屋

補 充 課 税 台 帳 に 登 記 又 は 登 録 が さ れ て い る 個 人 が 死 亡 し て い る 場 合 に お け

る 当 該 個 人 の 住 所 及 び 氏 名  

⑶  前 ２ 号 に 掲 げ る も の の ほ か ， 固 定 資 産 税 の 賦 課 徴 収 に 関 し 市 長 が 必 要 と

認 め る 事 項  

２  前 項 の 規 定 に よ り 申 告 し た 現 所 有 者 は ， 当 該 年 度 に 係 る 賦 課 期 日 に お い て

前 項 第 １ 号 に 掲 げ る 事 項 の う ち 住 所 又 は 氏 名 若 し く は 名 称 に 変 更 が あ り ， か

つ ， 当 該 現 所 有 者 が 当 該 年 度 の 前 年 度 に 係 る 賦 課 期 日 か ら 引 き 続 き 前 項 の 土

地 又 は 家 屋 を 所 有 し て い る 場 合 に は ， 当 該 年 度 の 初 日 の 属 す る 年 の １ 月 31日

ま で に ， そ の 旨 を 市 長 に 申 告 し な け れ ば な ら な い 。  

第 47条 第 １ 項 中「 又 は 」 を 「 若 し く は 」 に ，「 よ つ て 」 を 「 よ り ， 又 は 現 所 有

者 が 第 44条 の ４ 第 １ 項 の 規 定 に よ り 」 に ，「 に お い て は 」 を 「 に は 」 に 改 め る 。 

第 60条 第 ２ 項 中 「 押 印 」 を 「 署 名 し ， 又 は 記 名 押 印 」 に 改 め る 。  

第 178条 の ３ 中 「 第 61条 」 を 「 第 63条 」 に 改 め る 。  

附 則 第 ３ 条 第 １ 項 中 「 特 例 基 準 割 合 （ 当 該 年 の 前 年 に 」 を 「 延 滞 金 特 例 基 準

割 合（ 平 均 貸 付 割 合（ 」 に ，「 の 規 定 に よ り 告 示 さ れ た 割 合 」 を 「 に 規 定 す る 平

均 貸 付 割 合 を い う 。 次 項 に お い て 同 じ 。）」 に ，「 こ の 条 に お い て 同 じ 」 を 「 こ の

項 及 び 第 ３ 項 に お い て 同 じ 」 に 改 め ，「（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 特 例 基 準 割 合 適

用 年 」 と い う 。）」 を 削 り ，「 当 該 特 例 基 準 割 合 適 用 年 」 を 「 そ の 年 」 に ，「 特 例

基 準 割 合 に 」 を 「 延 滞 金 特 例 基 準 割 合 に 」 に 改 め ， 同 条 第 ２ 項 中 「 特 例 基 準 割

合 適 用 年 中 に お い て は ，当 該 特 例 基 準 割 合 適 用 年 に お け る 特 例 基 準 割 合 」 を「 各

年 の 平 均 貸 付 割 合 に 年 0. 5パ ー セ ン ト の 割 合 を 加 算 し た 割 合 が 年 7. 3パ ー セ ン ト

の 割 合 に 満 た な い 場 合 に は ， そ の 年 中 に お い て は ， そ の 年 に お け る 当 該 加 算 し
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た 割 合 」 に 改 め ， 同 条 第 ３ 項 を 次 の よ う に 改 め る 。  

３  前 ２ 項 の い ず れ か の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お け る 延 滞 金 の 額 の 計 算 に

お い て ， 前 ２ 項 に 規 定 す る 加 算 し た 割 合 （ 延 滞 金 特 例 基 準 割 合 を 除 く 。） が

年 0. 1パ ー セ ン ト 未 満 の 割 合 で あ る と き は 年 0. 1パ ー セ ン ト の 割 合 と す る 。  

  附 則 第 ３ 条 第 ４ 項 中 「 前 ３ 項 」 を 「 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 」 に 改 め る 。  

附 則 第 ３ 条 の ２ 第 １ 項 中 「 特 例 基 準 割 合 」 を 「 加 算 し た 割 合 」 に 改 め る 。  

附 則 第 ４ 条 第 ５ 項 第 １ 号 中「 第 11号 イ ，第 12号 及 び 第 13号 」 を「 第 12号 ア（ ｲ） ，

第 13号 イ 及 び 第 14号 」 に ， 「 ， 第 ３ 項 及 び 第 10項 」 を 「 及 び 第 ９ 項 」 に ， 「 第

18条 第 １ 項 第 13号 」 を 「 第 18条 第 １ 項 第 14号 」 に 改 め る 。  

附 則 第 ４ 条 の ２ 第 ５ 項 第 １ 号 中 「 第 11号 イ ， 第 12号 及 び 第 13号 」 を 「 第 12号

ア （ ｲ） ， 第 13号 イ 及 び 第 14号 」 に ， 「 ， 第 ３ 項 及 び 第 10項 」 を 「 及 び 第 ９ 項 」

に ， 「 第 18条 第 １ 項 第 13号 」 を 「 第 18条 第 １ 項 第 14号 」 に 改 め る 。  

附 則 第 27条 の 次 に 次 の １ 条 を 加 え る 。  

（ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 等 に 係 る 寄 附 金 税 額 控 除 の 特 例 ）  

第 28条  所 得 割 の 納 税 義 務 者 が ， 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 等 の 影 響 に 対 応 す

る た め の 国 税 関 係 法 律 の 臨 時 特 例 に 関 す る 法 律 （ 令 和 ２ 年 法 律 第 25号 ） 第 ５

条 第 ４ 項 に 規 定 す る 指 定 行 事 の 同 条 第 １ 項 に 規 定 す る 中 止 等 に よ り 生 じ た 同

項 に 規 定 す る 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権（ 次 項 に お い て「 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権 」

と い う 。） の 全 部 又 は 一 部 の 放 棄 の う ち ， 市 民 の 福 祉 の 増 進 に 寄 与 す る も の と

し て 市 長 が 認 め る も の（ 次 項 に お い て 「 市 払 戻 請 求 権 放 棄 」 と い う 。） を 同 条

第 １ 項 に 規 定 す る 指 定 期 間（ 次 項 に お い て 「 指 定 期 間 」 と い う 。） 内 に し た 場

合 に は ， 当 該 納 税 義 務 者 が そ の 放 棄 を し た 日 の 属 す る 年 中 に 市 放 棄 払 戻 請 求

権 相 当 額 の 第 23条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 寄 附 金 を 支 出 し た も の と み な す 。 

２  前 項 に 規 定 す る 市 放 棄 払 戻 請 求 権 相 当 額 と は ， 同 項 の 納 税 義 務 者 が そ の 年

の 指 定 期 間 内 に お い て 市 払 戻 請 求 権 放 棄 を し た 部 分 の 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権

の 価 額 に 相 当 す る 金 額 （ 第 23条 の ２ 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 寄 附 金 の 額 及 び そ の

放 棄 を し た 者 に 特 別 の 利 益 が 及 ぶ と 認 め ら れ る も の の 金 額 を 除 く 。） の 合 計 額

（ 当 該 合 計 額 が 20万 円 を 超 え る 場 合 に は ， 20万 円 ） を い う 。  

第 ４ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

（　50　）



  第 18条 第 １ 項 第 ４ 号 ア 中 「 第 42条 の 12の ６ 」 を 「 第 42条 の 12の ５ の ２ 」 に ，

「 か ら 13項 ま で 」 を 「 か ら 第 13項 ま で 」 に 改 め ， 同 号 イ 中 「 第 42条 の 12の ６ 」

を 「 第 42条 の 12の ５ の ２ 」 に 改 め ， 同 項 第 ４ 号 の ３ ア 中 「 第 68条 の 15の ７ 」 を

「 第 68条 の 15の ６ の ２ 」 に 改 め ， 同 号 イ 中 「 第 68条 の 15の ７ 」 を 「 第 68条 の 15

の ６ の ２ 」 に 改 め る 。  

第 ５ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  附 則 第 15条 の ２ 第 ３ 項 中 「 第 35条 の ２ 」 を 「 第 35条 の ３ 」 に 改 め る 。  

  附 則 第 23条 の ２ 第 １ 項 の 表 中 「 第 35条 の ２ ま で 」 を 「 第 35条 の ３ ま で 」 に 改

め ，「 ， 第 35条 の ２ 」 の 次 に 「 ， 第 35条 の ３ 」 を 加 え ， 同 条 第 ３ 項 の 表 中 「 第

35条 の ２ ま で 」 を 「 第 35条 の ３ ま で 」 に 改 め ，「 ， 第 35条 の ２ 」 の 次 に 「 ， 第

35条 の ３ 」 を 加 え る 。  

第 ６ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  附 則 第 16条 の ３ の ２ 第 １ 項 中「 と い う 。） 又 は 」 を 「 と い う 。），」 に ，「 に 基 づ

き 」 を 「 又 は 同 項 第 ６ 号 に 規 定 す る 特 定 非 課 税 累 積 投 資 契 約 （ 以 下 こ の 条 に お

い て 「 特 定 非 課 税 累 積 投 資 契 約 」 と い う 。） に 基 づ き 」 に 改 め ， 同 条 第 ２ 項 中

「 と い う 。） 又 は 」 を 「 と い う 。），」 に ，「 ） か ら 」 を 「 ）， 同 条 第 ５ 項 第 ７ 号 に

規 定 す る 特 定 累 積 投 資 勘 定（ 以 下 こ の 項 に お い て「 特 定 累 積 投 資 勘 定 」 と い う 。）

又 は 同 条 第 ５ 項 第 ８ 号 に 規 定 す る 特 定 非 課 税 管 理 勘 定 （ 以 下 こ の 項 に お い て

「 特 定 非 課 税 管 理 勘 定 」 と い う 。） か ら 」 に ，「 又 は 非 課 税 累 積 投 資 契 約 」 を「 ，

非 課 税 累 積 投 資 契 約 又 は 特 定 非 課 税 累 積 投 資 契 約 」 に ，「 又 は 累 積 投 資 勘 定 」

を 「 ， 累 積 投 資 勘 定 ， 特 定 累 積 投 資 勘 定 又 は 特 定 非 課 税 管 理 勘 定 」 に 改 め る 。 

第 ７ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  第 74条 第 ２ 項 中 「 0. 7」 を 「 １ 」 に 改 め る 。  

第 ８ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  第 ９ 条 の ５ 第 １ 項 中 「 第 321条 の ８ 第 22項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 34項 」 に 改 め

る 。  

第 13条 第 １ 項 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 「 第 321条 の ８ 第 22項 」 を 「 第 321条 の ８

第 34項 」 に ， 「 同 条 第 １ 項 ， 第 ２ 項 ， 第 ４ 項 又 は 第 19項 」 を 「 法 第 321条 の ８ 第

１ 項 ， 第 ２ 項 又 は 第 31項 」 に 改 め ， 同 項 第 ４ 号 中「 第 321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ２ 項 ，
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第 ４ 項 又 は 第 19項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ２ 項 又 は 第 31項 」 に 改 め ， 同 項

第 ５ 号 中「 第 321条 の ８ 第 22項 及 び 第 23項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 34項 及 び 第 35項 」

に 改 め ， 同 条 第 ３ 項 中「 第 321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ２ 項 ， 第 ４ 項 又 は 第 19項 」 を「 第

321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ２ 項 又 は 第 31項 」 に ， 「 第 321条 の ８ 第 22項 」 を 「 第 321

条 の ８ 第 34項 」 に ， 「 第 321条 の ８ 第 23項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 35項 」 に 改 め る 。  

第 13条 の ２ 第 ４ 項 か ら 第 ６ 項 ま で を 削 り ， 同 条 第 ７ 項 中 「 及 び 第 ４ 項 」 を 削

り ， 同 項 を 同 条 第 ４ 項 と す る 。  

第 18条 第 １ 項 第 ３ 号 ア 中「 こ の 節 」 を 「 こ の 項 及 び 第 30条 」 に 改 め ，「 又 は 個

別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ， 同 項 第 ４ 号 ア 中「（ 法 人 税 法 第 81条 の 19第 １ 項（ 同 法

第 81条 の 20第 １ 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 を 含 む 。）及 び 第 81条 の 22第 １ 項 の 規

定 に よ る 申 告 書 に 係 る 法 人 税 額 を 除 く 。）」 を 削 り ，「 第 ３ 項 ， 第 ７ 項 及 び 第 11

項 か ら 第 14項 」 を 「 第 ２ 項 ， 第 ６ 項 及 び 第 10項 か ら 第 13項 」 に ，「 第 ３ 項 ， 第 ６

項 及 び 第 10項 か ら 第 13項 」 を「 第 ２ 項 ， 第 ５ 項 及 び 第 ９ 項 か ら 第 12項 」 に 改 め ，

同 項 第 ４ 号 の ２ か ら 同 項 第 ４ 号 の ４ ま で を 削 り ， 同 項 第 ４ 号 の ５ ア 中 「 オ 」 を

「 ウ 」 に 改 め ，「 又 は 各 連 結 事 業 年 度 」 を 削 り ，「 過 去 事 業 年 度 等 」 を 「 過 去 事

業 年 度 」 に 改 め ， 同 号 イ 中 「 ） 又 は 」 を 「 ） 若 し く は 」 に ，「 オ 」 を 「 ウ に 掲 げ

る 法 人 を 除 く 。） 又 は 法 第 321条 の ８ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 申 告 納 付 す る 法 人（ ウ 」

に 改 め ，「 又 は 同 条 第 17号 の ２ に 規 定 す る 連 結 個 別 資 本 金 等 の 額 」 を 削 り ，「 過

去 事 業 年 度 等 」 を 「 過 去 事 業 年 度 」 に 改 め ， 同 号 ウ 及 び エ を 削 り ， 同 号 オ を 同

号 ウ と し ， 同 号 を 同 項 第 ４ 号 の ２ と す る 。  

第 19条 第 ６ 項 中 「 第 321条 の ８ 第 42項 か ら 第 45項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 52項 か

ら 第 68項 」 に 改 め る 。  

第 26条 第 ９ 項 中 「 第 30条 第 ９ 項 」 を 「 第 30条 第 ８ 項 」 に 改 め る 。  

第 29条 第 ３ 項 第 ２ 号 中「 又 は 同 条 第 ３ 項 」 及 び「 又 は 納 付 を 」 を 削 り ，「 こ れ

ら の 法 人 の 同 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 連 結 事 業 年 度 開 始 の 日 か ら ６ 月 」 を 「 当 該 法

人 の 法 第 321条 の ８ 第 ２ 項 」に 改 め ，同 項 中 第 ３ 号 を 削 り ，第 ４ 号 を 第 ３ 号 と し ，

同 条 第 ４ 項 中 「 ， 同 項 第 ２ 号 の 連 結 事 業 年 度 開 始 の 日 か ら ６ 月 の 期 間 若 し く は

同 項 第 ３ 号 の 連 結 法 人 税 額 の 課 税 標 準 の 算 定 期 間 又 は 同 項 第 ４ 号 」 を 「 若 し く

は 同 項 第 ２ 号 の 期 間 又 は 同 項 第 ３ 号 」 に 改 め ， 同 条 第 ５ 項 中 「 第 ３ 項 第 １ 号 か
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ら 第 ３ 号 ま で 」 を 「 第 ３ 項 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 」 に 改 め ， 同 条 第 ８ 項 を 削 る 。  

第 29条 の ２ 第 １ 項 中「 又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ， 同 条 第 ２ 項 中「 第 321

条 の ８ 第 １ 項 の 規 定 に よ つ て 申 告 納 付 す る も の に あ つ て は 同 項 」 を「 第 321条 の

８ 第 １ 項 」 に 改 め ，「 ， 同 条 第 ４ 項 の 規 定 に よ つ て 申 告 納 付 す る も の に あ つ て は

同 項 に 規 定 す る 連 結 法 人 税 額 の 課 税 標 準 の 算 定 期 間 の 末 日 現 在 」 を 削 り ， 同 条

第 ３ 項 中「 又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ， 同 条 第 ４ 項 中「 又 は 連 結 法 人 税 額 」

を 削 り ，「 課 税 標 準 の 算 定 期 間 の 月 数 」 を 「 月 数 」 に 改 め る 。  

第 30条 第 １ 項 中 「 第 ４ 項 ， 第 19項 ， 第 22項 及 び 第 23項 」 を 「 第 31項 ， 第 34項

及 び 第 35項 」 に ，「 第 ７ 項 及 び 第 ８ 項 」 を 「 第 ６ 項 ， 第 ７ 項 及 び 第 ９ 項 」 に ，「 第

４ 項 ， 第 19項 及 び 第 23項 」 を 「 第 31項 及 び 第 35項 」 に ，「 同 条 第 22項 」 を 「 同 条

第 34項 」 に ，「 第 ３ 項 」 を 「 第 ２ 項 後 段 」 に 改 め ， 同 条 第 ２ 項 中「 又 は 各 連 結 事

業 年 度 」 を 削 り ，「 第 66条 の ７ 第 ５ 項 及 び 第 11項 又 は 第 68条 の 91第 ４ 項 及 び 第 10

項 」 を 「 第 66条 の ７ 第 ４ 項 及 び 第 10項 」 に ，「 第 321条 の ８ 第 24項 」 を 「 第 321

条 の ８ 第 36項 」 に 改 め ， 同 条 第 ３ 項 中 「 又 は 各 連 結 事 業 年 度 」 を 削 り ，「 第 66

条 の ９ の ３ 第 ４ 項 及 び 第 10項 」 を 「 第 66条 の ９ の ３ 第 ３ 項 及 び 第 ９ 項 」 に ，「 第

321条 の ８ 第 25項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 37項 」 に 改 め ， 同 条 第 ４ 項 中「 第 321条 の

８ 第 26項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 38項 」 に 改 め ， 同 条 第 ６ 項 を 削 り ， 同 条 第 ７ 項 中

「 第 321条 の ８ 第 43項 」 を 「 第 321条 の ８ 第 53項 」 に ，「 第 ９ 項 」 を 「 第 ８ 項 」 に

改 め ， 同 項 を 同 条 第 ６ 項 と し ， 同 条 中 第 ８ 項 を 第 ７ 項 と し ， 同 条 第 ９ 項 中 「 第

７ 項 」 を 「 第 ６ 項 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 ８ 項 と し ， 同 条 第 10項 中 「 第 ７ 項 」

を 「 第 ６ 項 」 に ，「 第 75条 の ４ 第 ２ 項（ 同 法 第 81条 の 24の ３ 第 ２ 項 に お い て 準 用

す る 場 合 を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） の 規 定 に よ り 同 法 第 75条 の ４ 第 ２

項 」 を 「 第 75条 の ５ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 同 項 」 に 改 め ，「 若 し く は 同 法 第 81条 の

24の ３ 第 １ 項 」 を 削 り ，「 同 法 第 75条 の ４ 第 ３ 項（ 同 法 第 81条 の 24の ３ 第 ２ 項 に

お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 第 17項 に お い て 同 じ 。）」 を 「 同 条 第 ３ 項 」 に ，「 同

法 第 75条 の ４ 第 １ 項 」 を 「 同 条 第 １ 項 」 に 改 め ，「 又 は 同 法 第 81条 の 24の ３ 第 １

項 の 規 定 に よ り 指 定 す る 期 間 （ 同 条 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 同 法 第 75条 の ４ 第

５ 項 の 規 定 に よ り 当 該 期 間 と し て 当 該 指 定 が あ つ た も の と み な さ れ た 期 間 を 含

む 。）」 を 削 り ， 同 項 を 同 条 第 ９ 項 と し ， 同 条 中 第 11項 を 第 10項 と し ， 第 12項 を
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第 11項 と し ， 同 条 第 13項 中「 第 11項 」 を 「 第 10項 」 に ，「 第 10項 前 段 」 を 「 第 ９

項 前 段 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 12項 と し ， 同 条 第 14項 中 「 第 10項 前 段 」 を 「 第

９ 項 前 段 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 13項 と し ， 同 条 第 15項 中 「 第 10項 」 を 「 第 ９

項 」 に ，「 第 ７ 項 」 を 「 第 ６ 項 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 14項 と し ， 同 条 第 16項 中

「 第 10項 前 段 」 を 「 第 ９ 項 前 段 」 に ，「 第 ７ 項 」 を 「 第 ６ 項 」 に 改 め ， 同 項 を 同

条 第 15項 と し ， 同 条 第 17項 中「 第 10項 後 段 」 を 「 第 ９ 項 後 段 」 に ，「 第 15項 」 を

「 第 14項 」 に ，「 第 75条 の ４ 第 ３ 項 」 を 「 第 75条 の ５ 第 ３ 項 」 に 改 め ，「（ 同 法 第

81条 の 24の ３ 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。）」 を 削 り ，「 第 ７ 項 」 を 「 第

６ 項 」 に 改 め ， 同 項 を 同 条 第 16項 と す る 。  

第 30条 の ２ 中 「 ， 第 ４ 項 又 は 第 22項 」 を 「 又 は 第 34項 」 に ，「（ 同 条 第 ２ 項 又

は 第 ４ 項 の 申 告 書 を 提 出 し た 法 人 が 連 結 子 法 人 の 場 合 に あ つ て は ， 当 該 連 結 子

法 人 と の 間 に 連 結 完 全 支 配 関 係 が あ る 連 結 親 法 人 （ 法 人 税 法 第 ２ 条 第 12号 の ７

の ２ に 規 定 す る 連 結 親 法 人 を い う 。 以 下 こ の 節 に お い て 同 じ 。） 又 は 連 結 完 全 支

配 関 係 が あ つ た 連 結 親 法 人 が 法 人 税 の 額 に つ い て 国 の 税 務 官 署 の 更 正 を 受 け た

こ と ）」 及 び 「 若 し く は 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 る 。  

第 30条 の ３ 第 １ 項 中「 若 し く は 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ，「 こ れ ら 」 を 「 こ

れ 」 に ，「 ， 法 人 税 に 関 す る 法 律 の 規 定 に よ つ て 申 告 し 」 を 「 ， 法 人 税 に 関 す る

法 律 の 規 定 に よ り 申 告 し 」 に 改 め ，「 若 し く は 法 人 税 に 関 す る 法 律 の 規 定 に よ つ

て 申 告 し ， 修 正 申 告 し ， 更 正 さ れ ， 若 し く は 決 定 さ れ た 連 結 法 人 税 額 に 係 る 個

別 帰 属 法 人 税 額（「 確 定 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 と い う 。 以 下 こ の 項 か ら 第 ３ 項 ま で

に お い て 同 じ 。）」 を 削 り ，「 若 し く は 予 定 申 告 に 係 る 連 結 法 人 の 法 人 税 割 額 が 同

条 」 を 「 若 し く は 法 人 税 に お い て 予 定 申 告 義 務 が な い 法 人 の 予 定 申 告 に 係 る 法

人 税 割 額 が 同 条 」 に ，「 よ つ て 確 定 法 人 税 額 若 し く は 確 定 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を

「 よ り 確 定 法 人 税 額 」 に 改 め ， 同 条 第 ２ 項 中 「 ， 第 ４ 項 又 は 第 19項 」 を 「 又 は

第 31項 」 に 改 め ，「 又 は 確 定 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ， 同 条 第 ３ 項 中「 若 し く

は 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 及 び「 若 し く は 確 定 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ，「 こ れ ら 」

を 「 こ れ 」 に 改 め ， 同 条 第 ４ 項 中 「 第 ３ 項 」 を 「 前 ３ 項 」 に ，「 よ つ て 」 を 「 よ

り 」 に ，「 に お い て は 」 を 「 に は 」 に 改 め ， 同 条 第 ５ 項 中「 第 321条 の ８ 第 20項 」

を 「 第 321条 の ８ 第 32項 」 に ，「 よ つ て 」 を 「 よ り 」 に 改 め ，「 又 は 当 該 連 結 事 業
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年 度 分 」 を 削 る 。  

第 30条 の ３ の ２ 第 １ 項 中 「 及 び 次 条 第 １ 項 」 を 削 り ，「 第 321条 の ８ 第 23項 」

を 「 第 321条 の ８ 第 35項 」 に ，「 第 30条 の ２ 」 を 「 第 30条 の ４ 」 に 改 め る 。  

第 30条 の ３ の ３ を 削 る 。  

第 31条 第 １ 項 中 「 よ つ て 」 を 「 よ り 」 に ，「 に お い て は 」 を 「 に は 」 に 改 め ，

「 又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ， 同 条 第 ２ 項 中 「 又 は 連 結 法 人 税 額 の 課 税 標

準 の 算 定 期 間（ 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て「 算 定 期 間 」 と い う 。）」 及 び「 又

は 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 を 削 り ，「 あ ん 分 」 を 「 按 分 」 に 改 め ， 同 条 第 ３ 項 第 １ 号

及 び 第 ２ 号 中 「 算 定 期 間 の 中 途 」 を 「 法 人 税 額 の 課 税 標 準 の 算 定 期 間 の 中 途 」

に 改 め ， 同 項 第 ３ 号 中 「 算 定 期 間 中 」 を 「 法 人 税 額 の 課 税 標 準 の 算 定 期 間 中 」

に 改 め る 。  

附 則 第 ３ 条 第 ２ 項 中 「 及 び 第 ４ 項 」 を 削 る 。  

附 則 第 ３ 条 の ２ 第 １ 項 中 「 及 び 第 ４ 項 」 及 び 「 又 は 法 人 税 法 第 81条 の 24第 １

項 の 規 定 に よ り 延 長 さ れ た 法 第 321条 の ８ 第 ４ 項 に 規 定 す る 申 告 書 の 提 出 期 限 」

を 削 り ， 同 条 第 ２ 項 中「 又 は 法 第 321条 の ８ 第 ４ 項 に 規 定 す る 連 結 法 人 税 額 の 課

税 標 準 の 算 定 期 間 」 を 削 る 。  

附 則 第 ７ 条 中 「 附 則 第 ８ 条 の ２ の ２ 第 ７ 項 又 は 第 ９ 項 」 を 「 附 則 第 ８ 条 の ２

の ２ 第 ４ 項 」 に ，「 同 条 第 ７ 項 か ら 第 12項 」 を 「 同 条 第 ４ 項 か ら 第 ６ 項 」 に 改 め

る 。  

第 ９ 条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 20条 の ３ 第 １ 項 第 11号 中 「 年 齢 16歳 以 上 の 」 を 「 次 に 掲 げ る 者 の 区 分 に 応

じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 」 に 改 め ， 同 号 に 次 の よ う に 加 え る 。  

ア  所 得 税 法 第 ２ 条 第 １ 項 第 ３ 号 に 規 定 す る 居 住 者  年 齢 16歳 以 上 の 者  

イ  所 得 税 法 第 ２ 条 第 １ 項 第 ５ 号 に 規 定 す る 非 居 住 者  年 齢 16歳 以 上 30歳

未 満 の 者 及 び 年 齢 70歳 以 上 の 者 並 び に 年 齢 30歳 以 上 70歳 未 満 の 者 で あ つ

て 次 に 掲 げ る 者 の い ず れ か に 該 当 す る も の  

( ｱ)  留 学 に よ り 法 の 施 行 地 に 住 所 及 び 居 所 を 有 し な く な つ た 者  

( ｲ)  障 害 者  

( ｳ)  本 市 の 市 民 税 の 納 税 義 務 者 か ら 前 年 に お い て 生 活 費 又 は 教 育 費 に 充
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て る た め の 支 払 を 38万 円 以 上 受 け て い る 者  

第 10条  神 戸 市 市 税 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 19条 第 10項 中 「 及 び マ ン シ ョ ン 敷 地 売 却 組 合 」 を 「 ， マ ン シ ョ ン 敷 地 売 却

組 合 及 び 敷 地 分 割 組 合 」 に 改 め る 。  

（ 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 11条  神 戸 市 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 令 和 元 年 ７ 月 条 例 第 13号 ） の

一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 ４ 条 の う ち 神 戸 市 市 税 条 例 第 19条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 の 改 正 規 定 中 「 ， 寡 夫

又 は 単 身 児 童 扶 養 者 」 を 「 又 は ひ と り 親 」 に 改 め る 。  

第 25条 第 １ 項 中 第 ８ 号 を 第 ９ 号 と し ， 第 ７ 号 の 次 に 次 の １ 号 を 加 え る 改 正 規

定 を 削 る 。  

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

第 １ 条  こ の 条 例 は ，公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し ， 次 の 各 号 に 掲 げ る 規 定 は ，

当 該 各 号 に 定 め る 日 か ら 施 行 す る 。  

⑴  第 ２ 条 の 規 定  令 和 ２ 年 10月 １ 日  

⑵  第 ３ 条 の 規 定  令 和 ３ 年 １ 月 １ 日  

⑶  第 ４ 条 の 規 定  特 定 高 度 情 報 通 信 技 術 活 用 シ ス テ ム の 開 発 供 給 及 び 導 入 の

促 進 に 関 す る 法 律 （ 令 和 ２ 年 法 律 第  号 ） の 施 行 の 日  

⑷  第 ５ 条 の 規 定  土 地 基 本 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律（ 令 和 ２ 年 法 律 第 12号 ）

附 則 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日 の 属 す る 年 の 翌 年 の １ 月 １ 日  

⑸  第 ６ 条 の 規 定  令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日  

⑹  第 ７ 条 の 規 定  令 和 ３ 年 10月 １ 日  

⑺  第 ８ 条 の 規 定  令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日  

⑻  第 ９ 条 の 規 定  令 和 ６ 年 １ 月 １ 日  

⑼  第 10条 の 規 定  マ ン シ ョ ン の 管 理 の 適 正 化 の 推 進 に 関 す る 法 律 及 び マ ン

シ ョ ン の 建 替 え 等 の 円 滑 化 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律（ 令 和 ２ 年 法

律 第  号 ） の 施 行 の 日  

（ 延 滞 金 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

（　56　）



第 ２ 条  第 ３ 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 神 戸 市 市 税 条 例 （ 以 下 「 ３ 年 １ 月 新 条 例 」

と い う 。） 附 則 第 ３ 条 及 び 附 則 第 ３ 条 の ２ の 規 定 は ， 前 条 第 ２ 号 に 掲 げ る 規 定 の

施 行 の 日 以 後 の 期 間 に 対 応 す る 延 滞 金 に つ い て 適 用 し ， 同 日 前 の 期 間 に 対 応 す

る 延 滞 金 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

（ 市 民 税 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

第 ３ 条  別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き ， 第 １ 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 神 戸 市 市 税

条 例（ 以 下「 新 条 例 」 と い う 。） の 規 定 中 個 人 の 市 民 税 に 関 す る 部 分 は ， 令 和 ２

年 度 以 後 の 年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に つ い て 適 用 し ， 令 和 元 年 度 分 ま で の 個 人 の

市 民 税 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

２  別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き ， ３ 年 １ 月 新 条 例 の 規 定 中 個 人 の 市 民 税 に 関 す

る 部 分 は ， 令 和 ３ 年 度 以 後 の 年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に つ い て 適 用 し ， 令 和 ２ 年

度 分 ま で の 個 人 の 市 民 税 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

３  令 和 ３ 年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に 係 る 申 告 書 の 提 出 に 係 る ３ 年 １ 月 新 条 例 第 25

条 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は ， 同 項 た だ し 書 中 「 地 震 保 険 料 控 除 額 」 と あ

る の は ，「 地 震 保 険 料 控 除 額 ， ひ と り 親 控 除 額（ 神 戸 市 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正

す る 条 例 （ 令 和 ２ 年  月 条 例 第  号 ） 第 ３ 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 神 戸 市 市 税

条 例（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 旧 条 例 」 と い う 。） 第 18条 第 １ 項 第 12号 に 規 定 す る

寡 婦（ 旧 条 例 第 20条 の ３ 第 ３ 項 の 規 定 に 該 当 す る も の に 限 る 。） 又 は 旧 条 例 第 18

条 第 １ 項 第 13号 に 規 定 す る 寡 夫 で あ る 第 19条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 者 に 係 る も

の を 除 く 。）」 と す る 。  

４  第 ９ 条 に よ る 改 正 後 の 神 戸 市 市 税 条 例 の 規 定 中 個 人 の 市 民 税 に 関 す る 部 分 は ，

令 和 ６ 年 度 以 後 の 年 度 分 の 個 人 の 市 民 税 に つ い て 適 用 し ， 令 和 ５ 年 度 分 ま で の

個 人 の 市 民 税 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

第 ４ 条  別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き ， 新 条 例 の 規 定 中 法 人 の 市 民 税 に 関 す る 部

分 は ， 施 行 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 分 の 法 人 の 市 民 税 及 び 施 行 日 以 後 に 開 始

す る 連 結 事 業 年 度 （ 所 得 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 ２ 年 法 律 第 ８ 号 ）

第 ３ 条 の 規 定（ 同 法 附 則 第 １ 条 第 ５ 号 ロ に 掲 げ る 改 正 規 定 に 限 る 。） に よ る 改 正

前 の 法 人 税 法 （ 昭 和 40年 法 律 第 34号 。 以 下 こ の 条 に お い て 「 ４ 年 旧 法 人 税 法 」

と い う 。） 第 15条 の ２ 第 １ 項 に 規 定 す る 連 結 事 業 年 度 を い う 。 以 下 同 じ 。） 分 の
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法 人 の 市 民 税 に つ い て 適 用 し ， 施 行 日 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 分 の 法 人 の 市 民 税

及 び 施 行 日 前 に 開 始 し た 連 結 事 業 年 度 分 の 法 人 の 市 民 税 に つ い て は ， な お 従 前

の 例 に よ る 。  

２  別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き ， 第 ８ 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 神 戸 市 市 税 条 例

（ 以 下「 ４ 年 新 条 例 」 と い う 。） の 規 定 中 法 人 の 市 民 税 に 関 す る 部 分 は ， 附 則 第

１ 条 第 ７ 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日（ 以 下「 ７ 号 施 行 日 」 と い う 。） 以 後 に 開 始

す る 事 業 年 度 （ ４ 年 旧 法 人 税 法 第 ２ 条 第 12号 の ７ に 規 定 す る 連 結 子 法 人 （ 以 下

「 連 結 子 法 人 」 と い う 。） の 連 結 親 法 人 事 業 年 度（ ４ 年 旧 法 人 税 法 第 15条 の ２ 第

１ 項 に 規 定 す る 連 結 親 法 人 事 業 年 度 を い う 。 以 下 同 じ 。） を い う 。 以 下 同 じ 。）

（ 連 結 子 法 人 の 連 結 親 法 人 事 業 年 度 が ７ 号 施 行 日 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 を 除

く 。） 分 の 法 人 の 市 民 税 に つ い て 適 用 す る 。  

３  別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き ， ７ 号 施 行 日 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 （ 連 結 子 法

人 の 連 結 親 法 人 事 業 年 度 が ７ 号 施 行 日 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 を 含 む 。）分 の 法 人

の 市 民 税 及 び ７ 号 施 行 日 前 に 開 始 し た 連 結 事 業 年 度 （ 連 結 子 法 人 の 連 結 親 法 人

事 業 年 度 が ７ 号 施 行 日 前 に 開 始 し た 連 結 事 業 年 度 を 含 む 。）分 の 法 人 の 市 民 税 に

つ い て は ， 第 ８ 条 に よ る 改 正 前 の 神 戸 市 市 税 条 例 の 規 定 中 法 人 の 市 民 税 に 関 す

る 部 分 は ， な お そ の 効 力 を 有 す る 。  

（ 固 定 資 産 税 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

第 ５ 条  別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き ， 新 条 例 の 規 定 中 固 定 資 産 税 に 関 す る 部 分

は ， 令 和 ２ 年 度 以 後 の 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ い て 適 用 し ， 令 和 元 年 度 分 ま で

の 固 定 資 産 税 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

２  新 条 例 第 35条 第 ３ 項 の 規 定 は ， 令 和 ３ 年 度 以 後 の 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ い

て 適 用 し ， 令 和 ２ 年 度 分 ま で の 固 定 資 産 税 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

３  新 条 例 第 35条 第 ４ 項 の 規 定 は ， 令 和 ３ 年 度 以 後 の 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ い

て 適 用 す る 。  

４  ３ 年 １ 月 新 条 例 第 44条 の ４ の 規 定 は ， 同 条 例 の 施 行 日 以 後 に ， 同 条 に 規 定 す

る 現 所 有 者 で あ る こ と を 知 っ た 者 に つ い て 適 用 す る 。  

（ 市 た ば こ 税 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

第 ６ 条  附 則 第 １ 条 第 １ 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日 前 に 課 し た ， 又 は 課 す べ き で
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あ っ た 葉 巻 た ば こ に 係 る 市 た ば こ 税 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

第 ７ 条  附 則 第 １ 条 第 ６ 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日 前 に 課 し た ， 又 は 課 す べ き で

あ っ た 葉 巻 た ば こ に 係 る 市 た ば こ 税 に つ い て は ， な お 従 前 の 例 に よ る 。  

（ 都 市 計 画 税 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

第 ８ 条  新 条 例 の 規 定 中 都 市 計 画 税 に 関 す る 部 分 は ， 令 和 ２ 年 度 以 後 の 年 度 分 の

都 市 計 画 税 に つ い て 適 用 し ， 令 和 元 年 度 分 ま で の 都 市 計 画 税 に つ い て は ， な お

従 前 の 例 に よ る 。  

２  ３ 年 １ 月 新 条 例 の 規 定 中 都 市 計 画 税 に 関 す る 部 分 は ， 令 和 ３ 年 度 以 後 の 年 度

分 の 都 市 計 画 税 に つ い て 適 用 し ， 令 和 ２ 年 度 分 ま で の 都 市 計 画 税 に つ い て は ，

な お 従 前 の 例 に よ る 。  

（ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 等 に 係 る 個 人 の 市 民 税 の 寄 附 金 税 額 控 除 の 特 例 に

関 す る 経 過 措 置 ）  

第 ９ 条  市 民 税 の 所 得 割 の 納 税 義 務 者 が ， 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 等 の 影 響 に

対 応 す る た め の 国 税 関 係 法 律 の 臨 時 特 例 に 関 す る 法 律 （ 令 和 ２ 年 法 律 第 25号 ）

第 ５ 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 指 定 行 事 の 同 条 第 １ 項 に 規 定 す る 中 止 等 に よ り 生 じ た

同 項 に 規 定 す る 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権（ 以 下「 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権 」 と い う 。）

の 行 使 を 令 和 ２ 年 ２ 月 １ 日 か ら 地 方 税 法 施 行 令（ 昭 和 25年 政 令 第 245号 。以 下「 政

令 」 と い う 。） で 定 め る 日 ま で の 間 に し た 場 合 に お い て ， 当 該 入 場 料 金 等 払 戻 請

求 権 の 行 使 に よ る 払 戻 し を し た 者 に 対 し て 政 令 で 定 め る 期 間 内 に 当 該 払 戻 し を

受 け た 金 額 以 下 の 金 額 の 寄 附 金 の 支 出 を し た と き は ， 当 該 寄 附 金 の 支 出 を 入 場

料 金 等 払 戻 請 求 権 の 放 棄 と ， 当 該 支 出 を し た 寄 附 金 の 額 を 当 該 放 棄 を し た 部 分

の 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権 の 価 額 と み な し て ， ３ 年 １ 月 新 条 例 附 則 第 28条 第 １ 項

及 び 第 ２ 項 の 規 定 を 適 用 す る 。  

 

理     由  

令 和 ２ 年 度 税 制 改 正 及 び 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 緊 急 経 済 対 策 に よ る 地 方 税

法 （ 昭 和 25年 法 律 第 226号 ） の 改 正 等 に 伴 い ， 条 例 を 改 正 す る 必 要 が あ る た め 。  
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（ 参考 １ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

（ 現   行）  

目次 

第１ 章 略 

第２ 章 普通税 

第１ 節， 第２ 節 略 

第３ 節 軽自動車税 

第１ 款 略 

第２ 款 環境性能割（ 第64条の３ の３ ―

第64条３ の12）  

 第３ 款 略 

第４ 節， 第５ 節 略 

  第３ 章 略 

  附則 略 

（ 個人の市民税の非課税の範囲）  

第19条の２  略 

２  略  

３  法の施行地に 住所を 有 す る 者で 均等割のみを

課す べき も ののう ち ， 前 年の合計所得金 額が，

35万円に そ の者の同一生 計配偶者及び 扶 養親族

の数に １ を 加え た 数を 乗 じ て 得た 金額（ そ の者

が同一生計配偶者又は扶 養親族を 有す る 場合に

は， 当該乗じ て 得た 金額 に 21万円を 加算 し た 金

額） 以下で あ る 者に 対し て は， 均等割を 課さ な

い 。  

（ 法人の市民税の申告納付）              

第30条 略 

２ ～８  略 

９  第７ 項の規定に よ り 行 われた 同項の申告は，

申 告 書 記 載 事 項 法 第 762条 第 １ 号 の 機 構 の 使 用

に 係る 電子計算機（ 入出 力装置を 含む。 ） に 備

（ 第１ 条によ る 改正案）  

（ 目次 

第１ 章 略 

第２ 章 普通税 

第１ 節， 第２ 節 略 

第３ 節 軽自動車税（ 第64条―第71条の２  

第１ 款 略 

第２ 款 環境性能割（ 第64条の ３ の３ ―

第64条の３ の12）  

   第３ 款 略市民税に 関す る 用語の意義）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該金額 

 

 

 

 

 

 

に よ 申 告 書 記 載 事 項 が 法 第 762条 第 １ 号 の 機 構 の

使用に 係る 電子計算機（ 入出力装置を 含む。 ）
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え ら れた フ ァ イ ルへの記 録がさ れた 時に 同項に

規定す る 市長に 到達し た も のと みな す 。  

10～17 略 

（ 市民税の減免申請等）  

第34条 略 

２  略 

３  前条の規定に よ つ て 市 民税の減免を 受け よ う

と す る 法人は， 第30条の 規定に よ る 申告 期限ま

で に 次に 掲げ る 事項を 記 載し た 申請書に 事由を

証す る 書類を 添え て ， 市 長に 申請し な け ればな

ら な い 。 た だ し ， 市長が やむを 得な い 理 由があ

る と 認め る と き は， 当該 期限を 延長す る こ と が

で き る 。  

 ⑴～⑸ 略 

（ 固定資産税の納税義務者等）  

第35条 固定資産税は， 固 定資産（ 土地， 家屋及

び 償却資産を 総称す る 。 以下同じ 。 ） に 対し ，

そ の 所 在 地 に お い て ， 所 有 者 （ 法 第 343条 第 １

項の所有者及び 同条第４ 項， 第５ 項又は第８ 項

に よ り 所 有 者 と み な さ れ る 者 並 び に 第 348条 第

２ 項た だ し 書の所有者を い う 。 以下固定 資産税

に つ い て 同様と す る 。 ） に 課す る 。  

２  略 

３  固定資産の所有者の所 在が， 震災， 風水害，

火災そ の他の事由に よ り 不明で あ る 場合 に は，

そ の使用者を 所有者と み な し て ， こ れを 固定資

産税課税台帳に 登録し ， そ の者に 固定資 産税を

課す る 。 こ の場合に お い て ， 市は， 当該 登録を

し よ う と す る と き は， あ ら かじ め ， そ の 旨を 当

＿＿＿＿も のと す る ＿＿ ＿＿＿      ＿

＿＿＿＿＿ 

４  法 第 343条 第 ５ 項 に 規 定 す る 探 索 を 行 つ て も

な お 固定資産の所有者の 存在が不明で あ る 場合

に 備え ら れた フ ァ イ ルへの記録がさ れた 時に 同

項に 規定す る 市長に 到達し た も のと みな す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

た だ し ， 市 長がやむ を 得な い 理由があ

る と 認める と き は， 当該期限を 延長す る こ と

がで き る 。  

 

 

 

 

 

同条第６ 項又は第９ 項 

 

 

 

 

３  固定資産の所有者の所在が震災， 風水害，

火 災 そ の 他 の 事 由 に よ り 不 明 で あ る 場 合 に

は， そ の使用者を 所 有者と みな し て ， 固定資

産課税台帳に 登録し ， そ の者に 固定資産税を

課す る こ と がで き る 。 こ の場合に お い て ， 市

は， 当該登録を し よ う と す る と き は， あ ら か

じ め ， そ の旨を 当該 使用者に 通知し な け れば

な ら な い 。  

４  法 第 343条 第 ５ 項 に 規 定 す る 探 索 を 行 つ て

も な お 固定資産の所 有者の存在が不明で あ る
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（ 前項に 規定す る 場合を 除く 。 ） に は， そ の使

用者を 所有者と みな し て ， 固定資産課税 台帳に

登録し ， そ の者に 固定資 産税を 課す る 。 こ の場

合に お い て ， 市は， 当該 登録を し よ う と す る と

き は， あ ら かじ め， そ の 旨を 当該使用者 に 通知

し な け れ        ば       な

ら な い 。  

３  略 

４  公有水面埋立法（ 大正 10年法律第57号） 第23

条第１ 項の規定に よ つ て 使用す る 埋立地で 工作

物を 設置し ， そ の他土地を 使用す る 場合と 同様

の状態で 使用さ れて い る も の（ 埋立て に 関す る

工事に 関し て 使用さ れて い る も のを 除く 。 ） に

つ い て は， 当該埋立地を も つ て 土地と ， 当該埋

立地を 使用す る 者を も つ て 当該埋立地に 係る 第

１ 項の所有者と みな し て 固定資産税を 課する 。  

 

５  償却資産に 係る 売買があ つ た 場合に お い て 売

主が当該償却資産の所有権を 留保し て い る と き

は， 固定資産税の賦課徴収に つ い て は， 当該償

却資産は， 売主及び 買主の共有物と みな す 。  

６  家屋の附帯設備（ 家屋のう ち 附帯設備に 属す

る 部分そ の他総務省令で 定める も のを 含む。 ）

で あ つ て ， 当該家屋の所有者以外の者がそ の事

業の用に 供す る た め 取り 付け た も ので あ り ， か

つ ， 当該家屋に 付合し た こ と に よ り 当該家屋の

所有者が所有す る こ と と な つ た も の（ 以下こ の

項に お い て 「 特定附帯設備」 と い う 。 ） に つ い

て は， 当該取り 付け た 者の事業の用に 供す る こ

と がで き る 資産で あ る 場合に 限り ， 当該取り 付

け た 者を も つ て 第１ 項の所有者と みな し ， 当該

特定附帯設備のう ち 家屋に 属す る 部分は家屋以

外の資産と みな し て 固定資産税を 課す る 。  

場合（ 前項に 規定す る 場合を 除く 。 ） に は，

そ の使用者を 所有者 と みな し て ， 固定資産課

税台帳に 登録し ， そ の者に 固定資産税を 課す

る こ と がで き る 。 こ の場合に お い て ， 市は，

当 該 登 録 を し よ う と す る と き は ， あ ら か じ

め ， そ の旨を 当該使 用者に 通知し な け ればな

ら な い 。  

 ５  

 ６  

 

 

 

 

 

 

課す る こ

と がで き る  

＿＿＿ ＿＿＿＿ ＿＿＿ ＿ ＿ ＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿

＿ ＿ ＿＿＿ ＿ ＿＿＿ ＿＿ ＿ ＿＿＿ ＿ ＿＿＿ ＿

＿ ＿ ＿＿＿ ＿ ＿＿＿ ＿＿ ＿ ＿＿＿ ＿ ＿＿＿ ＿

＿＿     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ７  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課 す る こ と
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（ 固定資産税の非課税の範囲等）  

第35条の２  略 

２  法 第 348条 第 ２ 項 本 文 ， 第 ４ 項 か ら 第 ８ 項 ま

で 若し く は第９ 項本文又 は法附則第14条 の規定

の適用を 受け る 固定資産 に 対し て は， 固 定資産

税 を 課 さ な い 。 た だ し ， 法 第 348条 第 ２ 項 た だ

し 書に 規定す る 場合に お い て は， 当該固 定資産

の所有者に 対し ， 固定資産税を 課する 。  

３  略 

 （ 固定資産税の課税標準の特例）  

第 36条の３  法第349条の３ から 第 349条の ３ の４

ま で 又は法附則第15条か ら 第15条の３ ま で ， 法

附則第17条の２ 若し く は 法附則第17条の ３ の規

定の適用を 受け る 固定資 産に 対し て 課す る 固定

資産税の課税標準は， 前 ２ 条の規定に か かわら

ず ， 法第 349条の３ から 第349条の３ の４ ま で 又

は法附則第15条から 第15条の３ ま で ， 法 附則第

17条の２ 若し く は法附則 第17条の３ に 定 める 額

と す る 。  

２ ～10 略 

12法附則第15条第64項に 規 定す る 条例で 定める 割

合は， ０ と す る 。  

（ 固定資産の申告）  

第44条 固定資産税の納税義務があ る 償却資産の

所 有 者 （ 法 第 389条 第 １ 項の 規 定 に よ つ て 県 知

事又は総務大臣が評価す べき 償却資産の所有者

を 除く 。 ） は， 毎年１ 月１ 日現在に お け る 当該

償却資産に つ い て 必要な 事項を ， 規則の定める

と こ ろ に よ り ， １ 月31日ま で に ， 市長に 申告し

な け ればな ら な い 。  

（ 特別土地保有税の納税義務者等）  

第109条 略 

がで き る  

 

 

 

 

 

        ＿＿ ＿＿ ＿＿＿ ＿ ＿＿ ＿＿ ＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

， 法附則第15条から 第 15条の３ ま で ， 法

附則第17条の２ ， 法 附則第17条の３ ， 法附則

第61条又は法附則第62条 

 

，

法附則第15条から 第 15条の３ ま で ， 法附則第

17条の２ ， 法附則第 17条の３ ， 法附則第61条

又は法附則第62条 

 

11  法 附 則 第 62条 に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合

は， ０ と す る 。  

 

 

 

 

 

， 法 第 383 条 の 規 定 に よ り

申告す べき 事項を １ 月31日ま で に 市長 
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２ ～４  略 

５  第35条第４ 項の規定は ， 特別土地保有税に つ

い て 準用す る 。 こ の場合 に お い て ， 同項 中「 当

該埋立地を 使用す る 者」 と あ る のは「 当 該埋立

地の使用の開始を も つ て 土地の取得と ， 当該埋

立地を 使用す る 者」 と ， 「 第１ 項の所有 者」 と

あ る の は 「 第 109条 第 １ 項 の 土 地 の 所 有 者 等 」

と 読み替え る も のと する 。  

（ 都市計画税の課税客体等）  

第178条 略 

２  前項の「 価格」 と は， 当該土地又は家屋に 係

る 固定資産税の課税標準 と な る べき 価格 （ 法第

349条 の ３ 第 ９ 項 か ら 第 11項 ま で ， 第 21項 か ら

第23項ま で ， 第25項， 第 30項， 第32項又 は第33

項の規定の適用を 受け る 土地又は家屋に あ つ て

は， そ の価格に そ れぞ れ 当該各項に 定め る 率を

乗 じ て 得 た 額 ） を い い ， 前 項 の 「 所 有 者 」 と

は， 当該土地又は家屋に 係る 固定資産税 に つ い

て 第35条（ 第４ 項及び 第 ５ 項を 除く 。 ） に お い

て 所有者と さ れ， 又は所 有者と みな さ れ る 者を

い う 。  

（ 都市計画税の課税標準の特例）  

第 178条の３  法第349条の３ 第27項から 第29項ま

で 若し く は法第702条の３ 又は法附則第15条から

第 15条 の ３ ま で の 規 定 の 適 用 を 受 け る 土 地 又 は

家 屋 に 対 し て 課 す る 都 市 計 画 税 の 課 税 標 準 は ，

第 178条 第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 法 第 349条

の３ 第27項から 第 29項ま で 若し く は法第702条の

３ 又 は 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条 の ３ ま で に 定 め

る 額と する 。  

附 則 

（ 軽自動車税の種別割の税率の特例）    

第19条の２ の７  略 

 

第35条第６ 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 第５ 項及び 第６ 項を 除く   

 

 

 

 

， 法 第 702条 の ３ ， 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条

の３ ま で 又は法附則第61条 

 

 

， 法 第 702 条 の ３ ， 法

附則第15条から 第15条の３ ま で 又は法附則第61

条 
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２  略 

３  次に 掲げる ３ 輪以上の軽自動車（ ガ ソ リ ン を 内

燃機関の燃料と し て 用い る も のに 限る 。 次項に お

い て 同じ 。 ） に 対す る 第65条の規定の適用に つ い

て は， 当該軽自動車が平成31年４ 月１ 日から 令和

２ 年３ 月31日ま で の間に 初回車両番号指定を 受け

た 場合に は令和２ 年度分の軽自動車税の種別割に

限り ， 当該軽自動車が令和２ 年４ 月１ 日から 令和

３ 年３ 月31日ま で の間に 初回車両番号指定を 受け

た 場合に は令和３ 年度分の軽自動車税の種別割に

限り ， 次の表の左欄に 掲げる 同条の規定中同表の

中欄に 掲げる 字句は， そ れぞ れ同表の右欄に 掲げ

る 字句と す る 。  

⑴， ⑵ 略 

４  略 

（ 旧民法第34条の法人か ら 移行し た 法人 等に 係

る 市税の特例）  

第20条 当分の間， 一般社団法人及び 一般財団法

人に 関す る 法律及び 公益社団法人及び 公益財団

法人の認定等に 関す る 法律の施行に 伴う 関係法

律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 18年 法 律 第 50

号） 第38条の規定に よ る 改正前の民法（ 明治29

年法律第89号） 第34条の法人から 移行し た 法附

則第41条各項に 規定す る 法人に 係る 市税に つ い

て は， 同条の規定の例に よ る 。  

（ 東日本大震災に 係る 被 災居住用財産に 係る 譲

渡期限の延長等の特例）  

第23条の２  略 

２  略 

３  そ の有し て い た 家屋で そ の居住の用に 供し て

い た も のが東日本大震災 に よ り 滅失（ 震災特例

法第11条の７ 第４ 項に 規 定す る 滅失を い う 。 以

下こ の条に お い て 同じ 。 ） を し た こ と に よ り そ

 

法 第 446条第 １ 項第３

号 に 規 定 す る ガ ソ リ ン 軽自 動 車 （ 以 下 こ の 項

及 び 次 項 に お い て 「 ガ ソ リ ン 軽 自 動 車 」 と い

う 。 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 20条  当 分 の 間 ， 一 般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団

法 人 に 関 す る 法 律 及 び 公益 社 団 法 人 及 び 公 益

財 団 法 人 の 認 定 等 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う

関 係 法 律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 18年 法

律 第 50号 ） 第 38条 の 規 定に よ る 改 正 前 の 民 法

（ 明治29年法律第89号） 第34条の法人か 
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の居住の用に 供す る こ と がで き な く な つ た 市民

税の所得割の納税義務者 が， 当該滅失を し た 当

該家屋の敷地の用に 供さ れて い た 土地等 の譲渡

を し た 場合に は， 次の表 の左欄に 掲げる 規定中

同表の中欄に 掲げる 字句 は， そ れぞ れ同 表の右

欄に 掲げ る 字句と し て ， 附則第４ 条に 規 定す る

法附則第４ 条の規定， 附 則第４ 条の２ に 規定す

る 法附則第４ 条の２ の規 定， 附則第４ 条 の５ に

規定す る 法附則第５ 条の ４ の規定， 附則 第15条

に 規定す る 法附則第34条 の規定， 附則第 15条の

２ に 規定す る 法附則第34条の２ の規定， 附則第

15条の３ に 規定す る 法第 34条の３ の規定 又は附

則第16条に 規定す る 法附 則第35条の規定 を 適用

す る 。  

略 略 東日本大震災の

被災者等に 係る

国税関係法律の

臨時特例に 関す

る 法律（ 平成23

年法律第29号）

第11条の６ の第

１ 項の規定に よ

り 読み替え て 適

用さ れる 租税特

別措置法第41条

の５ 第７ 項第１

号 

略 略 

 略 略 

略 略 略 

４ ， ５  略 

（ 東日本大震災に 係る 住 宅借入金等特別税額控

除の適用期間等の特例）  

第24条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 略 東日本大震災の

被災者等に 係る

国税関 

係法律の 

時特例に 関す る

第11条の７ 第４

項の規定に よ り  

読み替え て 適用

さ れる 租税特別

措置法第41条の

５ 第７ 項第１ 号 

略 略 

 略 略 

略 略 略 
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２  市民税の所得割の納税 義務者が前年分の所得

税に つ き 震災特例法第13条第３ 項若し く は第４

項又は第 13条の２ 第１ 項 から 第９ 項ま で の規定

の適用を 受け た 場合に お け る 附則第４ 条の５ に

規定す る 法附則第５ 条の ４ の規定及び 附則第４

条の５ の２ に 規定す る 法 附則第５ 条の４ の２ の

規定の適用に つ い て は， 次の表の左欄に 掲げる

規定中同表の中欄に 掲げ る 字句は， そ れぞ れ同

表の右欄に 掲げ る 字句と し ， 附則第４ 条の５ の

２ に 規定す る 法附則第５ 条の４ の２ 第７ 項は適

用し な い 。  

附則第４ 条

の５ に 規定

す る 法附則

第５ 条の４

第９ 項第１

号 

略 略 

 略 略 

略 略 

略 略 

略 略 

略 略 略 

３  前項の場合に お い て ， 当該納税義務者が平成

26年から 平成33年ま で の 居住年に 係る 租税特別

措 置 法 第 41条 第 １ 項 に 規 定 す る 住 宅 借 入 金 等

（ 居住年が平成26年で あ る 場合に は， そ の同項

に 規定す る 居住日が平成 26年４ 月１ 日か ら 同年

12 月 31 日 ま で の 期 間 内 の 日 で あ る も の に 限

る 。 ） の金額を 有す る と き は， 前項の規 定に よ

り 読み替え て 適用さ れる 附則第４ 条の５ の２ に

規 定 す る 法 附 則 第 ５ 条 の ４ の ２ 第 ５ 項 中 「 100

分の４ 」 と あ る のは「 100分の５ . ６ 」 と ， 「 ７

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則第４ 条

の５ に 規定

す る 法附則

第５ 条の４

第６ 項第１

号 

略 略 

 略 略 

略 略 

略 略 

略 略 

略 略 略 

 

26年から 令和３ 年ま で の居住年に 係る 租税特別

措置法第41条第１ 項 に 規定す る 住宅借入金等

（ 居住年が平成26年 で あ る 場合に は， そ の同

項に 規定す る 居住日 が平成26年４ 月１ 日から

同年12月31日ま で の 期間内の日で あ る も のに

限る 。 ） の金額を 有 す る と き は， 前項の規定

に よ り 読み替え て 適 用さ れる 附則第４ 条の５

の２ に 規定す る 法附 則第５ 条の４ の２ 第５ 項

中 「 100 分 の ４ 」 と あ る の は 「 100 分 の ５ .

（　67　）



万 8, 000 円 」 と あ る の は 「 10万 9, 200 円 」 と す

る 。  

（ 東日本大震災に 係る 被 災住宅用地等に 対す る

固定資産税及び都市計画税の特例）  

第25条 東日本大震災に よ り 滅失し ， 又は損壊し

た 家屋の敷地の用に 供さ れて い た 土地で 平成23

年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ い て 法 第 349条 の ３ の

２ の規定の適用を 受け た も の（ 以下こ の 項に お

い て 「 被災住宅用地」 と い う 。 ） の所有 者（ 当

該被災住宅用地が共有物 で あ る 場合に は ， そ の

持分を 有す る 者を 含む。 ） そ の他の政令 で 定め

る 者が， 平成23年３ 月11日から 平成33年 ３ 月31

日ま で の間に ， 当該被災 住宅用地に 代わ る も の

と 市長が認め る 土地の取 得（ 共有持分の 取得を

含む 。 以下こ の項に お い て 同じ 。 ） を 行 つ た 場

合に お け る 当該取得が行 われた 土地で 新 た に 固

定資産税又は都市計画税 が課さ れる こ と と な つ

た 年度， 翌年度又は翌々 年度に 係る 賦課 期日に

お い て 家屋又は構築物の 敷地の用に 供さ れて い

る 土地以外の土地に 対し て 課す る 当該各 年度分

の固定資産税又は都市計 画税に つ い て は ， 当該

取得が行われた 土地のう ち 被災住宅用地 に 相当

す る 土地と し て 政令で 定 める も のを 住宅 用地と

みな し て ， こ の条例の規 定を 適用す る 。 こ の場

合 に お い て ， 法 第 349条 の ３ の ２ 第 ２ 項 中 「 住

宅用地のう ち ， 次の各号 に 掲げ る 区分に 応じ ，

当該各号に 定め る 住宅用 地に 該当す る も の」 と

あ る のは， 「 附則第56条 第10項の規定に よ り 住

宅用地と みな さ れた 土地 のう ち 政令で 定 める も

の」 と し ， 同項各号の規定は， 適用し な い 。  

２  東日本大震災に よ り 滅 失し ， 又は損壊し た 家

屋 の 所 有 者 （ 当 該 家 屋 が 共 有 物 で あ る 場 合 に

は， そ の持分を 有す る 者 を 含む 。 ） そ の 他の政

６ 」 と ， 「 ７ 万 8, 000円 」 と あ る の は 「 10万

9, 200円」 と する 。  

（ 東日本大震災に 係 る 被災住宅用地等に 対す

る 固定資産税及び 都市計画税の特例）  

第25条 東日本大震災に よ り 滅失し ， 又は損壊

し た 家屋の敷の用に 供さ れて い た 土地で 平成

23年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ い て 法 第 349条 の

３ の２ の規定の適用 を 受け た も の（ 以下こ の

項に お い て 「 被災住 宅用地」 と い う 。 ） の所

有者（ 当該被災住宅 用地が共有物で あ る 場合

に は， そ の持分を 有 す る 者を 含む 。 ） そ の他

の政令         ら  令和３ 年３ 月

31日ま で の間に ， 当 該被災住宅用地に 代わる

も のと 市長が認める 土地の取得（ 共有持分の

取得を 含む 。 以下こ の項に お い て 同じ 。 ） を

行つ た 場合に お け る 当該取得が行われた 土地

で 新た に 固定資産税 又は都市計画税が課さ れ

る こ と と な つ た 年度 ， 翌年度又は翌々年度に

係る 賦課期日に お い て 家屋又は構築物の敷地

の用に 供さ れて い る 土地以外の土地に 対し て

課す る 当該各年度分 の固定資産税又は都市計

画税に つ い て は， 当 該取得が行われた 土地の

う ち 被災住宅用地に 相当す る 土地と し て 政令

で 定める も のを 住宅 用地と みな し て ， こ の条

例の規定を 適用す る 。 こ の場合に お い て ， 法

第 349 条 の ３ の ２ 第 ２ 項 中 「 住 宅 用 地 の う

ち ， 次の各号に 掲げ る 区分に 応じ ， 当該各号

に 定める 住宅用地に 該当す る も の」 と あ る の

は， 「 附則第56条第 10項の規定に よ り 住宅用

地 と み な さ れ た 土 地 の う ち 政 令 で 定 め る も

の」 と し ， 同項各号の規定は， 適用し な い 。  

２  東日本大震災に よ り 滅失し ， 又は損壊し た

家 屋 の 所 合 に は ， そ の 持 分 を 有 す る 者 を 含
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令で 定め る 者が， 平成23年３ 月11日から 平成33

年３ 月31日ま で の間に ， 当該滅失し ， 若 し く は

損壊し た 家屋に 代わる も のと 市長が認め る 家屋

を 取得し ， 又は当該損壊 し た 家屋を 最初 に 改築

し た 場合に お け る 当該取 得さ れ， 又は改 築さ れ

た 家屋に 対し て 課す る 固 定資産税又は都 市計画

税に つ い て は， 当該家屋 が取得さ れ， 又 は改築

さ れた 日（ 当該家屋が平 成23年３ 月11日 以後に

お い て ２ 回以上改築さ れ た 場合に は， そ の最初

に 改築さ れた 日。 以下こ の項に お い て 同 じ 。 ）

の属す る 年の翌年の１ 月 １ 日（ 当該家屋 が取得

さ れ， 又は改築さ れた 日 が１ 月１ 日で あ る 場合

に は， 同日） を 賦課期日 と す る 年度から ４ 年度

分の固定資産税又は都市 計画税に つ い て は， 当

該家屋に 係る 固定資産税 額（ 第37条の２ から 第

37条の６ の２ ま で の規定 の適用を 受け る 家屋に

あ つ て は， こ れら の規定 の適用後の額。 以下こ

の項に お い て 同じ 。 ） 又 は都市計画税額 （ 同条

の規定の適用を 受け る 家 屋に あ つ て は， 同条の

規 定 の 適 用 後 の 額 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ 。 ） のう ち ， こ の項の 規定の適用を 受 け る 部

分に 係る 税額と し て 政令 で 定め る と こ ろ に よ り

算定し た 額（ 当該家屋が 区分所有に 係る 家屋で

あ る 場 合 又 は 共 有 物 で あ る 家 屋 で あ る 場 合 に

は， こ の項の規定の適用 を 受け る 部分に 係る 税

額と し て 各区分所有者又 は各共有者ご と に 政令

で 定める と こ ろ に よ り 算 定し た 額の合算 額。 以

下 こ の 項 に お い て 「 適 用 部 分 の 税 額 」 と い

う 。 ） のそ れぞ れ２ 分の １ に 相当す る 額 を 当該

家屋に 係る 固定資産税額 又は都市計画税 額から

減額し ， そ の後２ 年度分 の固定資産税又 は都市

計画税に つ い て は， 当該 家屋に 係る 固定 資産税

額又は都市計画税額のう ち ， 適用部分の 税額の

む。 める 者が， 平成 23年３ 月 11日から 令和３

年３ 月31日ま で の間 に ， 当該滅失し ， 若し く

は損壊し た 家屋に 代 わる も のと 市長が認め る

家屋を 取得し ， 又は 当該損壊し た 家屋を 最初

に 改築し た 場合に お け る 当該取得さ れ， 又は

改築さ れた 家屋に 対 し て 課す る 固定資産税又

は都市計画税に つ い て は， 当該家屋が取得さ

れ， 又は改築さ れた 日（ 当該家屋が平成23年

３ 月11日以後に お い て ２ 回以上改築さ れた 場

合に は， そ の最初に 改築さ れた 日。 以下こ の

項に お い て 同じ 。 ） の属す る 年の翌年の１ 月

１ 日（ 当該家屋が取 得さ れ， 又は改築さ れた

日が１ 月１ 日で あ る 場合に は， 同日） を 賦課

期日と す る 年度から ４ 年度分の固定資産税又

は都市計画税に つ い て は， 当該家屋に 係る 固

定資産税額（ 第37条 の２ から 第37条の６ の２

ま で の規定の適用を 受け る 家屋に あ つ て は，

こ れら の規定の適用 後の額。 以下こ の項に お

い て 同じ 。 ） 又は都 市計画税額（ 同条の規定

の適用を 受け る 家屋 に あ つ て は， 同条の規定

の適用後の額。 以下 こ の項に お い て 同じ 。 ）

のう ち ， こ の項の規 定の適用を 受け る 部分に

係る 税額と し て 政令 で 定め る と こ ろ に よ り 算

定し た 額（ 当該家屋 が区分所有に 係る 家屋で

あ る 場合又は共有物 で あ る 家屋で あ る 場合に

は， こ の項の規定の 適用を 受け る 部分に 係る

税額と し て 各区分所 有者又は各共有者ご と に

政令で 定め る と こ ろ に よ り 算定し た 額の合算

額。 以下こ の項に お い て 「 適用部分の税額」

と い う 。 ） のそ れぞ れ２ 分の１ に 相当す る 額

を 当該家屋に 係る 固 定資産税額又は都市計画

税額から 減額し ， そ の後２ 年度分の固定資産

税又は都市計画税に つ い て は， 当該家屋に 係
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そ れぞ れ３ 分の１ に 相当 す る 額を 当該家屋に 係

る 固定資産税額又は都市 計画税額から 減額す る

も のと する 。  

３ ， ４  略 

（ 東日本大震災から の復 興に 関し 地方公共団体

が実施す る 防災のた めの 施策に 必要な 財源の確

保に 係る 地方税の臨時特 例に 関す る 法律の施行

に 伴う 個人の市民税の税率の特例）  

第27条 平成26年度から 平 成35年度ま で の各年度

分の個人の市民税に 限り ， 均等割の税率 は， 第

21条第１ 項の規定に かか わら ず ， 同項に 規定す

る 額に 500円を 加算し た 額と す る 。  

る 固 定資産税額又は 都市計画税額のう ち ， 適

用部分の税額のそ れ ぞ れ３ 分の１ に 相当す る

額を 当該家屋に 係る 固定資産税額又は都市計

画税額から 減額す る も のと す る 。  

３ ， ４  

 

 

            

令和５ 年度 略 
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（ 参考 ２ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

 

（ 第２ 条によ る 改正前）  

（ た ばこ 税の課税標準）  

第74条 略 

２  前 項 の 製 造 た ば こ （ 加 熱 式 た ば こ を 除

く 。 ） の本数は， 紙巻た ばこ の本数に よ る も

のと し ， 次の表の左欄に 掲げる 製造た ばこ の

本数の算定に つ い て は， 同欄の区分に 応じ ，

そ れぞ れ同表の右欄に 定め る 重量を も つ て 紙

巻た ばこ の１ 本に 換算す る も のと する 。    

                      

                       

                      

        

 

略 略 

３ ～９  略 

 

（ 第２ 条によ る 改正案）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

第18条 市民税に つ い て ， 次の各号に 掲げる 用

語の意義は， そ れぞ れ当該各号に 定める と こ

ろ に よ る 。  

⑴～⑶ 略                        

⑷ 法人税額 次に 掲げる 法人の区分に 応じ ，  

そ れぞ れ次に 定める 額を い う 。  

ア                   た だ

し ， １ 本当た り の重量が0. 7グ ラ ム 未満の葉巻

た ばこ の本 数の算 定 に つ い て は ， 当 該葉 巻 た

ばこ の１ 本を も つ て 紙巻た ばこ の0. 7本に 換算

す る も のと す る 。  

に よ る 申告書に 係る 法人税額を 除く 。 ） で ，  
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（ 参考 ３ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

（ 第３ 条によ る 改正前）  

 （ 市民税に 関す る 用語の意義）   

第 18条  市 民 税 に つ い て ， 次 の 各 号 に 掲 げ る 用

語 の 意 義 は ， そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ

ろ に よ る 。  

⑴～⑾ 略 

⑿ 寡婦 次に 掲げる 者を い う 。  

ア  夫と 死別し ， 若し く は 夫と 離婚し た 後

婚姻を し て い な い 者又は夫の生死 の明ら

か で な い 者 で 政 令 に 規 定 す る も の の う

ち ， 扶養 親族そ の 他そ の者と 生計 を 一に

す る 親族 で 政令に 規定す る も のを 有す る

も の 

イ  ア に 掲げ る 者のほか， 夫と 死別し た 後

婚姻を し て い な い 者又は夫の生死 の明ら

か で な い 者 で 政 令 に 規 定 す る も の の う

ち ， 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 500万 円 以 下

で あ る も の 

 

 

⒀ 寡夫 妻と 死別し ， 若し く は妻と 離婚し

た 後婚姻を し て い な い 者又 は妻の生死の明

ら か で な い 者 で 政 令 に 規 定 す る も の の う

ち ， そ の者と 生計を 一に す る 親族で 政令に

規 定す る も のを 有し ， かつ ， 前年の合計所

得金額が500万円以下で あ る も のを い う 。   

 

 

 

 

（ 第３ 条によ る 改正案）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

⑴～⑶ 略         

 

 

                             

⑿  寡婦 次に 掲げる 者で ひ と り 親に 該当し な

い も のを い う 。  

ア  夫と 離婚し た 後婚姻を し て い な い 者のう

ち ， 次に 掲げる 要件を 満た す も の 

（ ｱ）  扶養親族を 有する こ と 。  

（ ｲ）  前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 500万 円 以 下

で あ る こ と 。  

（ ｳ）  そ の者と 事実上 婚姻関係と 同様の 事

情に あ る と 認め ら れる 者と し て 総務省

令で 定める も のがい な い こ と 。  

イ   イ  夫と 死別し た 後婚姻を し て い な い 者又は

夫の生死の明ら かで な い 者で 政令で 定め る

も ののう ち ， ア （ ｲ） 及び （ ｳ） に 掲げ る 要

件を 満た す も の 

⒀ ひ と り 親 現に 婚姻を し て い な い 者又は配

偶者の生死の明ら かで な い 者で 政 令で 定め る

も ののう ち ， 次に 掲げる 要件を 満 た す も のを

い う 。  

ア  そ の者と 生計を 一に す る 子で 政令で 定め

る も のを 有す る こ と 。  

イ  前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 500万 円 以 下 で あ

る こ と 。  

ウ  そ の者と 事実上婚姻関係と 同様の事情に

あ る と 認め ら れる 者と し て 総務省令で 定め
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⒁， ⒂ 略 

２ ～４  略 

 （ 所得控除）  

第20条の３  所得割の納税 義務者が次の各号に 掲

げる 者のい ず れかに 該当 す る 場合に は， そ れぞ

れ当該各号に 定める 金額 を そ の者の前年 の所得

に つ い て 算定し た 総所得 金額， 退職所得 金額又

は山林所得金額から 控除す る も のと す る 。  

⑴～⑷ 略 

⑸ 前年中に ア に 規定す る 新生命保険料 若し く

は旧生命保険料， イ に 規定す る 介護医療保険

料又はウ に 規定す る 新個人年金保険料若し く

は旧個人年金保険料を 支払つ た 所得割の納税

義務者 次のア から ウ ま で に 掲げる 場合の区

分に 応じ ， そ れぞ れア から ウ ま で に 定める 金

額の合計額（ 当該合計額が７ 万円を 超え る 場

合に は， ７ 万円）  

ア  新生命保険契約等に 係る 保険料若し く は

掛 金（ 第８ 項第１ 号 ア から ウ ま で に 掲げる

契 約に 係る も のに あ つ て は 生存又は死亡に

基 因し て 一定額の保 険金， 共済金そ の他の

給 付 金 （ 以 下 こ の 号 及 び 第 ８ 項 に お い て

「 保険金等」 と い う 。 ） を 支払う こ と を 約

す る 部分（ ウ に お い て 「 生 存死亡部分」 と

い う 。 ） に 係る も の そ の他 政令で 定め る も

の に 限る も のと し ， イ に 規 定す る 介護医療

保 険料及び ウ に 規定 す る 新 個人年金保険料

を 除く 。 以下ア 及び イ に お い て 「 新生命保

険 料」 と い う 。 ） 又 は旧生 命保険契約等に

係 る 保険料若し く は 掛金（ ウ に 規定す る 旧

個 人年金保険料そ の 他政令 で 定める も のを

除 く 。 以下ア に お い て 「 旧 生命保険料」 と

る も のがい な い こ と 。 法人税額 次に 掲げ

る 法人の区分に 応じ ，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    第７ 項第１ 号ア から ウ ま で  

 

 

及び 第７ 項 
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い う 。 ） を 支払つ た 場合 次に 掲げ る 場合

の区分に 応じ ， そ れぞ れ次に 定める 金額 

   （ ｱ） ～（ ｳ）  略 

イ  介護医療保険契約等に 係る 保険料又は掛

金 （ 病院又は診療所 に 入院 し て 第２ 号に 規

定 す る 医療費を 支払 つ た こ と そ の他の政令

で 定め る 事由（ 第８ 項第２ 号及び 第３ 号に

お い て 「 医療費等支 払事由 」 と い う 。 ） に

基 因し て 保険金等を 支払う こ と を 約す る 部

分 に 係る も のそ の他 政令で 定め る も のに 限

る も のと し ， 新生命 保険料 を 除く 。 以下イ

に お い て 「 介護医療 保険料 」 と い う 。 ） を

支 払つ た 場合 次に 掲げる 場合の区分に 応

じ ， そ れぞ れ次に 定める 金額 

   （ ｱ） ～（ ｴ）  略 

ウ  略 

（ 5の2） ， （ 5の3）  略 

⑹ 障害者で あ る 所得割 の納税義務者又 は障害

者で あ る 同一生計配偶者若し く は扶養親族を

有す る 所得割の納税義務者 各障害者に つ き

26万 円 （ そ の 者 が 特 別 障 害 者 （ 障 害 者 の う

ち ， 精神又は身体に 重度の障害があ る 者で 政

令で 定める も のを い う 。 第４ 項及び 第９ 項並

び に 第 22条 に お い て 同 じ 。 ） で あ る 場 合 に

は， 30万円）  

⑺ 略 

⑻  寡 婦 又 は 寡 夫 で あ る 所 得 割 の 納 税 義 務 者 

26万円 

 ＿＿＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  ＿   ＿＿ 

 ⑼～（ 10の2）  略 

 ⑾ 控除対象扶養親族（ 扶養親族のう ち ， 年齢

16歳以上の者を い う 。 以下こ の款及び 第33条

 

 

 

 

 

 

        第７ 項第２ 号及び 第３ 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 項及び 第８ 項 

 

 

 

＿＿＿＿ 

 

（ 8の2）  ひ と り 親で あ る 所得割の納税義

務者 30万円 
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に お い て 同じ 。 ） を 有す る 所得割の納税義務

者 各控除対象扶養親族に つ き 33万円（ そ の

者 が 特 定 扶 養 親 族 （ 控 除 対 象 扶 養 親 族 の う

ち ， 年齢19歳以上23歳未満の者を い う 。 第９

項及び 第22条に お い て 同じ 。 ） で あ る 場合に

は45万円， そ の者が老人扶養親族（ 控除対象

扶養親族のう ち ， 年齢 70歳以上の者を い う 。

第 ５ 項 及 び 第 ９ 項 並 び に 第 22条 に お い て 同

じ 。 ） で あ る 場合に は38万円）  

２  略 

３  所得割の納税義務者が ， 第18条第１ 項第11号

に 規定す る 寡婦のう ち 同 号ア に 該当す る 者で ，

扶養親族で あ る 子を 有し ， かつ ， 前年の 合計所

得 金 額 が 500万 円 以 下 で あ る も の で あ る 場 合 に

は， 当該納税義務者に 係 る 第１ 項第８ 号 の金額

は， 30万円と する 。  

４ ～６  略 

７  第１ 項第１ 号の規定に よ り 控除す べき 金額を

雑損控除額と ， 同項第２ 号の規定に よ り 控除す

べき 金額を 医療費控除額 と ， 同項第３ 号 の規定

に よ り 控除す べき 金額を 社会保険料控除 額と ，

同項第４ 号の規定に よ り 控除す べき 金額 を 小規

模企業共済等掛金控除額 と ， 同項第５ 号 の規定

に よ り 控除す べき 金額を 生命保険料控除 額と ，

同項第５ 号の３ の規定に よ り 控除す べき 金額を

地震保険料控除額と ， 同 項第６ 号及び 第 ４ 項の

規定に よ り 控除す べき 金 額を 障害者控除 額と ，

第１ 項第８ 号及び 第３ 項 の規定に よ り 控 除す べ

き 金額を 寡婦（ 寡夫） 控 除額と ， 第１ 項 第９ 号

の規定に よ り 控除す べき 金額を 勤労学生 控除額

と ， 同項第10号の規定に よ り 控除す べき 金額を

配偶者控除額と ， 同項第 10号の２ の規定 に よ り

控除す べき 金額を 配偶者 特別控除額と ， 同項第

 

 

 

                 第 ８

項 

 

 

第４ 項及び 第８ 項 

 

 

_ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _

_ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _

_ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ ～５  

６  

 

 

 

 

 

 

 

第３ 項 

 

＿＿＿＿＿ 

寡婦控除 額と ， 同項第８ 号 の２ の規

定に よ り 控除す べき 金額を ひ と り 親控除額

と ， 同項第９ 号 

 

 

（　75　）



11号及び 第５ 項の規定に よ り 控除す べき 金額を

扶養控除額と ， 第２ 項の 規定に よ り 控除 す べき

金額を 基礎控除額と い う 。  

８  略 

９  第１ 項， 第３ 項， 第４ 項又は第５ 項の場合に

お い て ， 特別障害者若し く はそ の他の障 害者，

第３ 項の規定に 該当す る 寡婦若し く はそ の他の

寡婦， 寡夫若し く は勤労 学生で あ る かど う か又

は所得割の納税義務者の 第４ 項の規定に 該当す

る 同一生計配偶者， 老人 控除対象配偶者 若し く

はそ の他の控除対象配偶 者若し く はそ の 他の同

一生計配偶者若し く は第 １ 項第10号の２ に 規定

す る 生計を 一に す る 配偶 者若し く は特定 扶養親

族， 第４ 項の規定に 該当 す る 扶養親族， 第５ 項

の規定に 該当す る 老人扶 養親族若し く は そ の他

の老人扶養親族若し く は そ の他の控除対 象扶養

親族若し く はそ の他の扶 養親族で あ る か ど う か

の判定は， 前年の12月31日（ 前年の中途 に お い

て そ の者が死亡し た 場合 に は， そ の死亡 の時）

の現況に よ る も のと す る 。 た だ し ， そ の 所得割

の納税義務者の親族（ 扶 養親族を 除く 。 ） が同

日前に 既に 死亡し て い る 場合に は， そ の 親族が

そ の所得割の納税義務者 の第18条第１ 項 第11号

ア 又は第 12号に 規定す る 政令で 定める 親 族に 該

当す る かど う かの判定は ， そ の死亡の時 の現況

に よ る も のと する 。  

10 所得税法第２ 条第１ 項 第32号の規定は， 第１

項第９ 号及び 第22条の勤 労学生の意義に つ い て

準用す る 。 こ の場合に お い て ， 同法第２ 条第１

項第32号中「 合計所得金 額が」 と あ る の は「 当

該年度の初日の属す る 年 の前年（ 以下こ の号に

お い て 「 前年」 と い う 。 ） の合計所得金 額（ 条

例第18条第１ 項第13号に 規定す る 合計所 得金額

第４ 項 

 

 

７  

８        又は第４ 項 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

   ひ と り 親 

            第３ 項の規定 

 

 

 

 

  第３ 項の規定        ， 第４ 項 

 

 

 

 

 

 

子 

                               当該子 

第 18 条 第 １ 項 第 13

号ア               子に  

 

 

９  
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を い う 。 以下こ の号に お い て 同じ 。 ） が 」 と ，

「 かつ ， 」 と あ る のは「 かつ ， 前年の」 と 読み

替え る も のと する 。  

11 略  

12 第１ 項及び 第２ 項の規 定に よ る 控除に 当た つ

て は， ま ず雑損控除額を 控除し ， 次に 医 療費控

除額， 社会保険料控除額 ， 小規模企業共 済等掛

金控除額， 生命保険料控 除額， 地震保険 料控除

額， 障害者控除額， 寡婦 （ 寡夫） 控除額 ， 勤労

学 生 控 除 額 ， 配 偶 者 控 除 額 ， 配 偶 者 特 別 控 除

額， 扶養控除額又は基礎 控除額を 控除す る も の

と し ， かつ ， 総所得金額 ， 山林所得金額 又は退

職所得金額から 順次控除す る も のと す る 。  

13 略  

（ 調整控除）  

第22条 所得割の納税義務 者に つ い て は， そ の者

の前条第２ 項の規定に よ る 所得割の額か ら ， 次

の各号に 掲げ る 場合の区 分に 応じ ， 当該 各号に

定める 金額を 控除す る も のと す る 。  

⑴ 当該納税義務者の前 条第３ 項に 規定 す る 課

税総所得金額， 課税退職所得金額及び 課税山

林 所 得 金 額 の 合 計 額 （ 以 下 こ の 条 に お い て

「 合 計 課 税 所 得 金 額 」 と い う 。 ） が 200万 円

以下で あ る 場合 次に 掲げ る 金額のう ち い ず

れか少な い 金額の100分の４ に 相当す る 金額 

ア  ５ 万円に ， 当該納税義務者が次の表の左

欄 に 掲げる 者に 該当 す る 場 合に は， 当該納

税 義務者に 係る 同表 の右欄 に 掲げる 金額を

合算し た 金額を 加算し た 金額 

略 略 

（ ｳ）  寡 婦 又 は 寡 夫 で あ

る 所得割の納 税義務者

１ 万円 

 

 

 

10 

11 

 

 

 

寡 婦 控除 額， ひ と り 親控

除額 

 

 

 

12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

（ ｳ）  寡 婦 又 は ひ と り 親

で 政令で 定め る も の で
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（ （ ｴ） に 掲 げ る 者 を

除く 。 ）  

（ ｴ）  第 18条 第 １ 項 第 11

号に 規定す る 寡婦のう

ち 同号ア に 該 当す る 者

で ， 扶養親族 で あ る 子

を 有し ， かつ ， 前年の

合 計 所 得 金 額 が 500 万

円以下で あ る 所得割の

納税義務者  

５ 万円 

略 略 

 イ  略 

⑵ 略 

（ 個人の市民税の申告等）  

第25条 第19条第１ 項第１ 号又は第３ 項に 掲げる

者は， ３ 月15日ま で に ， 次に 掲げ る 事項 を 記載

し た 申告書を 市長に 提出 し な け ればな ら な い 。

た だ し ， 第26条第１ 項又 は第４ 項の規定 に よ り

給与支払報告書又は公的 年金等支払報告 書を 提

出す る 義務があ る 者から １ 月１ 日現在に お い て

俸給， 給料， 賃金， 歳費 及び 賞与並び に こ れら

の性質を 有す る 給与（ 以 下こ の節に お い て 「 給

与」 と 総称す る 。 ） 又は 所得税法第35条 第３ 項

に 規 定 す る 公 的 年 金 等 （ 以 下 こ の 節 に お い て

「 公的年金等」 と い う 。 ） の支払を 受け て い る

者で 前年中に お い て 給与 所得以外の所得 又は公

的年金等に 係る 所得以外 の所得を 有し な かつ た

も の（ 公的年金等に 係る 所得以外の所得 を 有し

な かつ た 者で 社会保険料 控除額（ 政令で 定める

も の を 除 く 。 ） ， 小 規 模 企 業 共 済 等 掛 金 控 除

額， 生命保険料控除額， 地震保険料控除 額， 勤

労学生控除額， 配偶者特 別控除額（ 同法 第２ 条

第１ 項第 33号の４ に 規定 す る 源泉控除対 象配偶

（ （ ｴ） に 掲 げ る 者 を

除く 。 ）  

（ ｴ）  ひ と り 親 で 政 令 で

定める も の 
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者に 係る も のを 除く 。 ） 若し く は第20条 の３ 第

５ 項に 規定す る 扶養控除 額の控除又はこ れら と

併 せ て 雑 損 控 除 額 若 し く は 医 療 費 控 除 額 の 控

除， 第20条第８ 項に 規定 す る 純損失の金 額の控

除， 同条第９ 項に 規定す る 純損失若し く は雑損

失の金額の控除若し く は 第23条の２ の規 定に よ

り 控除す べき 金額（ 以下 こ の条に お い て 「 寄附

金税額控除額」 と い う 。 ） の控除を 受け よ う と

す る も のを 除く 。 ） 並び に 前年中に お け る 合計

所得金額（ 青色事業専従 者又は事業専従 者を 有

す る 者に あ つ て は， 青色 専従者給与額（ 所得税

法第57条第１ 項の規定に よ る 計算の例に よ り 算

定 し た 同 項 の 必 要 経 費 に 算 入 さ れ る 金 額 を い

う 。 ） 又は事業専従者控 除額控除前の合 計所得

金額） が第19条の２ 第３ 項に 規定す る 金 額以下

の者に つい て は， こ の限り で な い 。  

 ⑴～⑷ 略 

 ⑸ 雑損控除額， 医療費 控除額， 社会保険料控

除額， 小規模企業共済等掛金控除額， 生命保

険料控除額， 地震保険料控除額， 障害者控除

額， 寡婦（ 寡夫） 控除額， 勤労学生控除額，

配偶者控除額， 配偶者特別控除額又は扶養控

除額の控除に 関す る 事項 

 ⑹～⑻ 略 

２ ～８  略 

（ 市民税の減免）  

第33条 第19条第１ 項第１ 号又は第３ 項の者で 次

の各号のい ず れかに 該当 し ， 市長に お い て 必要

があ る と 認め る も のに 対 し て 課す る 市民税に つ

い て は， そ れぞ れ当該各 号に 定め る 額を 減免す

る 。 こ の場合に お い て ， ２ 以上の減免事由があ

る 者に つ い て は， 当該各 号のう ち ， 減免割合の

最も 大き い も のに のみ該 当す る も のと し て 当該

第 20条 の ３ 第

４ 項 
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規定を 適用す る 。  

 ⑴ 賦課期日現在に お い て 障害者， 未成年者，

寡婦， 寡夫又は原子爆弾被爆者に 対す る 援護

に 関 す る 法 律 （ 平 成 ６ 年 法 律 第 117号 ） 第 １

条に 規定す る 被爆者で 前年の合計所得金額が

第19条の２ 第１ 項第２ 号に 規定す る 額に 10万

円を 加算し た 額に 相当す る 金額（ 控除対象配

偶者を 有す る 者に あ つ て はそ の者の第 20条の

３ 第１ 項第10号に 規定す る 控除額を ， 控除対

象扶養親族を 有す る 者に あ つ て はそ の者の同

項第11号に 規定す る 控除額を ， 年齢16歳未満

の扶養親族（ 以下こ の条に お い て 「 16歳未満

扶養親族」 と い う 。 ） を 有す る 者に あ つ て は

各16歳未満扶養親族に つ き 33万円を ， 同居特

別障害者を 有す る 者に あ つ て は各同居特別障

害者に つ き 23万円を ， 当該相当す る 金額に そ

れぞ れ加算し た 額） 以下のも の 均等割額の

10分の５ 相当額及び 所得割額の 10分の５ 相当

額 

 ⑵， ⑶ 略 

２ ～４  略 

（ 固定資産税の課税標準の特例）  

第 36条の３  法第349条の３ から 第 349条の ３ の４

ま で ， 法附則第15条から 第15条の３ ま で ， 法附

則第17条の２ ， 法附則第 17条の３ ， 法附則第61

条又は法附則第62条の規 定の適用を 受け る 固定

資産に 対し て 課す る 固定 資産税の課税標 準は，

前 ２ 条 の 規 定 に か か わ ら ず ， 法 第 349条 の ３ か

ら 第 349条 の ３ の ４ ま で ， 法 附 則 第 15条 か ら 第

15条の３ ま で ， 法附則第 17条の２ ， 法附 則第17

条の３ ， 法附則第61条又 は法附則第62条 に 定め

る 額と する 。  

２ ～10 略 

 

 

   ひ と り 親 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ま で ， 法附則第15条から 第 15条の３ ま で ， 法附

則第17， 法附則第17条の３ 若し く は法附則第63

条又は法附則第64条 
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11  法 附 則 第 62 条 に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合

は， ０ と す る 。  

（ 現所有者の申告）  

第 44条 の ４  現 所 有 者 （ 法 第 384条 の ３ に 規 定 す

る 現所有者を い う 。 以下 こ の条及び 第47条に お

い て 同じ 。 ） は， 現所有 者で あ る こ と を 知つ た

日の翌日から ３ 月を 経過 し た 日ま で に ， 次に 掲

げる 事項を 記載し た 申告 書を 市長に 提出 し な け

ればな ら な い 。  

⑴ 土地又は家屋の現所 有者の住所， 氏 名又は

名称， 次号に 規定す る 個人と の関係及び 個人

番号又は法人番号（ 個人番号又は法人番号を

有し な い 者に あ つ て は， 住所， 氏名又は名称

及び 次号に 規定す る 個人と の関係）  

⑵ 土地又は家屋の所有 者と し て 登記簿 又は土

地補充課税台帳若し く は家屋補充課税台帳に

登記又は登録がさ れて い る 個人が死亡し て い

る 場合に お け る 当該個人の住所及び氏名 

⑶ 前２ 号に 挙げる も の のほか， 固定資 産税の

賦課徴収に 関し 市長が必要と 認める 事項 

２  前項の規定に よ り 申告 し た 現所有者は， 当該

年度に 係る 賦課期日に お い て 前項第１ 号 に 規定

す る 事項のう ち ， 当該現 所有者の住所又 は氏名

若し く は名称に 変更があ り ， かつ ， 当該 現所有

者が当該年度の前年度に 係る 賦課期日か ら 引き

続 き 当 該 土 地 又 は 家 屋 を 所 有 し て い る 場 合 に

は， 当該年度の初日の属 す る 年の１ 月31日ま で

に ， そ の旨を 市長に 申告し な  

（ 固定資産に 係る 不申告に 関す る 過料）  

第47条 固定資産の所有者 が第44条又は第44条の

２ の規定に よ つ て 申告す べき 事項に つ い て 正当

な 事由がな く て 申告を し な かつ た 場合に お い て

は， そ の者に 対し て 10万 円以下の過料を 科す る

第64条 

 

（ 現所有者の申告）  

第 44条 の４  現所 有者（ 法 第 384条 の ３ に 規定 す

る 現所有者を い う 。 以下こ の条及び 第47条に お

い て 同じ 。 ） は， 現所有者で あ る こ と を 知つ た

日の翌日から ３ 月を 経過し た 日ま で に ， 次に 掲

げ る 事項を 記載し た 申告書を 市長に 提出し な け

ればな ら な い 。  

⑴ 土地又は家屋の現所有者の住所， 氏名又は

名称， 次号に 規定す る 個人と の関係及び 個人

番号又は法人番号（ 個人番号又は法人番号を

有し な い 者に あ つ て は， 住所， 氏名又は名称

及び 次号に 規定す る 個人と の関係）  

⑵ 土地又は家屋の所有者と し て 登記簿又は土

地補充課税台帳若し く は家屋補充課税台帳に

登記又は登録がさ れて い る 個人が死亡し て い

る 場合に お け る 当該個人の住所及び氏名 

⑶ 前２ 号に 掲げる も ののほか， 固定資産税の

賦課徴収に 関し 市長が必要と 認める 事項 

２  前項の規定に よ り 申告し た 現所有者は， 当該

年度に 係る 賦課期日に お い て 前項第１ 号に 掲げ

る 事項のう ち 住所又は氏名若し く は名称に 変更

があ り ， かつ ， 当該現所有者が当該年度の前年

度に 係る 賦課期日から 引き 続き 前項の土地又は

家屋を 所有し て い る 場合に は， 当該年度の初日

の属す る 年の１ 月31日ま で に ， そ の旨を 市長に

申告し な け ればな ら な い 。  

 

若し く は 

よ り ， 又は現所有者が 第44条の ４ 第

１ 項の規定に よ り        に は 
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こ と がで き る 。  

２ ， ３  略 

（ 審査申出書の提出）  

第60条 略 

２  審 査 申 出 書 は ， 審 査 申 出 人 （ 法 第 432条 第 １

項本文の規定に 基づ き 審 査の申出を 行う も のを

い う 。 以下同じ 。 ） （ 審 査申出人が法人 そ の他

の社団又は財団で あ る 場 合に あ つ て は代 表者又

は管理人， 審査申出人が 総代を 互選し た 場合に

あ つ て は総代， 審査申出 人が代理人に よ つ て 審

査の申出を 行う 場合に あ つ て は代理人） が押印

し な け ればな ら な い 。  

３ ～５  略 

（ 都市計画税の課税標準の特例）  

第 178条の３  法第349条の３ 第27項から 第29項ま

で ， 法 第 702条 の ３ ， 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条

の３ ま で 又は法附則第61条の規定の適用 を 受け

る 土地又は家屋に 対し て 課す る 都市計画 税の課

税 標 準 は ， 第 178 条 第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら

ず ， 法 第 349条 の ３ 第 27項 か ら 第 29項 ま で ， 法

第 702条 の ３ ， 法 附 則 第 15条 か ら 第 15条 の ３ ま

で 又は法附則第61条に 定める 額と する 。  

附 則 

（ 延滞金の割合等の特例）  

第３ 条 当分の間， 第13条 第１ 項に 規定す る 延滞

金 の 年 14. 6パ ー セ ン ト の 割 合 及 び 年 7. 3パ ー セ

ン ト の割合は， 同項の規 定に かかわら ず ， 各年

の特例基準割合（ 当該年 の前年に 租税特 別措置

法第93条第２ 項の規定に よ り 告示さ れた 割合に

年１ パー セ ン ト の割合を 加算し た 割合を い う 。

以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） が 年 7. 3パ ー セ ン

ト の割合に 満た な い 場合 に は， そ の年（ 以下こ

の 条 に お い て 「 特 例 基 準 割 合 適 用 年 」 と い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

査の申出を 行う 場合に あ つ て は代理人） が署名

し ， 又は記名押印 

 

  

  

  

第63条 

 

 

 

 

第63条 

 

 

 

 

 

 延滞金特例基準割合（ 平均貸付割合（  

に 規定す る 平均貸付割合を い う 。

次項に お い て 同じ 。 ）  

こ の項及び 第３ 項に お い て 同じ  

＿ ＿ ＿ ＿

＿＿＿＿＿＿＿＿   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（　82　）



う 。 ） 中 に お い て は， 年 14. 6パー セ ン ト の割合

に あ つ て は当該特例基準 割合適用年に お け る 特

例 基 準 割 合 に 年 7. 3パ ー セ ン ト の 割 合 を 加 算 し

た 割 合 と し ， 年 7. 3パ ー セ ン ト の 割 合 に あ つ て

は当該特例基準割合に 年 １ パー セ ン ト の 割合を

加 算 し た 割 合 （ 当 該 加 算 し た 割 合 が 年 7. 3パ ー

セ ン ト の 割 合 を 超 え る 場 合 に は ， 年 7. 3パ ー セ

ン ト の割合） と す る 。  

２  当分の間， 第13条の２ 第１ 項及び 第４ 項に 規

定 す る 延 滞 金 の 年 7. 3パ ー セ ン ト の 割 合 は ， 同

条の規定に かかわら ず， 特例基準割合適 用年中

に お い て は， 当該特例基 準割合適用年に お け る

特例基準割合と す る 。  

 

 

３  当分の間， 法第15条の ９ 第１ 項， 第３ 項及び

第４ 項に 規定す る 延滞金 （ 以下こ の項に お い て

「 徴収の猶予等を し た 市 税に 係る 延滞金 」 と い

う 。 ） に つ き こ れら の規 定に よ り 免除し ， 又は

免除す る こ と がで き る 金 額の計算の基礎 と な る

期間で あ つ て 特例基準割 合適用年に 含ま れる 期

間（ 以下こ の項に お い て 「 軽減対象期間 」 と い

う 。 ） があ る 場合に は， 当該軽減対象期 間に 対

応す る 徴収の猶予等を し た 市税に 係る 延 滞金に

つ い て のこ れら の規定の 適用に つ い て は ， 法第

15条の９ 第１ 項中「 期間（ 延滞金 が年14. 6パー

セ ン ト の 割 合 に よ り 計 算 さ れ る 期 間 に 限

る 。 ） 」 と あ る の は 「 期 間 」 と ， 「 の ２ 分 の

１ 」 と あ る のは「 のう ち 当該延滞金の割 合が特

例基準割合（ 附則第３ 条 第１ 項に 規定す る 特例

基準割合を い う 。 ） で あ る と し た 場合に お け る

当 該 延 滞 金 の 額 （ 第 ３ 項 及 び 第 ４ 項 に お い て

「 特例延滞金額」 と い う 。 ） を 超え る 部 分の金

＿＿＿   

そ の年            延

滞金特例基準割合に  

 

延滞金特例基準割合に  

 

 

 

 

 

各 年 の平 均 貸 付 割合 に 年

0. 5パー セ ン ト の割合を 加算し た 割合が年7. 3

パー セ ン ト の割合に 満た な い 場合に は， そ の

年中に お い て は， そ の年に お け る 当該加算し

た 割合 

３  前２ 項のい ずれかの規定の適用があ る 場合

に お け る 延滞金の額 の計算に お い て ， 前２ 項

に 規定す る 加算し た 割合（ 延滞金特例基準割

合 を 除 く 。 ） が 年 0. 1パ ー セ ン ト 未 満 の 割 合

で あ る と き は 年 0. 1 パ ー セ ン ト の 割 合 と す

る 。  
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額」 と ， 同条第３ 項及び 第４ 項中「 期間 （ 延滞

金が年14. 6パー セ ン ト の割合に よ り 計算さ れる

期間に 限る も のと し ， 」 と あ る のは「 期 間（ 」

と ， 「 の２ 分の１ 」 と あ る のは「 のう ち 特例延

滞金額を 超え る 部分の金額」 と す る 。  

４  前３ 項のい ず れかの規 定の適用があ る 場合に

お け る 延滞金の額の計算 に お い て ， そ の 計算の

過程に お け る 金額に １ 円 未満の端数が生 じ た と

き は， こ れを 切り 捨て る 。  

（ 納期限の延長に 係る 延滞金の特例）  

第３ 条の２  当分の間， 日 本銀行法（ 平成９ 年法

律第89号） 第15条第１ 項 （ 第１ 号に 係る 部分に

限る 。 ） の規定に よ り 定 めら れる 商業手 形の基

準 割 引 率 が 年 5. 5パ ー セ ン ト を 超 え て 定 め ら れ

る 日 か ら そ の 後 年 5. 5パ ー セ ン ト 以 下 に 定 め ら

れる 日の前日ま で の期間 （ 当該期間内に 前条第

２ 項の規定に よ り 第13条 の２ 第１ 項及び 第４ 項

に 規定す る 延滞金の割合 を 前条第２ 項に 規定す

る 特例基準割合と す る 年 に 含ま れる 期間 があ る

場合に は， 当該期間を 除 く 。 以下こ の項 に お い

て 「 特例期間」 と い う 。 ） 内（ 法人税法 第75条

の ２ 第 １ 項 （ 同 法 第 144条 の ８ に お い て 準 用 す

る 場合を 含む 。 ） の規定 に よ り 延長さ れ た 法第

321条 の ８ 第 １ 項 に 規 定 す る 申 告 書 の 提 出 期 限

又は法人税法第81条の24第１ 項の規定に よ り 延

長 さ れ た 法 第 321条 の ８ 第 ４ 項 に 規 定 す る 申 告

書 の 提 出 期 限 が 当 該 年 5. 5パ ー セ ン ト 以 下 に 定

めら れる 日以後に 到来す る こ と と な る 市 民税に

係る 申告基準日が特例期 間内に 到来す る 場合に

は， 当該市民税に 係る 第 13条の２ の規定 に よ る

延 滞 金 に つ い て は ， 当 該 年 5. 5パ ー セ ン ト を 超

え て 定め ら れる 日から 当 該延長さ れた 申 告書の

提出期限ま で の期間内） は， 特例期間内 に そ の

 

 

 

 

 

第１ 項及び 第２ 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 加算し た 割合 
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申告基準日の到来す る 市 民税に 係る 第13条の２

第 １ 項 及 び 第 ４ 項 に 規 定 す る 延 滞 金 の 年 7. 3パ

ー セ ン ト の割合は， こ れ ら の規定及び 前 条第２

項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 当 該 年 7. 3パ ー セ ン ト

の割合と 当該申告基準日 に お け る 当該商 業手形

の 基 準 割 引 率 の う ち 年 5. 5パ ー セ ン ト の 割 合 を

超え る 部 分の割合を 年0. 25パー セ ン ト の割合で

除し て 得 た 数を 年0. 73パー セ ン ト の割合に 乗じ

て 計算し た 割合と を 合計 し た 割合（ 当該 合計し

た 割合が年12. 775パー セ ン ト の割合を 超 え る 場

合に は， 年12. 775パーセ ン ト の割合） と する 。  

２  略 

（ 居住用財産の買換え 等 の場合の譲渡損 失の損

益通算及び 繰越控除）  

第４ 条 略 

２ ～４  略 

５  第３ 項の規定の適用が あ る 場合に は， 次に 定

める と こ ろ に よ る 。  

⑴ 第18条第１ 項（ 第７ 号から 第９ 号ま で ， 第

11号 イ ， 第 12号 及 び 第 13号 に 係 る 部 分 に 限

る 。 ） ， 第19条の２ 第１ 項（ 第２ 号に 係る 部

分に 限る 。 ） 及び 第３ 項， 第20条の３ 第１ 項

（ 第10号の２ に 係る 部分に 限る 。 ） ， 第３ 項

及び 第10項並び に 第22条の規定の適用に つ い

て は， 第18条第１ 項第 13号中「 の規定」 と あ

る の は 「 並 び に 附 則 第 ４ 条 第 ３ 項 の 規 定 」

と ， 「 同条第１ 項」 と あ る のは「 第20条第１

項」 と する 。  

⑵， ⑶ 略 

６ ， ７  略 

（ 特定居住用財産の譲渡 損失の損益通算 及び 繰

越控除）  

第４ 条の２  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴  第18条第１ 項（ 第７ 号 から 第９ 号ま で ， 第

12号ア （ ｲ） ， 第13号イ 及び 第14号 

 

 

（ 第10号 の２ に 係る 部分に 限る 。 ） 及び 第９

項 

_ _ _ _ _ _ 第18条第１ 項第14号 
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２ ～４  略 

５  第３ 項の規定の適用が あ る 場合に は， 次に 定

める と こ ろ に よ る 。  

⑴ 第18条第１ 項（ 第７ 号から 第９ 号ま で ， 第

11号 イ ， 第 12号 及 び 第 13号 に 係 る 部 分 に 限

る 。 ） ， 第19条の２ 第１ 項（ 第２ 号に 係る 部

分に 限る 。 ） 及び 第３ 項， 第20条の３ 第１ 項

（ 第10号の２ に 係る 部分に 限る 。 ） ， 第３ 項

及び 第10項並び に 第22条の規定の適用に つ い

て は， 第18条第１ 項第 13号中「 の規定」 と あ

る の は 「 並 び に 附 則 第 ４ 条 の ２ 第 ３ 項 の 規

定」 と ， 「 同条第１ 項」 と あ る のは「 第20条

第１ 項」 と す る 。  

⑵， ⑶ 略 

（ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 等 に 係 る 寄 附 金

税額控除の特例）  

第 28条 所 得割の納税 義務者が ， 新型コ ロ ナ ウ イ

ルス 感染 症等の影 響に 対 応す る た め の 国税関係

法律の臨 時特例に 関す る 法律 （ 令和２ 年法律第

25号） 第 ５ 条第４ 項に 規 定す る 指定行 事の同条

第１ 項に 規定す る 中止等 に よ り 生じ た 同項に 規

定 す る 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権 （ 次 項 に お い て

「 入場料 金等払戻 請求権 」 と い う 。 ） の全部又

は一部の 放棄のう ち ， 市 民の 福祉の増 進に 寄与

す る も の と し て 市 長が認 め る も の（ 次 項に お い

て 「 市払 戻請求権 放棄」 と い う 。 ） を 同条第１

項に 規定 す る 指定 期間（ 次項 に お い て 「 指定期

間」 と い う 。 ） 内 に し た 場合 に は， 当 該納税義

務者がそ の放棄を し た 日 の属 す る 年中 に 市放棄

払戻請求 権相当額 の第23条の ２ 第１ 項 第３ 号に

掲げる 寄附金を 支出し た も のと みな す 。  

２  前 項 に 規 定 す る 市 放 棄 払 戻 請 求 権 相 当 額 と

は， 同項 の納税義 務者が そ の 年の指定 期間内に

 

 

 

   

第12号ア （ ｲ） ， 第13号イ 及び 第14号 

 

 

     及 び 第 ９

項 

_ _ _ _ _ 第18条第１ 項第14号 

 

 

 

 

 （ 新型コ ロ ナ ウ イ ルス 感染症等に 係る 寄附金税

額控除の特例）  

第28条 所得割の納税義務者が， 新型コ ロ ナ ウ イ

ルス 感染症等の影響に 対応す る た めの国税関係

法律の臨時特例に 関す る 法律（ 令和２ 年法律第

25号） 第５ 条第４ 項に 規定す る 指定行事の同条

第１ 項に 規定す る 中止等に よ り 生じ た 同項に 規

定 す る 入 場 料 金 等 払 戻 請 求 権 （ 次 項 に お い て

「 入場料金等払戻請求権」 と い う 。 ） の全部又

は一部の放棄のう ち ， 市民の福祉の増進に 寄与

す る も のと し て 市長が認める も の（ 次項に お い

て 「 市払戻請求権放棄」 と い う 。 ） を 同条第１

項に 規定す る 指定期間（ 次項に お い て 「 指定期

間」 と い う 。 ） 内に し た 場合に は， 当該納税義

務者がそ の放棄を し た 日の属す る 年中に 市放棄

払戻請求権相当額の第23条の２ 第１ 項第３ 号に

掲げる 寄附金を 支出し た も のと みな す 。  

２  前 項 に 規 定 す る 市 放 棄 払 戻 請 求 権 相 当 額 と

は， 同項の納税義務者がそ の年の指定期間内に
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お い て 市 払戻請求 権放棄 を し た 部分の 入場料金

等払戻請 求権の価 額に 相 当す る 金額（ 第23条の

２ 第１ 項 各号に 掲 げ る 寄 附金 の額及び そ の放棄

を し た 者 に 特別の 利益が 及ぶ と 認め ら れる も の

の金額を 除く 。 ） の合計 額（ 当該合計 額が20万

円を 超え る 場合に は， 20万円） を い う 。  

 

お い て 市払戻請求権放棄を し た 部分の入場料金

等払戻請求権の価額に 相当す る 金額（ 第23条の

２ 第１ 項各号に 掲げる 寄附金の額及び そ の放棄

を し た 者に 特別の利益が及ぶと 認めら れる も の

の金額を 除く 。 ） の合計額（ 当該合計額が20万

円を 超え る 場合に は， 20万円） を い う 。  
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（ 参考 ４ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

（ 第４ 条によ る 改正前）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

第18条 市民税に つ い て ， 次の各号に 掲 げる 用

語の意義は， そ れぞ れ当該各号に 定め る と こ

ろ に よ る 。  

⑴～⑶ 略 

⑷ 法人税額  次に 掲げ る 法人の区分に 応じ ，

そ れぞ れ次に 定める 額を い う 。  

ア  内国法人 法人税法そ の他の法人税に

関す る 法 令の規定 に よ り 計算し た 法人税

額（ 法人 税法第81条の19第１ 項（ 同法第

81条の20第１ 項の 規定が適用さ れ る 場合

を 含む。 ） 及び 第 81条の22第１ 項 の規定

に よ る 申 告書に 係 る 法人税額を 除 く 。 ）

で ， 法人 税法第68条（ 租税特別措 置法第

３ 条の３ 第５ 項， 第６ 条第３ 項， 第８ 条

の３ 第５ 項， 第９ 条の２ 第４ 項， 第９ 条

の３ の２ 第７ 項， 第41条の９ 第４ 項， 第

41条の12第４ 項及 び 第41条の12の ２ 第７

項の規定 に よ り 読 み替え て 適用す る 場合

を 含む。 ） ， 第69条（ 租税特別措 置法第

66条の７ 第１ 項及 び 第66条の９ の ３ 第１

項の規定 に よ り 読 み替え て 適用す る 場合

を 含む。 ） ， 第69条の２ （ 租税特 別措置

法第９ 条 の３ の２ 第７ 項， 第９ 条 の６ 第

４ 項， 第 ９ 条の６ の２ 第４ 項， 第 ９ 条の

６ の３ 第 ４ 項及び 第９ 条の６ の４ 第４ 項

の規定に よ り 読み 替え て 適用す る 場合を

含む 。 ） 及び 第70条並び に 租税特 別措置

法第42条 の４ ， 第 42条の10（ 第１ 項， 第

（ 第４ 条によ る 改正案）  

⑴～⑶ 略         
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３ 項， 第 ４ 項及び 第７ 項を 除く 。 ） ， 第

42条の11（ 第１ 項 ， 第３ 項から 第 ５ 項ま

で 及び 第 ８ 項を 除く 。 ） ， 第42条 の11の

２ （ 第１ 項， 第３ 項， 第４ 項及び 第７ 項

を 除く 。 ） ， 第42条の11の３ （ 第 １ 項，

第３ 項， 第４ 項及び 第７ 項を 除く 。 ） ，

第42条の 12， 第42条の12の２ ， 第 42条の

12の５ ， 第42条の 12の６ （ 第１ 項 ， 第３

項， 第４ 項及び 第 ７ 項を 除く 。 ） ， 第66

条の７ （ 第３ 項， 第７ 項及び 第11項から

第14項ま で を 除く 。 ） 及び 第66条 の９ の

３ （ 第３ 項， 第６ 項及び 第10項か ら 13項

ま で を 除 く 。 ） の 規定の適用を 受 け る 前

のも のを い い ， 法 人税に 係る 延滞 税， 利

子税， 過 少申告加算税， 無申告加 算税及

び 重加算税の額を 含ま な い も のと する 。  

イ  外国法人 次に 掲げる 国内源泉所得の

区分ご と に ， 法人税法そ の他の法 人税に

関す る 法 令の規定に よ り 計算し た 法人税

額 で ， 法 人 税 法 第 144条 （ 租 税 特 別 措 置

法第９ 条 の３ の２ 第７ 項， 第41条 の９ 第

４ 項， 第 41条の12第４ 項， 第41条 の12の

２ 第７ 項 及び 第41条の22第２ 項の 規定に

よ り 読み 替え て 適用す る 場合を 含 む。 ）

に お い て 準用す る 法人税法第68条 （ 租税

特別措置 法第９ 条の３ の２ 第７ 項 ， 第41

条の９ 第 ４ 項， 第41条の12第４ 項 及び 第

41条の12の２ 第７ 項の規定に よ り 読み替

え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） ， 第 144条

の ２ 及 び 第 144条 の ２ の ２ （ 租 税 特 別 措

置法第９ 条の３ の２ 第７ 項， 第９ 条の６

第４ 項， 第９ 条の６ の２ 第４ 項， 第９ 条

の６ の３ 第４ 項及び 第９ 条の６ の ４ 第４

 

 

 

 

 

 

 

第42条の12の５ の２  

 

 

 

か ら 第 13

項ま で  
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項の規定 に よ り 読 み替え て 適用す る 場合

を 含む。 ） 並び に 租税特別措置法 第42条

の４ ， 第 42条の10（ 第１ 項， 第３ 項， 第

４ 項及び 第７ 項を 除く 。 ） ， 第42条の11

（ 第１ 項 ， 第３ 項から 第５ 項ま で 及び 第

８ 項を 除 く 。 ） ， 第42条の11の２ （ 第１

項 ， 第 ３ 項 ， 第 ４ 項 及 び 第 ７ 項 を 除

く 。 ） ， 第42条の 11の３ （ 第１ 項 ， 第３

項， 第４ 項及び 第７ 項を 除く 。 ） ， 第42

条の12， 第42条の12の２ ， 第42条 の12の

５ 及 び 第 42 条 の 12 の ６ （ 第 １ 項 ， 第 ３

項， 第４ 項及び 第 ７ 項を 除く 。 ） の規定

の適用を 受け る 前のも のを い い ， 法人税

に 係 る 延 滞 税 ， 利 子 税 ， 過 少 申 告 加 算

税， 無申 告加算税及び 重加算税の 額を 含

ま な い も のと する 。  

（ ｱ） , （ ｲ）  略  

（ 4の2）  略 

（ 4の3）  調整前個別帰属法人税額 次に 掲

げ る 区分に 応じ ， そ れぞ れ 次に 定め る 額を

い う 。  

ア  連結法人（ 法人税法第 ２ 条第12号の７

の２ に 規 定す る 連 結法人を い う 。 以下こ

の節に お い て 同じ 。 ） の同法第81条の18

第１ 項の 規定に よ り 計算さ れる 法 人税の

負担額と し て 帰せ ら れる 金額があ る と き  

当該法人 税の負担 額と し て 帰せら れる 金

額に 同項 第２ 号か ら 第５ 号ま で に 掲げ る

金額並び に 租税特 別措置法第68条 の９ ，

第68条の 14から 第 68条の15の３ ま で ， 第

68条の15の６ ， 第 68条の15の７ ， 第68条

の91（ 第 10項から 第13項ま で を 除 く 。 ）

及び 第68条の93の ３ （ 第10項から 第13項

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第42条の12の５ の２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第68条の15の６ の２  
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ま で を 除 く 。 ） の 規定に よ り 控除さ れた

金額のう ち 当該連 結法人に 係る 金額に 相

当す る 金額の合計額を 加算し た 額 

イ  連結法人の法人税法第 81条の18第１ 項

の規定に よ り 計算 さ れる 法人税の減少額

と し て 帰 せら れる 金額があ る と き  当該

法人税の 減少額と し て 帰せら れる 金額を

同項第２ 号から 第 ５ 号ま で に 掲げ る 金額

並び に 租 税特別措 置法第68条の９ ， 第68

条の14か ら 第68条 の15の３ ま で ， 第68条

の15の６ ， 第68条 の15の７ ， 第68条の91

（ 第10項 から 第13項ま で を 除く 。 ） 及び

第68条の 93の３ （ 第10項から 第13項ま で

を 除く 。 ） の規定に よ り 控除さ れ た 金額

のう ち 当 該連結法人に 係る 金額に 相当す

る 金額の合計額から 差し 引い た 額 

（ 4の4） ～⒂ 略 

２ ～４  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第68条の15の６ の２  
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（ 参考 ５ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

（ 第５ 条によ る 改正前）  

附 則 

（ 優良住宅地の造成等のた めに 土地等を 譲渡し

た 場合の長期譲渡所得に 係る 市民税の課税の特

例）  

第15条の２  略 

２  略  

３  第 １ 項 （ 前 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む 。 ） の 場 合 に お い て ， 所 得 割 の 納 税 義 務 者

が， そ の有す る 土地等に つ き ， 租税特別措置法

第33条から 第33条の４ ま で ， 第34条から 第35条

の２ ま で ， 第36条の２ ， 第36条の５ ， 第37条，

第37条の４ から 第37条の６ ま で ， 第37条の８ 又

は第37条の９ の規定の適用を 受け る と き は， 当

該土地等の譲渡は， 第１ 項に 規定する 優良住宅

地等のた めの譲渡又は前項に 規定する 確定優良

住宅地等予定地のた めの譲渡に 該当し な い も の

と みな す。  

（ 東日本大震災に 係る 被災居住用財産に 係る 譲

渡期限の延長等の特例）  

第23条の２  そ の有す る 家屋で そ の居住の用に 供

し て い た も のが警戒区域設定指示等（ 震災特例

法第11条の７ 第３ 項に 規定する 警戒区域設定指

示等を い う 。 以下こ の条に お い て 同じ 。 ） が行

われた 日に お い て 当該警戒区域設定指示等の対

象区域内に 所在し ， 当該警戒区域設定指示等が

行われた こ と に よ り そ の居住の用に 供す る こ と

がで き な く な つた 市民税の所得割の納税義務者

が， 当該居住の用に 供す る こ と がで き な く な つ

た 家屋又は当該家屋及び 当該家屋の敷地の用に

（ 第５ 条によ る 改正案）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

⑴～⑶ 略         

 

 

 

 

 

 

 

第35条

の３  
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供さ れて い る 土地等（ 震災特例法第11条の７ 第

１ 項に 規定す る 土地等を い う 。 以下こ の条に お

い て 同じ 。 ） の譲渡（ 震災特例法第11条の４ 第

６ 項に 規定す る 譲渡を い う 。 以下こ の条に お い

て 同じ 。 ） を し た 場合に は， 次の表の左欄に 掲

げる 規定中同表の中欄に 掲げる 字句は， そ れぞ

れ同表の右欄に 掲げる 字句と し て ， 附則第４ 条

に規定する 法附則第４ 条の規定， 附則第4条の２

に 規定する 法附則第４ 条の２ の規定， 附則第15

条に 規定す る 法附則第34条の規定， 附則第15条

の２ に 規定す る 法附則第34条の２ の規定， 附則

第15条の３ に 規定す る 法附則第34条の３ の規定

又は附則第16条に 規定す る 法附則第35条の規定

を 適用する 。  

略 略 略 

附 則 第

15 条 の

２ 第 ３

項 に 規

定 す る

法 附 則

第 34 条

の ２ 第

６ 項 

第 35 条 の

２ ま で ，

第 36 条 の

２ ， 第 36

条の５  

第 34 条 の ３ ま で ，

第 35 条 （ 東 日 本 大

震 災 の 被 災 者 等 に

係 る 国 税 関 係 法 律

の 臨 時 特 例 に 関 す

る 法 律 第 11 条 の ７

第 １ 項 の 規 定 に よ

り 適 用 さ れ る 場 合

を 含 む 。 ） ， 第 35

条 の ２ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

＿ ， 第 36 条 の ２ 若

し く は 第 36 条 の ５

（ こ れ ら の 規 定 が

東 日 本 大 震 災 の 被

災 者 等 に 係 る 国 税

関 係 法 律 の 臨 時 特

例 に 関 す る 法 律 第

11 条 の ７ 第 １ 項 の

規 定 に よ り 適 用 さ

れ る 場 合 を 含

む。 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 略 略 

附 則 第

15 条 の

２ 第 ３

項 に 規

定 す る

法 附 則

第 34 条

の ２ 第

６ 項 

第 35 条 の

３ ま で ，

第 36 条 の

２ ， 第 36

条の５  

第 34 条 の ３ ま で ，

第 35 条 （ 東 日 本 大

震 災 の 被 災 者 等 に

係 る 国 税 関 係 法 律

の 臨 時 特 例 に 関 す

る 法 律 第 11 条 の ７

第 １ 項 の 規 定 に よ

り 適 用 さ れ る 場 合

を 含 む 。 ） ， 第 35

条 の ２ ， 第 35 条 の

３ の 若 し く は 第 36

条 の ５ （ こ れ ら の

規 定 が 東 日 本 大 震

災 の 被 災 者 等 に 係

る 国 税 関 係 法 律 の

臨 時 特 例 に 関 す る

法 律 第 11 条 の ７ 第

１ 項の規 

 

定に よ り 適用さ れ 

（　93　）



略 略 略 

２  略 

３  そ の有し て い た 家屋で そ の居住の用に 供し て

い た も のが東日本大震災に よ り 滅失（ 震災特例

法第11条の７ 第４ 項に 規定する 滅失を い う 。 以

下こ の条に お い て 同じ 。 ） を し た こ と に よ り そ

の居住の用に 供す る こ と がで き な く な つ た 市民

税の所得割の納税義務者が， 当該滅失を し た 当

該家屋の敷地の用に 供さ れて い た 土地等の譲渡

を し た 場合に は， 次の表の左欄に 掲げる 規定中

同表の中欄に 掲げる 字句は， そ れぞれ同表の右

欄に 掲げる 字句と し て ， 附則第４ 条に 規定す る

法附則第４ 条の規定， 附則第４ 条の２ に 規定す

る 法附則第４ 条の２ の規定， 附則第４ 条の５ に

規定す る 法附則第５ 条の４ の規定， 附則第15条

に 規定する 法附則第34条の規定， 附則第15条の

２ に 規定す る 法附則第34条の２ の規定， 附則第

15条の３ に 規定す る 法第34条の３ の規定又は附

則第16条に 規定す る 法附則第35条の規定を 適用

する 。  

略 略 略 

附 則 第

15 条 の

２ 第 ３

項 に 規

定 す る

法 附 則

第 34 条

の ２ 第

６ 項 

第 35 条

の ２ ま

で ， 第

36 条 の

２ ， 第

36 条 の

５  

第 34条 の ３ ま で ， 第

35条 （ 東 日 本 大 震 災

の 被 災 者 等 に 係 る 国

税 関 係 法 律 の 臨 時 特

例 に 関 す る 法 律 第 11

条 の ７ 第 ４ 項 の 規 定

に よ り 適 用 さ れ る 場

合 を 含 む 。 ） ， 第 35

条 の ２      ，

第 36条 の ２ 若 し く は

第 36条 の ５ （ こ れ ら

の 規 定 が 東 日 本 大 震

災 の 被 災 者 等 に 係 る

国 税 関 係 法 律 の 臨 時

略 略 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 略 略 

附 則 第

15 条 の

２ 第 ３

項 に 規

定 す る

法 附 則

第 34 条

の ２ 第

６ 項 

第 35 条

の ３ ま

で ， 第

36 条 の

２ ， 第

36 条 の

５  

第 34条 の ３ ま で ， 第

35条 （ 東 日 本 大 震 災

の 被 災 者 等 に 係 る 国

税 関 係 法 律 の 臨 時 特

例 に 関 す る 法 律 第 11

条 の ７ 第 ４ 項 の 規 定

に よ り 適 用 さ れ る 場

合 を 含 む 。 ） ， 第 35

条 の ２ ， 第 35 条 の

３ ， 第 36条 の ２ 若 し

く は 第 36条 の ５ （ こ

れ ら の 規 定 が 東 日 本

大 震 災 の 被 災 者 等 に

係 る 国 税 関 係 法 律 の
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特 例 に 関 す る 法 律 第

11条 の ７ 第 ４ 項 の 規

定 に よ り 適 用 さ れ る

場合を 含む。 ）  

略 略 略 

４ ， ５  略 

臨 時 特 例 に 関 す る 法

律 第 11条 の ７ 第 ４ 項

の 規 定 に よ り 適 用 さ

れる 場合を 含む。 ）  

略 略 略 
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（ 参考 ６ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

（ 第６ 条によ る 改正前）  

附 則 

（ 非課税口座内上場株式 等の譲渡に 係る 市民税

の所得計算の特例）  

第 16条 の ３ の ２  市 民 税 の 所 得 割 の 納 税 義 務 者

が， 前年中に 租税特別措 置法第37条の14第５ 項

第 ２ 号 に 規 定 す る 非 課 税 上 場 株 式 等 管 理 契 約

（ 以下こ の条に お い て 「 非課税上場株式 等管理

契約」 と い う 。 ） 又は同 項第４ 号に 規定 す る 非

課税累積投資契約（ 以下 こ の条に お い て 「 非課

税累積投資契約」 と い う 。 ） に 基づ き 同 法第37

条の14第１ 項に 規定す る 非課税口座内上 場株式

等（ 以下こ の条に お い て 「 非課税口座内 上場株

式等」 と い う 。 ） （ そ の 者が２ 以上の同 法第37

条の14第５ 項第１ 号に 規 定す る 非課税口 座（ 以

下こ の条に お い て 「 非課 税口座」 と い う 。 ） を

有す る 場合に は， そ れぞ れの非課税口座 に 係る

非課税口座内上場株式等 。 以下こ の条に お い て

同じ 。 ） の譲渡を し た 場 合に は， 政令で 定める

と こ ろ に よ り ， 当該非課 税口座内上場株 式等の

譲渡に よ る 事業所得の金 額， 譲渡所得の 金額又

は雑所得の金額と 当該非 課税口座内上場 株式等

以 外 の 上 場 株 式 等 の 譲 渡 に よ る 事 業 所 得 の 金

額， 譲渡所得の金額又は 雑所得の金額と を 区分

し て ， こ れら の金額を 計算す る も のと す る 。  

２  租税特別措置法第37条 の14第４ 項各号に 掲げ

る 事由に よ り ， 同条第５ 項第３ 号に 規定 す る 非

課税管理勘定（ 以下こ の 条に お い て 「 非 課税管

理勘定」 と い う 。 ） 又は 同項第５ 号に 規 定す る

累積投資勘定（ 以下こ の 条に お い て 「 累 積投資

（ 第６ 条によ る 改正案）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

第18条 市民税 

に  

 

 

 

 

と い う 。 ） ， よ る 申告書に 係る 法

人税額を 除く 。 ） で ，  

又 は 同 項 第 ６ 号

に 規定す る 特定非課税累積 投資契約（ 以下こ

の条に お い て 「 特定非課税 累積投資契約」 と

い う 。 ） に 基づ き  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と い う 。 ） ，  
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勘定」 と い う 。 ） から の 非課税口座内上場株式

等の一部又は全部の払出 し （ 振替に よ る も のを

含む 。 以下こ の項に お い て 同じ 。 ） があ つ た 場

合に は， 当該払出し があ つ た 非課税口座 内上場

株式等に つ い て は， そ の 事由が生じ た 時 に ， そ

の時に お け る 価額と し て 政令で 定める 金 額（ 以

下 こ の 項 に お い て 「 払 出 し 時 の 金 額 」 と い

う 。 ） に よ り 非課税上場 株式等管理契約 又は非

課 税 累 積 投 資 契 約 に 基 づ く 譲 渡 が あ つ た も の

と ， 同条第４ 項第１ 号に 掲げる 移管， 返 還又は

廃止に よ る 非課税口座内 上場株式等の払 出し が

あ つ た 非課税管理勘定又 は累積投資勘定 が設け

ら れて い る 非課税口座を 開設し ， 又は開 設し て

い た 市民税の所得割の納 税義務者に つ い て は，

当該移管， 返還又は廃止 に よ る 払出し が あ つ た

時に ， そ の払出し 時の金 額を も つ て 当該 移管，

返還又は廃止に よ る 払出 し があ つ た 非課 税口座

内上場株式等の数に 相当 す る 数の当該非 課税口

座内上場株式等と 同一銘 柄の株式等を 取 得し た

も のと ， 同項第２ 号に 掲 げる 贈与又は相 続若し

く は遺贈に よ り 払出し が あ つ た 非課税口 座内上

場株式等を 取得し た 市民 税の所得割の納 税義務

者に つ い て は， 当該贈与 又は相続若し く は遺贈

の時に ， そ の払出し 時の 金額を も つ て 当 該非課

税口座内上場株式等と 同 一銘柄の株式等 を 取得

し た も のと そ れぞ れみな し て ， 前項の規 定及び

附則第16条の２ に 規定す る 法附則第35条 の２ 第

５ 項から 第８ 項ま で の規 定そ の他の市民 税に 関

す る 規定を 適用す る 。  

） ， 同条第 ５ 項第７ 号に 規定

す る 特定累積投資勘定（ 以 下こ の項に お い て

「 特定累積投資勘定」 と い う 。 ） 又は同条第

５ 項 第 ８ 号 に 規 定 す る 特 定 非 課 税 管 理 勘 定

（ 以 下 こ の 項 に お い て 「 特 定 非 課 税 管 理 勘

定」 と い う 。 ） から  

 

， 非 課

税累積投資契約又は特定非課税累積投資契約 

 

 

， 累積投 資勘定， 特定累積投

資勘定又は特定非課税管理勘定 
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（ 参考 ７ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

 

（ 第７ 条によ る 改正前）  

（ た ばこ 税の課税標準）  

第74条 略 

２  前 項 の 製 造 た ば こ （ 加 熱 式 た ば こ を 除

く 。 ） の本数は， 紙巻た ばこ の本数に よ る も

のと し ， 次の表の左欄に 掲げる 製造た ばこ の

本数の算定に つ い て は， 同欄の区分に 応じ ，

そ れぞ れ同表の右欄に 定め る 重量を も つ て 紙

巻た ばこ の１ 本に 換算す る も のと す る 。 た だ

し ， １ 本 当 た り の 重 量 が 0. 7グ ラ ム 未 満 の 葉

巻た ばこ の本数の算定に つ い て は， 当該葉巻

た ば こ の １ 本 を も つ て 紙 巻 た ば こ の 0. 7本 に

換算す る も のと す る 。  

略 略 

３ ～９  略 

（ 第７ 条によ る 改正案）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

第18条 市民税に つ い て ， 次の各号に 掲げる 用

語の意義は， そ れぞ れ当該各号に 定める と こ

ろ に よ る 。  

⑴～⑶ 略                        

⑷ 法人税額 次に 掲げる 法人の区分に 応じ ，  

そ れぞ れ次に 定める 額を い う 。  

ア                    た だ

し ， １ 本当た り の重量が１ グ ラ ム 未満の葉巻た

ばこ の本数の算定に つ い て は， 当該葉巻た ばこ

の１ 本を も つ て 紙巻た ばこ の１ 本に 換算す る も

のと す る 。  

に よ る 申告書に 係る 法人税額を 除く 。 ） で ，  
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（ 参考 ８ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

（ 第８ 条によ る 改正前）  

  （ 修正申告等に係る 市民税の徴収猶予）  

第９ 条の５  市長は， 市内及び他の市町村に おい

て 事務所又は事業所を 有す る 法人が法第321条

の８ 第22項の規定に よ る 申告書を 提出し た 場合

又は法第321条の11第１ 項若し く は第３ 項の規

定に よ る 更正（ 法第321条の14の規定に よ る 修

正に基づく も のに限る 。 ） を 受けた 場合に お い

て ， 当該申告書又は更正に 係る 市民税の額が政

令で 定める 額に満た な い と き は， こ れら の税額

に つき ， 偽り そ の他不正の行為によ り 市民税を

免れた 場合そ の他政令で 定める 場合を 除き ， 当

該申告書を 提出し た 日後又は当該更正に係る 納

期限後最初に 到来す る 市民税（ こ の条の規定に

よ つて そ の徴収を 猶予さ れる も のを 除く 。 ） に

係る 納付に関する 期限ま で ， そ の徴収を 猶予す

る も のと する 。  

２  略 

（ 納 期 限 後 に 納 付 す る 税 金 又 は 納 入 す る 納 入

金に 係る 延滞金）  

第13条 市税の納税者又 は特別徴収義務 者は，

納 期 限 （ 第 30条 第 １ 項 の 申 告 書 （ 法 第 321条

の８ 第22項の規定に よ る 申告書に 限る 。 ） に

係る 税金を 納付す る と き は， 当該税金に 係る

同条第１ 項， 第２ 項， 第４ 項又は第19項の納

期 限 と す る 。 納 期 限 の 延 長 が あ つ た と き は ,

そ の延長さ れた 納期限と す る 。 以下こ の項に

お い て 同じ 。 ） 後に そ の税金を 納付し ， 又は

そ の納入金を 納入す る と き は， 当該税額又は

納入金額に ， そ の納期限の翌日から 納付又は

（ 第８ 条によ る 改正案）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

⑴～⑶ 略         

第 321 条

の８ 第34項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 321条

の８ 第34項 

 

法第321条の８ 第１ 項， 第２ 項又は第31項 
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納入の日ま で の期間の日数に 応 じ ， 年14. 6パ

ー セ ン ト の割合を 乗じ て 計算し た 金額に 相当

す る 延滞金額を 加算し て 納付し ， 又は納入し

な け ればな ら な い 。 た だ し ， 次の各号に 掲げ

る 税額又は納入金額の区分に 応じ ， 当該各号

に 定める 日又は期限ま で の期間に つ い て は，

年7. 3パー セ ン ト と する 。  

⑴～⑶ 略 

⑷  第 30条 第 １ 項 の 申 告 書 （ 法 第 321条 の ８

第 １ 項， 第２ 項， 第 ４ 項又 は第19項の規定

に よ る 申告書に 限る 。 ） に 係る 税額（ 次号

に 掲げ る も のを 除く 。 ）  当該税額に 係る

納期限の翌日から １ 月を 経過す る 日 

⑸ 第30条第１ 項の申告書（ 法第321条の８ 第

22 項 及 び 第 23 項 に 規 定 す る 申 告 書 を 除

く 。 ） で そ の 提 出期 限後 に 提 出し た も の に

係 る 税額  当 該 提出 し た 日 又 はそ の 日 の 翌

日から １ 月を 経過す る 日 

⑹ 略 

２  略 

３  第１ 項の場合に お い て ， 法人及び 法人で な い

社 団 又 は 財 団 で 代 表 者 又 は 管 理 人 の 定 め が あ

り ， かつ ， 収益事業を 行 う も の（ 当該社 団又は

財団で 収益事業を 廃止し た も のを 含む。 ） 又は

法人課税信託の引き 受け を 行う も の（ 以 下こ の

項及び 第 26条第１ 項に お い て 「 法人で な い 収益

事業等を 行う 社団等」 と い う 。 ） が第30条第１

項 の 申 告 書 （ 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ２ 項 ，

第 ４ 項 又 は 第 19 項 の 規 定 に よ る 申 告 書 に 限

る 。 ） を 提出し た 日（ 当 該申告書がそ の 提出期

限前に 提出さ れた と き は ， 当該申告書の 提出期

限） の翌日から １ 年を 経 過す る 日後に 第 30条第

１ 項 の 申 告 書 （ 法 第 321条 の ８ 第 22項 の 規 定 に

 

 

 

 

 

 

 

 

第 321条 の ８ 第       第 321条 の８

第１ 項， 第２ 項又は第31項 

 

 

 

＿               第 321条 の ８ 第

34項及び第35項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ２ 項 又

は第31項第321条の８ 第１ 項， 第２  

 

 

 

第321条の８ 第34項 
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よ る 申告書に 限る 。 ） を 提出し た と き は ， 詐偽

そ の他不正の行為に よ り 市民税を 免れた 法人及

び 法 人 で な い 収 益 事 業 等 を 行 う 社 団 等 が 法 第

321条 の 11第 １ 項 又 は 第 ３ 項 の 規 定 に よ る 更 正

があ る べき こ と を 予知し て 当該申告書を 提出し

た 場合を 除き ， 当該１ 年 を 経過す る 日の 翌日か

ら 当 該 申 告 書 を 提 出 し た 日 （ 法 第 321条 の ８ 第

23項の規定の適用があ る 場合に お い て ， 当該申

告書がそ の提出期限前に 提出さ れた と き は， 当

該申告書の提出期限） ま で の期間は， 延 滞金の

計算の基礎と な る 期間から 控除す る 。  

４ ， ５  略 

（ 法人の市民税に 係る 納 期限の延長の場 合の延

滞金）  

第13条の２  略 

２ ， ３  略 

４  法人税法第81条の22第 １ 項の規定に よ り 法人

税に 係る 申告書を 提出す る 義務があ る 法 人で 同

法第81条の24第１ 項の規 定の適用を 受け て い る

も の 及 び 当 該 法 人 と の 間 に 連 結 完 全 支 配 関 係

（ 同法第２ 条第12号の７ の７ に 規定す る 連結完

全 支 配 関 係 を い う 。 以 下 こ の 節 に お い て 同

じ 。 ） があ る 連結子法人 （ 同条第12号の ７ に 規

定す る 連結子法人を い う 。 以下こ の節に お い て

同じ 。 ） （ 連結申告法人 （ 同条第16号に 規定す

る 連結申告法人を い う 。 以下こ の節に お い て 同

じ 。 ） に 限る 。 ） は， 当 該申告書に 係る 連結法

人税額の課税標準の算定 期間で そ の適用 に 係る

も のの連結所得（ 同条第 18号の４ に 規定 す る 連

結所得を い う 。 ） に 対す る 連結法人税額 （ 法第

321条 の ８ 第 ４ 項 に 規 定 す る 連 結 法 人 税 額 を い

う 。 以下こ の節に お い て 同じ 。 ） に 係る 個別帰

属法人税額を 課税標準と し て 算定し た 法 人税割

 

 

 

 

 

 

第 321条 の ８ 第

35項 

  

 

 

 

 

 

 

 

４ 法人税法第81条の22第１ 項の規定に よ り 法人

税に 係る 申告書を 提 出す る 義務があ る 法人で

同法第81条の24第１ 項の規定の適用を 受け て

い る も の及び 当該法 人と の間に 連結完全支配

関係（ 同法第２ 条第 12号の７ の７ に 規定す る

連結完全支配関係を い う 。 以下こ の節に お い

て 同じ 。 ） があ る 連 結子法人（ 同条第12号の

７ に 規定す る 連結子 法人を い う 。 以下こ の節

に お い て 同じ 。 ） （ 連結申告法人（ 同条第16

号に 規定す る 連結申 告法人を い う 。 以下こ の

節に お い て 同じ 。 ） に 限る 。 ） は， 当該申告

書に 係る 連結法人税 額の課税標準の算定期間

で そ の適用に 係る も のの連結所得（ 同条第18

号の４ に 規定す る 連 結所得を い う 。 ） に 対す

る 連結法人税額（ 法 第 321条の８ 第４ 項に 規

定す る 連結法人税額 を い う 。 以下こ の節に お

い て 同じ 。 ） に 係る 個別帰属法人税額を 課税
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額及び こ れと 併せて 納付 す べき 均等割額 を 納付

す る 場合に は， 当該税額 に ， 当該連結法 人税額

の課税標準の算定期間（ 当該法人の連結 事業年

度（ 法人税法第15条の２ に 規定す る 連結 事業年

度を い う 。 以下こ の節に お い て 同じ 。 ） に 該当

す る 期間に 限る 。 以下こ の節に お い て 同 じ 。 ）

の末日の翌日以後２ 月を 経過し た 日から 法人税

法第81条の24第１ 項の規 定に よ り 延長さ れた 当

該申告書の提出期限ま で の期間の日数に 応じ ，

年 7. 3パ ー セ ン ト の 割 合 を 乗 じ て 計 算 し た 金 額

に 相当す る 延滞金額を 加 算し て 納付し な け れば

な ら な い 。  

５  第30条の４ 第３ 項の規 定は， 前項の延滞金額

に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て ， 法 第

321条 第 ４ 項 中 「 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 次

に 掲げる 期間（ 詐偽そ の 他不正の行為に よ り 市

町村民税を 免れた 法人に つ い て さ れた 当 該増額

更正に よ り 納付す べき 市 町村民税そ の他 政令で

定め る 市町村民税に あ つ て は， 第１ 号に 掲げる

期間に 限る 。 ） 」 と あ る のは， 「 当該当 初申告

書の提出に よ り 納付す べ き 税額の納付が あ つ た

日 （ そ の 日 が 第 327条 第 ４ 項 の 連 結 法 人 税 額 の

課税標準の算定期間の末 日の翌日以後２ 月を 経

過し た 日よ り 前で あ る 場 合に は， 同日） から 同

条第４ 項の申告書の提出 期限ま で の期間 」 と 読

み替え る も のと す る 。  

６  第13条第４ 項の規定は ， 第４ 項の延滞金額に

つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て ， 法 第 326

条第３ 項中「 前項の規定 に かかわら ず， 次に 掲

げる 期間（ 詐偽そ の他不 正の行為に よ り 市町村

民 税 を 免 れ た 法 人 が 第 321条 の 11第 １ 項 又 は 第

３ 項の規定に よ る 更正が あ る べき こ と を 予知し

て 提出し た 修正申告書に 係る 市町村民税 そ の他

標準と し て 算定し た 法人税割額及び こ れと 併

せ て 納 付 す べ き 均 等 割 額 を 納 付 す る 場 合 に

は， 当該税額に ， 当 該連結法人税額の課税標

準の算定期間（ 当該 法人の連結事業年度（ 法

人税法第15条の２ に 規定す る 連結事業年度を

い う 。 以下こ の節に お い て 同じ 。 ） に 該当す

る 期間に 限る 。 以下 こ の節に お い て 同じ 。 ）

の末日の翌日以後２ 月を 経過し た 日から 法人

税法第81条の24第１ 項の規定に よ り 延長さ れ

た 当該申告書の提出 期限ま で の期間の日数に

応じ ， 年 7. 3パー セ ン ト の割合を 乗じ て 計算

し た 金額に 相 

５ 第30条の４ 第３ 項の規定は， 前項の延滞金額

に つ い て 準用す る 。 こ の場合に お い て ， 法第

321条 第 ４ 項 中 「 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず ，

次に 掲げる 期間（ 詐 偽そ の他不正の行為に よ

り 市町村民税を 免れ た 法人に つ い て さ れた 当

該増額更正に よ り 納 付す べき 市町村民税そ の

他政令で 定める 市町 村民税に あ つ て は， 第１

号 に 掲 げ る 期 間 に 限 る 。 ） 」 と あ る の は ，

「 当該当初申告書の 提出に よ り 納付す べき 税

額 の 納 付 が あ つ た 日 （ そ の 日 が 第 327条 第 ４

項の連結法人税額の 課税標準の算定期間の末

日の翌日以後２ 月を 経過し た 日よ り 前で あ る

場合に は， 同日） か ら 同条第４ 項の申告書の

提出期限ま で の期間」  

６ 第13条第４ 項の規定は， 第４ 項の延滞金額に

つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て ， 法 第

326条 第 ３ 項 中 「 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず ，

次に 掲げる 期間（ 詐 偽そ の他不正の行為に よ

り 市 町 村 民 税 を 免 れ た 法 人 が 第 321条 の 11第

１ 項又は第３ 項の規 定に よ る 更正があ る べき

こ と を 予知し て 提出 し た 修正申告書に 係る 市
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政令で 定める 市町村民税 に あ つ て は， 第 １ 号に

掲げ る 期間に 限る 。 ） 」 と あ る のは， 「 当該当

初申告書の提出に よ り 納 付す べき 税額の 納付が

あ つ た 日（ そ の日が次条 第４ 項の連結法 人税額

の課税標準の算定期間の 末日の翌日以後 ２ 月を

経過し た 日よ り 前で あ る 場合に は， 同日 ） から

次条第４ 項の申告書の提 出期限ま で の期 間」 と

読み替え る も のと す る 。  

７  前条第２ 項の規定は， 第１ 項及び 第４ 項の年

当た り の割合に つ い て 準用す る 。  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

第18条 市民税に つ い て ， 次の各号に 掲げ る 用語

の意義は， そ れぞ れ当該 各号に 定める と こ ろ に

よ る 。  

⑴， ⑵ 略 

⑶ 法人税割  次に 掲げる 法人 の区分に 応じ ，

そ れぞ れ次に 定める 市民税を い う 。  

ア  法 の施 行地に 本店又は 主た る 事 務 所若 し

く は 事 業所 を 有す る 法 人 （ 以下 こ の 節に お

い て 「 内国 法 人」 と い う 。 ）  法人 税額 又

は 個 別 帰属 法 人税 額を 課 税 標準 と し て 課 す

る 市民税 

イ  略 

⑷ 法人 税額 次 に 掲げ る 法 人の区分 に 応じ ，

そ れぞ れ次に 定める 額を い う 。  

ア  内国法人 法人税法そ の他の法人税に 関

す る 法 令 の 規 定 に よ り 計 算 し た 法 人 税 額

（ 法人税法第81条の 19第１ 項（ 同法第81条

の 20第 １ 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 を 含

む 。 ） 及び 第81条の 22第１ 項の規定に よ る

申 告書に 係る 法人税 額を 除 く 。 ） で ， 法人

税 法第68条（ 租税特 別措置 法第３ 条の３ 第

５ 項， 第６ 条第３ 項 ， 第８ 条の３ 第５ 項，

町村民税そ の他政令 で 定める 市町村民税に あ

つ て は， 第１ 号に 掲 げる 期間に 限る 。 ） 」 と

あ る のは， 「 当該当 初申告書の提出に よ り 納

付す べき 税額の納付 があ つ た 日（ そ の日が次

条第４ 項の連結法人 税額の課税標準の算定期

間の末日の翌日以後 ２ 月を 経過し た 日よ り 前

で あ る 場合に は， 同 日） から 次条第４ 項の申

告書の提出期限ま で    

４                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ の 項 及

び 第 30条                        又

は個別帰属法人税額 

 

   

 

 

 

                     

（ 法 人 税 法 第 81条 の 19第 １ 項 （ 同 法 第 81

条 の 20第 １ 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 を

含 む 。 ） 及 び 第 81条 の 22第 １ 項 の 規 定 に

よ る 申告書に 係る 法人税額を 除    
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第 ９ 条 の ２ 第 ４ 項 ， 第 ９ 条 の ３ の ２ 第 ７

項 ， 第41条の９ 第４ 項， 第 41条の12第４ 項

及 び 第41条の12の２ 第７ 項 の規定に よ り 読

み 替え て 適用す る 場 合を 含 む。 ） ， 第69条

（ 租税特別措置法第 66条の ７ 第１ 項及び 第

66条の９ の３ 第１ 項 の規定 に よ り 読み替え

て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） ， 第 69条 の ２

（ 租税特別措置法第 ９ 条の ３ の２ 第７ 項，

第 ９ 条 の ６ 第 ４ 項 ， 第 ９ 条 の ６ の ２ 第 ４

項 ， 第９ 条の６ の３ 第４ 項 及び 第９ 条の６

の ４ 第４ 項の規定に よ り 読 み替え て 適用す

る 場合を 含む 。 ） 及 び 第70条並び に 租税特

別 措 置 法 第 42 条 の ４ ， 第 42 条 の 10（ 第 １

項 ， 第 ３ 項 ， 第 ４ 項 及 び 第 ７ 項 を 除

く 。 ） ， 第 42条の11（ 第１ 項， 第３ 項から

第 ５ 項ま で 及び 第８ 項を 除 く 。 ） ， 第42条

の 11の２ （ 第１ 項， 第３ 項 ， 第４ 項及び 第

７ 項 を 除 く 。 ） ， 第 42条 の 11の ３ （ 第 １

項 ， 第 ３ 項 ， 第 ４ 項 及 び 第 ７ 項 を 除

く 。 ） ， 第 42条の12， 第42条の12の２ ， 第

42条の12の５ ， 第42条の12の５ の２ （ 第１

項 ， 第 ３ 項 ， 第 ４ 項 及 び 第 ７ 項 を 除

く 。 ） ， 第 66条の７ （ 第３ 項， 第７ 項及び

第 11項から 第14項ま で を 除 く 。 ） 及び 第66

条 の９ の３ （ 第３ 項 ， 第６ 項及び 第 10項か

ら 第13項ま で を 除く 。 ） の 規定の適用を 受

け る 前 の も の を い い ， 法 人 税 に 係 る 延 滞

税 ， 利子税， 過少申 告加算 税， 無申告加算

税 及 び 重 加 算 税 の 額 を 含 ま な い も の と す

る 。  

イ  略 

（ 4の2）  個別帰属法人税額 次に 掲げ る 区分

に 応じ ， そ れぞれ次に 定める 額を い う 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

第 ２ 項 ， 第 ６ 項

及び 第10項から 第13項 

                第 ２ 項 ， 第 ５ 項

及び 第９ 項から 第12項 

 

 

 

 

 

（ 4の 2） 個 別 帰 属 法 人 税 額  次 に 掲 げ る 区

分に 応じ ， そ れぞ れ次に める 額を い う 。  
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ア  個別帰属特別控除取戻税額等がな い 場合

で あ つ て 調整前個別 帰属法 人税額が零以上

で あ る と き ， 又は個 別帰属 特別控除取戻税

額 等があ る 場合で あ つ て 調 整前個別帰属法

人 税額が個別帰属特 別控除 取戻税額等以上

で あ る と き  調整前個別帰属法人税額 

イ  個別帰属特別控除取戻税額等がな い 場合

で あ つ て 調整前個別 帰属法 人税額が零を 下

回る と き  零 

ウ  個別帰属特別控除取戻税額等があ る 場合

で あ つ て 調整前個別 帰属法 人税額が個別帰

属 特別控除取戻税額 等を 下 回る と き  個別

帰属特別控除取戻税額等 

（ 4の3）  調整前個別帰属法人税額 次に 掲げ

る 区 分 に 応 じ ， そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 額 を い

う 。  

ア  連結法人（ 法人税法第２ 条第12号の７ の

２ に 規定す る 連結法 人を い う 。 以下こ の節

に お い て 同じ 。 ） の 同法第 81条の18第１ 項

の 規定に よ り 計算さ れる 法 人税の負担額と

し て 帰せら れる 金額 があ る と き  当該法人

税 の負担額と し て 帰 せら れ る 金額に 同項第

２ 号から 第５ 号ま で に 掲げ る 金額並び に 租

税 特別措置法第68条 の９ ， 第68条の 14から

第 68条の15の３ ま で ， 第68条の15の６ ， 第

68条の15の６ の２ ， 第68条 の91（ 第 10項か

ら 第13項ま で を 除く 。 ） 及 び 第68条の93の

３ （ 第10項から 第13項ま で を 除く 。 ） の規

定 に よ り 控除さ れた 金額の う ち 当該連結法

人 に 係る 金額に 相当 す る 金 額の合計額を 加

算し た 額 

イ  連結法人の法人税法第81条の18第１ 項の

規 定に よ り 計算さ れ る 法人 税の減少額と し

ア 個別帰属特別 控除取戻税額等がな い 場合で

あ つ て 調整前個別帰属法人税額が零以上で

あ る と き ， 又は個別帰属特別控除取戻税額

等があ る 場合で あ つ て 調整前個別帰属法人

税額が個別帰属特別控除取戻税額等以上で

あ る と き  調整前個別帰属法人税額 

個別帰属特別控 除取戻税額等がな い 場合で あ

つ て 調整前個別帰属法人税額が零を 下回る

と き  零       

ウ 個別帰属特別 控除取戻税額等があ る 場合で

あ つ て 調整前個別帰属法人税額が個別帰属

特別控除取戻税額等を 下回る と き  個別帰

属特別控除取戻税額等 

（ 4の 3） 調整 前個別 帰 属法 人税 額  次 に 掲 げ

る 区 分 に 応じ ， そ れ ぞ れ次 に 定 め る 額 を い

う 。  

ア 連 結法人（ 法人税法 第２ 条第12号の７ の

２ に 規定す る 連結法 人を い う 。 以下こ の

節 に お い て 同じ 。 ） の同法第 81条の18第

１ 項の規定 に よ り 計 算さ れる 法人税の負

担 額 と し て 帰 せ ら れ る 金 額 が あ る と き  

当 該法人税 の負担額 と し て 帰 せら れる 金

額 に 同項第 ２ 号から 第５ 号ま で に 掲げ る

金 額並び に 租税特別 措置法第 68条の９ ，

第 68条の14から 第68条の15の ３ ま で ， 第

68条の15の ６ ， 第68条の15の ７ ， 第68条

の 91（ 第10項から 第 13項ま で を 除く 。 ）

及 び 第68条 の93の３ （ 第10項 から 第13項

ま で を 除く 。 ） の規 定     に よ り

控 除さ れた 金額のう ち 当該連 結法人に 係

る 金額 

イ 連 結 法 人の 法 人税 法 第 81条 の 18第１ 項 の

規 定 に よ り 計 算 さ れ る 法人 税 の 減 少 額 と
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て 帰せら れる 金額が あ る と き  当該法人税

の 減少額と し て 帰せ ら れる 金額を 同項第２

号 から 第５ 号ま で に 掲げる 金額並び に 租税

特 別措置法第68条の ９ ， 第 68条の14から 第

68条の15の３ ま で ， 第68条 の15の６ ， 第68

条 の15の６ の２ ， 第 68条の 91（ 第10項から

第 13項ま で を 除く 。 ） 及び 第68条の 93の３

（ 第10項から 第13項 ま で を 除く 。 ） の規定

に よ り 控除さ れた 金 額のう ち 当該連結法人

に 係る 金額に 相当す る 金額 の合計額から 差

し 引い た 額 

（ 4の4）  個別帰属特別控除取戻税額等 租税

特別措置法第 68条の11第５ 項， 第68条の13第

４ 項， 第68条の15の４ 第５ 項又は第68条の15

の５ 第５ 項の規定に よ り 加算さ れた 金額のう

ち 当該連結法人に 係る 金額に 相当す る 金額そ

の他政令で 定める 金額の合計額を い う 。  

（ 4の5）  資本金等の額 次に 掲げる 法人の区

分に 応じ ， そ れぞ れ次に 定める 額を い う 。  

ア  法 第 321条 の ８ 第 １ 項 の 規 定 に よ り 申 告

納 付す る 法人（ イ 及 び オ に 掲げ る 法人を 除

く 。 ）  同項に 規定 す る 法 人税額の課税標

準 の算定期間の末日 現在に お け る 法人税法

第 ２ 条第16号に 規定 す る 資 本金等の額と ，

当 該算定期間の初日 前に 終 了し た 各事業年

度 又は各連結事業年 度（ ア 及び イ に お い て

「 過 去 事 業 年 度 等 」 と い う 。 ） の （ ｱ） に

掲 げる 金額の合計額 から 過 去事業年度等の

（ ｲ） 及び （ ｳ） に 掲 げる 金額の合計 額を 控

除 し た 金 額 に ， 当 該 算 定 期 間 中 の （ ｱ） に

掲 げる 金額を 加算し ， こ れ から 当該算定期

間 中 の （ ｳ） に 掲 げ る 金 額 を 減 算 し た 金 額

と の合計額 

し て 帰 せ ら れ る 金 額 が あ る と き  当 該 法

人 税 の 減 少 額 と し て 帰 せら れ る 金 額 を 同

項 第 ２ 号 か ら 第 ５ 号 ま で に 掲 げ る 金 額 並

び に 租 税 特 別 措 置 法 第 68条 の ９ ， 第 68条

の 14か ら 第 68条 の 15の ３ ま で ， 第 68条 の

15 の ６ ， 第 68 条 の 15 の ７ ， 第 68 条 の 91

（ 第 10項 か ら 第 13項 ま で を 除 く 。 ） 及 び

第 68条 の 93の ３ （ 第 10項か ら 第 13項 ま で

を 除 く 。 ） の 規 定 に よ り 控 除 さ れ た 金 額

の う ち 当 該 連 結 法 人 に 係る 金 額 に 相 当 す

る 金額の合計額 

（ 4の4）  別帰属特別控除取戻税額等 租税特

別措置法第68条の11第５ 項， 第68条の13第４

項， 第68条の15の４ 第５ 項又は第68条の15の

５ 第５ 項の規定に よ り 加算さ れた 金額のう ち

当該連結法人に 係る 金額に 相当す る 金額そ の

他政令で 定める 金額の合計額を い     

（ 4の2）  

 

 

            ウ  

 

 

 

 

又は各連結事業年度 

過去事業年度 

過去事業年度 
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（ ｱ） ～（ ｳ）  略 

イ  法 第 321条 の ８ 第 １ 項 の 規 定 に よ り 申 告

納 付す る 法人のう ち 法人税 法第71条第１ 項

（ 同法第72条第１ 項 の規定 が適用さ れる 場

合 を 除 く 。 ） 又 は 第 144条 の ３ 第 １ 項 （ 同

法 第 144条 の ４ 第 １ 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る

場 合を 除く 。 ） に 規 定す る 申告書を 提出す

る 義 務 が あ る も の （ オ に 掲 げ る 法 人 を 除

く 。 ）  政令で 定め る 日現 在に お け る 同法

第 ２ 条第16号に 規定 す る 資 本金等の額又は

同 条第17号の２ に 規 定す る 連結個別資本金

等 の 額 と ， 過 去 事 業 年 度 等 の ア （ ｱ） に 掲

げ る 金額の合計額か ら 過去 事業年度等のア

（ ｲ） 及び ア （ ｳ） に 掲げる 金額の合 計額を

控除し た 金額と の合計額 

ウ  法 第 321条 の ８ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 申 告

納 付す る 法人又は同 条第３ 項の規定に よ り

納 付す る 法人（ オ に 掲げる 法人を 除く 。 ）

※ 政令で 定め る 日現 在に お け る 法人税法第

２ 条第16号に 規定す る 資本 金等の額又は同

条 第17号の２ に 規定 す る 連 結個別資本金等

の 額 と ， 第 321条 の ８ 第 ２ 項 に 規 定 す る 連

結 事業年度開始の日 前に 終 了し た 各事業年

度 又は各連結事業年 度（ ウ に お い て 「 過去

事 業 年 度 等 」 と い う 。 ） の ア （ ｱ） に 掲 げ

る 金 額 の 合 計 額 か ら 過 去 事 業 年 度 等 の ア

（ ｲ） 及び ア （ ｳ） に 掲げる 金額の合 計額を

控除し た 金額と の合計額 

エ  法 第 321条 の ８ 第 ４ 項 の 規 定 に よ り 申 告

納付す る 法人（ オ に 掲げる 法人を 除く 。 ）  

※ 同項に 規定す る 連結法人 税額の課税標準

の 算定期間の末日現在に お け る 法人税法第

２ 条第17号の２ に 規定す る 連結個別資本金

 

 

 

 

） 若し く は 

 

 

ウ に 掲 げ る 法 人 を 除

く 。 ） 又 は 法 第 321条 の ８ 第 ２ 項 の 規 定 に

よ り 申告納付す る 法人（ ウ      ＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 過去事業年度 

            過去事業年度 

 

 

ウ 法 第 321条 の ８ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 申 告 納

付す る 法人又は同条第３ 項の規定に よ り 納

付 す る 法 人 （ オ に 掲 げ る 法 人 を 除 く 。 ）

政令で 定め る 日現在に お け る 法人税法第２

条第16号に 規定す る 資本金等の額又は同条

第17号の２ に 規定す る 連結個別資本金等の

額 と ， 第 321条 の ８ 第 ２ 項 に 規 定 す る 連 結

事業年度開始の日前に 終了し た 各事業年度

又は各連結事業年度（ ウ に お い て 「 過去事

業 年 度 等 」 と い う 。 ） の ア （ ｱ） に 掲 げ る

金 額 の 合 計 額 か ら 過 去 事 業 年 度 等 の ア

（ ｲ ） 及 び ア （ ｳ ） に 掲

げる 金   額の合計額 

エ 第 321条 の ８ 第 ４ 項 の 規定 に よ り 申告 納 付

す る 法人（ オ に 掲げ る 法人を 除く 。 ）  同

項に 規定す る 連結法人税額の課税標準の算

定期間の末日現在に お け る 法人税法第２ 条

第17号の２ に 規定す る 連結個別資本金等の
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等 の額と ， 当該算定期間の 初日前に 終了し

た 各事業年度又は各連結事 業年度（ エ に お

い て 「 過 去 事 業 年 度 等 」 と い う 。 ） の ア

（ ｱ） に 掲 げ る 金 額 の 合 計 額 か ら 過 去 事 業

年 度等のア （ ｲ） 及び ア （ ｳ） に 掲げ る 金額

の 合計額を 控除し た 金額に ， 当該算定期間

中 の ア （ ｱ） に 掲 げ る 金 額 を 加 算 し ， こ れ

か ら 当 該 算 定 期 間 中 の ア （ ｳ） に 掲 げ る 金

額を 減算し た 金額と の合計額 

オ  略 

⑸～⒂ 略 

２ ～４  略 

（ 市民税の納税義務者）  

第19条 略 

２ ～５  略 

６  法人で な い 社団又は財 団で 代表者又は管理人

の定めがあ り ， かつ ， 収 益事業を 行う も の（ 当

該社団又は財団で 収益事 業を 廃止し た も のを 含

む。 以下市民税に つ い て 「 人格のな い 社 団等」

と い う 。 ） 又は法人課税 信託の引受け を 行う も

のは， 法人と みな し て ， こ の節及び 法第 ３ 章第

１ 節 （ 法 第 321条 の ８ 第 42項 か ら 第 45項 ま で を

除く 。 ） の規定中法人の 市民税に 関す る 規定を

適用す る 。  

７ ～12 略 

（ 給与支払報告書等の提出義務）  

第26条 略 

２ ～８  略 

９  第５ 項（ 第１ 号に 係る 部分に 限る 。 ） 又は第

６ 項（ 第１ 号に 係る 部分 に 限る 。 ） の規 定に よ

り 行 わ れ た 記 載 事 項 の 提 供 は ， 法 第 762条 第 １

号の機構の使用に 係る 電 子計算機（ 入出 力装置

を 含む。 第28条の２ 第10項及び 第30条第 ９ 項に

額と ， 当該算定期間の初日前に 終了し た 各

事業年度又は各連結事業年度（ エ に お い て

「 過 去 事 業年 度 等 」 と い う 。 ） の ア （ ｱ）

に 掲げる 金額の合計額から 過去事業年度等

のア （ ｲ） 及び ア （ ｳ） に 掲げる 金額の合計

額を 控除し た 金額に ， 当該算定期間中のア

（ ｱ） に 掲げ る 金 額 を 加 算し ， こ れ から 当

該 算 定 期 間中 の ア （ ｳ） に 掲 げ る 金 額を 減

算し た 金額と の合計額 

ウ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 321条 の ８ 第 52項 か ら 第 68項 ま で を

除く 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第30条第８ 項 
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お い て 同じ 。 ） に 備え ら れた フ ァ イ ルへ の記録

がさ れた 時に 第５ 項又は 第６ 項に 規定す る 市長

に 到達し た も のと みな す 。  

（ 法人の市民税の税率）  

第29条 略 

２  略 

３  法人の均等割の税率は ， 次の各号に 掲げる 法

人の区分に 応じ ， 当該各 号に 定め る 日現 在に お

け る 税率に よ る 。  

⑴ 略 

⑵  第 30条 第 １ 項 の 規 定 （ 法 第 321条 の ８ 第 ２

項又は同条第３ 項に 規定す る 場合に 限る 。 ）

に よ り 申告納付又は納付を す る 法人 こ れら

の法人の同条第２ 項に 規定す る 連結事業年度

開始の日から ６ 月の期間の末日 

⑶  第 30条 第 １ 項 の 規 定 （ 法 第 321条 の ８ 第 ４

項に 規定す る 場合に 限る 。 ） に よ り 申告納付

す る 法人 当該法人の連結法人税額の課税標

準の算定期間の末日 

⑷ 略 

４  第１ 項に 定め る 均等割 の額は， 当該均等割の

額に ， 前項第１ 号の法人 税額の課税標準の算定

期間， 同項第２ 号の連結 事業年度開始の日から

６ 月の期間若し く は同項 第３ 号の連結法 人税額

の課税標準の算定期間又 は同項第４ 号の 期間中

に お い て 事務所， 事業所 又は寮等を 有し て い た

月数を 乗じ て 得た 額を 12で 除し て 算定す る も の

と す る 。 こ の場合に お け る 月数は， 暦に 従つ て

計算し ， １ 月に 満た な い と き は１ 月と し ， １ 月

に 満た な い 端数を 生じ た と き は切り 捨て る 。  

５  第１ 項の場合に お い て ， 第３ 項第１ 号から 第

３ 号ま で に 掲げ る 法人の 従業者数の合計 数は，

そ れぞ れこ れら の号に 定 める 日現在に お け る 従

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 30条 第 １ 項 の 規 定 （ 法 第 321条 の ８ 第

２ 又 は 同 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 場 合 に 限 る

あ あ あ     又は 付     当該法

人の法第321条の８ 第２ 項 

 

⑶ 第 30条 第 １ 項 の 規 定 （ 法 第 321条 の ８ 第 ４

項に 規定す る 場合に 限る 。 ） に よ り 申告納

付す る 法人 当該法人の連結法人税額の課

税標準の算定期間の末 

⑶ 公共法人 

 

 

若 し く は 同 項 第 ２ 号 の 期間 又 は 同 項 第

３ 号 

 

 

 

 

 

 

第 ３ 項 第 １ 号 及 び

第２ 号ま で  
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業者数の合計数に よ る 。  

６ ， ７  略 

８  第３ 項第３ 号に 掲げる 法人（ 保険業法に 規定

す る 相互会社を 除く 。 ） の資本金等の額 が， 同

号に 定め る 日現在に お け る 資本金の額及 び 資本

準備金の額の合算額又は 出資金の額に 満 た な い

場合に お け る 第１ 項の規 定の適用に つ い て は，

同 項 の 表 中 「 資 本 金 等 の 額 が 」 と あ る の は ，

「 第３ 項第３ 号に 定める 日現在に お け る 資本金

の額及び 資本準備金の額 の合算額又は出 資金の

額が」 と す る 。  

（ 中小法人に 対す る 不均一課税）  

第29条の２  資本金の額若 し く は出資金の額が１

億円以下で あ る 法人若し く は資本金若し く は出

資金を 有し な い 法人（ 保 険業法に 規定す る 相互

会社を 除く 。 ） 又は人格 のな い 社団等で ， 法人

税割の課税標準と な る 法 人税額又は個別 帰属法

人 税 額 が 年 1, 600万 円 以 下 で あ る も の に 対 す る

当該事業年度分の法人税 割額は， 前条第 ２ 項の

規定を 適用し て 計算し た 法人税割額から ， 当該

法人税割 額に 8. 4分の2. 4を 乗じ て 計算し た 額に

相当す る 額を 控除し た 金額と す る 。  

２  前項の規定を 適用す る 場合に お い て ， 資本金

の額若し く は出資金の額 が１ 億円以下で あ る か

ど う か又は資本金若し く は出資金を 有し な い か

ど う か の 判 定 は ， 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 の 規 定

に よ つ て 申告納付す る も のに あ つ て は同 項に 規

定す る 法人税額の課税標 準の算定期間の 末日現

在， 同条第４ 項の規定に よ つ て 申告納付 す る も

のに あ つ て は同項に 規定 す る 連結法人税 額の課

税標準の算定期間の末日現在に よ る 。  

３  市内及び 他の市町村に お い て 事務所又は事業

所を 有す る 法人に 対し て 第１ 項の規定を 適用す

 

 

８ 第 ３ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 法 人 （ 保 険 業 法 に 規 定

す る 相 互 会 社 を 除 く 。 ） の 資 本 金 等 の 額 が ，

同 号 に 定 め る 日 現 在 に お け る 資 本 金 の 額 及 び

資 本 準 備 金 の 額 の 合 算 額 又 は 出 資 金 の 額 に 満

た な い 場 合 に お け る 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 に つ

い て は ， 同 項 の 表 中 「 資 本 金 等 の 額 が 」 と あ

る の は ， 「 第 ３ 項 第 ３ 号 に 定 め る 日 現 在 に お

け る 資 本 金 の 額 及 び 資 本 準 備 金 の 額 の 合 算 額

又は出資金の 

 

 

 

 

 

又 は 個 別 帰 属

法人税額 

 

 

 

 

 

 

 

第321条の８ 第１ 項 

 

 

， 同条第４ 項の規定に よ つ て 申告納付す る

も のに あ つ て は同項に 規定す る 連結法人税額

の課税標準の算定期間の末日現在 
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る 場合に お け る 法人税額 又は個別帰属法 人税額

は， 第31条第１ 項の規定 に よ り 関係市町 村に 分

割さ れる 前の額に よ る 。  

４  法人税額の課税標準の 算定期間又は連結法人

税額の課税標準の算定期 間が１ 年に 満た な い 法

人に 対す る 第１ 項の規定 の適用に つ い て は， 同

項中「 年 1, 600万 円」 と あ る のは ， 「 1, 600万円

に 当該法人税額の課税標 準の算定期間又 は連結

法人税額の課税標準の算 定期間の月数を 乗じ て

得た 額を 12で 除し て 計算 し た 金額」 と す る 。 こ

の場合に お け る 月数は， 暦に 従つ て 計算 し ， １

月に 満た な い と き は， １ 月と し ， １ 月に 満た な

い 端 数 が 生 じ た と き は ， そ の 端 数 を １ 月 と す

る 。  

５  略 

（ 法人の市民税の申告納付）              

第 30条  市 民 税 を 申 告 納 付 す る 義 務 が あ る 法 人

は ， 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ２ 項 ， 第 ４ 項 ，

第19項， 第22項及び 第23項の規定に よ る 申告書

（ 第７ 項及び 第８ 項に お い て 「 納税申告 書」 と

い う 。 ） を ， 同条第１ 項 ， 第２ 項， 第４ 項， 第

19項及び 第23項の申告納 付に あ つ て はそ れぞ れ

こ れら の規定に よ る 納期 限ま で に ， 同条 第22項

の 申 告 納 付 に あ つ て は 遅 滞 な く ， 市 長 に 提 出

し ， 及び そ の申告し た 税 額又は同条第１ 項後段

及び 第３ 項の規定に よ つ て 提出があ つ た も のと

みな さ れる 申告書に 係る 税額を 総務省令 で 定め

る 様式に よ る 納付書に よ つ て 納付し な け ればな

ら な い 。  

２  内国法人が， 各事業年 度又は各連結事業年度

に お い て 租税特別措置法 第66条の７ 第５ 項及び

第11項又は第68条の91第 ４ 項及び 第10項 の規定

の 適 用 を 受 け る 場 合 に お い て は ， 法 第 321条 の

又は個別帰属法人税額 

 

 

又 は 連 結 法 人

税額 

 

 

又 は 連 結

法人税額の月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 31 項 ，

第34項及び 第35項 

第６ 項， 第７ 項及び 第９ 項 

第 31 項 及 び

第35項 

      同条第34項 

 

 

第２ 項後段 

 

 

 

又は各連結事業年 

    租税 特別 措  第66条の ７ 第 ４ 項 及 び

第10項 

第 321条の ８ 第
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８ 第24項に 規定す る と こ ろ に よ り ， 控除 す べき

額を 前項の規定に よ り 申 告納付す べき 法 人税割

額から 控除す る 。  

３  内国法人が， 各事業年 度又は各連結事業年度

に お い て 租税特別措置法 第66条の９ の３ 第４ 項

及び 第10項の規定の適用 を 受け る 場合に お い て

は ， 法 第 321条 の ８ 第 25項 に 規 定 す る と こ ろ に

よ り ， 控除す べき 額を 第 １ 項の規定に よ り 申告

納付す べき 法人税割額から 控除す る 。  

４  内国法人又は外国法人 が， 法の施行地外に そ

の源泉があ る 所得に つ い て ， 外国の法令 に よ り

課さ れる 法人税若し く は 地方法人税又は 県民税

若し く は市民税の法人税 割に 相当す る 税 （ 外国

法 人 に あ つ て は ， 法 人 税 法 第 138条 第 １ 項 第 １

号に 掲げ る 国内源泉所得 に つ き 外国の法 令に よ

り 課さ れる も のに 限る 。 ） を 課さ れた 場 合に お

い て は ， 法 第 321条 の ８ 第 26項 に 規 定 す る と こ

ろ に よ り 控除す べき 額を 第１ 項の規定に よ り 申

告 納 付 す べ き 法 人 税 割 額 （ 外 国 法 人 に あ つ て

は ， 法 人 税 法 第 141条 第 １ 号 イ に 掲 げ る 国 内 源

泉所得に 対す る 法人税額 を 課税標準と し て 課す

る も のに 限る 。 ） から 控除す る も のと す る 。  

５  略 

６  法人税法第81条の22第 １ 項の規定に よ つ て 法

人税に 係る 申告書を 提出 す る 義務があ る 法人で

同法第81条の24第１ 項の 規定の適用を 受 け て い

る も のが， 同条第４ 項の 規定の適用を 受 け る 場

合に は， 当該法人及び 当 該法人と の間に 連結完

全支配関係があ る 連結子 法人（ 連結申告 法人に

限る 。 ） に つ い て は， 同 項の規定の適用 に 係る

当該申告書に 係る 連結法 人税額の課税標 準の算

定期間に 限り ， 当該連結 法人税額に 係る 個別帰

属法人税額を 課税標準と し て 算定し た 法 人税割

36項 

 

 

又 は 各 連 結 事 業 年

あ あ あ あ あ あ あ あ あ あ 第66条の ９ の ３ 第 ３ 項

及び 第９ 項 

第321条の８ 第37項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第321条の８ 第38項 

 

 

 

 

 

 

６ 法 人 税 法 第 81条の 22第 １ 項 の 規 定 に よ つ て 法

人 税 に 係 る 申 告 書 を 提 出 す る 義 務 が あ る 法 人

で 同 法 第 81条 の 24第 １ 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け

て い る も の が ， 同 条 第 ４ 項 の 規 定 の 適 用 を 受

け る 場 合 に は ， 当 該 法 人 及 び 当 該 法 人 と の 間

に 連 結 完 全 支 配 関 係 が あ る 連 結 子 法 人 （ 連 結

申 告 法 人 に 限 る 。 ） に つ い て は ， 同 項 の 規 定

の 適 用 に 係 る 当 該 申 告 書 に 係 る 連 結 法 人 税 額

の 課 税 標 準 の 算 定 期 間 に 限 り ， 当 該 連 結 法 人

税 額 に 係 る 個 別 帰 属 法 人 税 額 を 課 税 標 準 と し

（　112　）



額及び こ れと 併せて 納付 す べき 均等割額 に つ い

て は， 当該連結法人税額 に つ い て 同条第 １ 項の

規定の適用がな い も のと みな し て ， 第８ 条の２

又は法第 20条の５ の２ 第 ２ 項の規定を 適 用す る

こ と がで き る 。  

７  法 第 321条 の ８ 第 43項 に 規 定 す る 特 定 法 人 で

あ る 内国法人は， 第１ 項 の規定に よ り ， 納税申

告書に よ り 行う こ と と さ れて い る 法人の 市民税

の 申 告 に つ い て は ， 第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら

ず， 総務省令で 定める と こ ろ に よ り ， 納 税申告

書に 記載す べき も のと さ れて い る 事項（ 次項及

び 第 ９ 項 に お い て 「 申 告 書 記 載 事 項 」 と い

う 。 ） を ， 法 第 762条 第 １ 号 に 規 定 す る 地 方 税

関係手続用電子情報処理 組織を 使用し ， かつ ，

機構を 経由し て 行う 方法 に よ り 市長に 提 供す る

こ と に よ り ， 行 わ れ な け れ ば な ら な い 。 た だ

し ， 当該申告のう ち 添付 書類に 係る 部分 に つ い

て は ， 添 付 書 類 記 載 事 項 を 記 録 し た 光 デ ィ ス

ク ， 磁気テ ー プ そ の他の 総務省令で 定め る 記録

用の媒体を 市長に 提出す る 方法に よ り ， 行う こ

と がで き る 。  

８  略 

９  第７ 項の規定に よ り 行 われた 同項の申告は，

申 告 書 記 載 事 項 が 法 第 762条 第 １ 号 の 機 構 の 使

用に 係る 電子計算機（ 入 出力装置を 含む 。 ） に

備え ら れた フ ァ イ ルへの 記録がさ れた 時 に 同項

に 規定する 市長に 到達し た も のと みな す 。  

10 第７ 項の内国法人が， 電気通信回線の故障，

災害そ の他の理由に よ り 地方税関係手続 用電子

情報処理組織を 使用す る こ と が困難で あ る と 認

めら れる 場合で ， かつ ， 同項の規定を 適 用し な

い で 納税申告書を 提出す る こ と がで き る と 認め

ら れる 場合に お い て ， 同 項の規定を 適用 し な い

て 算 定 し た 法 人 税 割 額 及 び こ れ と 併 せ て 納 付

す べ き 均 等 割 額 に つ い て は ， 当 該 連 結 法 人 税

額 に つ い て 同 条 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 が な い も

の と み な し て ， 第 ８ 条 の ２ 又 は 法 第 20条 の ５

の２ 第２ 項の規定を 適用 

６   第321条の８ 第53項 

 

 

 

 

 

第８ 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７  

８  第６ 項 

 

 

 

 

９  第６ 項 
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で 納税申告書を 提出す る こ と に つ い て 市 長の承

認を 受け た と き は， 当該 市長が指定す る 期間内

に 行う 同項の申告に つ い て は， 同項から 前項ま

で の規定は， 適用し な い 。 法人税法第75条の４

第２ 項（ 同法第81条の24の３ 第２ 項に お い て 準

用 す る 場 合 を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ 。 ） の規定に よ り 同法 第75条の４ 第２ 項の申

請書を 同項に 規定す る 納 税地の所轄税務 署長に

提出し た 第７ 項の内国法 人が， 同条第１ 項若し

く は同法第81条の24の３ 第１ 項の承認を 受け ，

又は同法第75条の４ 第３ 項（ 同法第81条 の24の

３ 第２ 項に お い て 準用す る 場合を 含む。 第17項

に お い て 同じ 。 ） の却下 の処分を 受け て い な い

旨を 記載し た 総務省令で 定める 書類を ， 納税申

告書の提出期限の前日ま で に ， 又は納税 申告書

に 添付し て 当該提出期限 ま で に ， 市長に 提出し

た 場合に お け る 当該税務 署長が同法第75条の４

第１ 項の規定に よ り 指定 す る 期間（ 同条 第５ 項

の規定に よ り 当該期間と し て 当該指定が あ つ た

も のと みな さ れた 期間を 含む。 ） 又は同 法第81

条 の 24の ３ 第 １ 項 の 規 定 に よ り 指 定 す る 期 間

（ 同条第２ 項に お い て 準 用す る 同法第75条の４

第５ 項の規定に よ り 当該 期間と し て 当該 指定が

あ つ た も のと みな さ れた 期間を 含む。 ） 内に 行

う 第７ 項の申告に つ い て も ， 同様と す る 。  

11， 12 略  

13  第 11項 の 申 請 書 の 提 出 が あ つ た 場 合 に お い

て ， 当該申請書に 記載し た 第10項前段の 規定に

よ る 指定を 受け よ う と す る 期間の開始の 日ま で

に 同項前段の承認又は前 項の却下の処分 がな か

つ た と き は， そ の日に お い て そ の承認が あ つ た

も のと ， 当該期間を 第10項前段の期間と し て 同

項前段の規定に よ る 指定 があ つ た も のと ， そ れ

 

 

 

第 75 条 の ５

第 ２ 項 の 規定 に よ り 同 項（ 同法 第81条 の 24の

３ 第２ 項 に お い て 準 用 す る 場合 を 含む 。 以 下

こ の項に お い て 同じ 。 ） の規定 

  

第 ６ 項 項           若 し

く は同法第81条の24の３ 第１ 項 

同条第３ 項 

 

 

 

 

 

              同条第１ 項 

 

 

又 は 同 法 第 81

条 の 24の ３ 第 １ 項 の 規 定に よ り 指 定す る 期 間

（ 同 条第 ２ 項 に お い て 準用 す る 同 法第 75条 の

４ 第 ５ 項 の規 定に よ り 当該 期 間 と し て 当 該 指

定 が あ つ た も のと み な さ れ 期 ）     あ あ

あ 第６ 項 

10， 11 

12 第10項 

           第９ 項前段 

 

 

 

第９ 項前段 
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ぞ れみな す 。  

14 市長は， 第10項前段の 規定の適用を 受け て い

る 内国法人に つ き ， 地方 税関係手続用電 子情報

処理組織を 使用す る こ と が困難で な く な つ た と

認め る 場合に は， 同項前 段の承認を 取り 消す こ

と がで き る 。  

15  第 10項 の 規 定 の 適 用 を 受 け て い る 内 国 法 人

は， 第７ 項の申告に つ き 第10項の規定の 適用を

受け る こ と を やめよ う と す る と き は， そ の旨そ

の他総務省令で 定める 事 項を 記載し た 届 出書を

市長に 提出し な け ればな ら な い 。  

16 第10項前段の規定の適 用を 受け て い る 内国法

人 に つ き ， 前 項 の 届 出 書 の 提 出 が あ つ た と き

は， こ れら の処分又は届 出書の提出があ つ た 日

の翌日以後の第10項前段 の期間内に 行う 第７ 項

の申告に つ い て は， 第10項前段の規定は ， 適用

し な い 。 た だ し ， 当該内 国法人が， 同日 以後新

た に 同項前段の承認を 受 け た と き は， こ の限り

で な い 。  

17 第10項後段の規定の適 用を 受け て い る 内国法

人に つ き ， 第15項の届出 書の提出又は法 人税法

第75条の４ 第３ 項若し く は第６ 項（ 同法 第81条

の 24 の ３ 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。 ） の処分があ つ た と き は， こ れら の 届出書

の提出又は処分があ つ た 日の翌日以後の 第10項

後段の期間内に 行う 第７ 項の申告に つ い て は，

第10項後段の規定は， 適 用し な い 。 た だ し ， 当

該内国法人が， 同日以後 新た に 同項後段 の書類

を 提出し た と き は， こ の限り で な い 。  

（ 更正の請求の特例）  

第 30条 の ２  前 条 第 １ 項 の 申 告 書 （ 法 第 321条 の

８ 第１ 項， 第２ 項， 第４ 項又は第22項の 規定に

よ る 申告書に 限る 。 ） を 提出し た 法人は ， 当該

 

13    第９ 項前段 

 

 

 

 

14 第９ 項 

 第６ 項の申告に つ き 第９ 項 

 

 

 

15 第９ 項前段 

 

 

第 ９ 項 前 段       第 ６ 項

第９ 項前段 

 

 

 

16 第９ 項後段 

第14項 

第75条の５ 第３ 項第３ 項若 し く は項（ 同法第81

条 の 24の ３ 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。 ）  

の提出又は処分があ つ た 日 の翌日以後の第９ 項

後段         第６ 項 

第９ 項後段 

 

 

 

 

又は第34項 
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申告書に 係る 法人税割額 の計算の基礎と な つ た

法人税の額に つ い て 国の 税務官署の更正 を 受け

た こ と （ 同条第２ 項又は 第４ 項の申告書 を 提出

し た 法人が連結子法人の 場合に あ つ て は ， 当該

連結子法人と の間に 連結 完全支配関係が あ る 連

結親法人（ 法人税法第２ 条第12号の７ の ２ に 規

定す る 連結親法人を い う 。 以下こ の節に お い て

同じ 。 ） 又は連結完全支 配関係があ つ た 連結親

法人が法人税の額に つ い て 国の税務官署 の更正

を 受け た こ と ） に 伴い 当 該申告書に 係る 法人税

割額の課税標準と な る 法 人税額若し く は 個別帰

属法人税額又は法人税割 額が過大と な る 場合に

は， 国の税務官署が当該 更正の通知を し た 日か

ら ２ 月以内に 限り ， 総務 省令の定める と こ ろ に

よ り ， 市長に 対し ， 当該 法人税額若し く は個別

帰属法人税額又は法人税 割額に つ き ， 更 正の請

求を す る こ と がで き る 。 こ の場合に お い て は，

第12条の２ 第３ 項に 規定 す る 更正請求書 に は，

同項に 規定す る 事項のほ か， 国の税務官 署が当

該更正の通知を し た 日を 記載し な け れば な ら な

い 。  

（ 法人の市民税の更正及び 決定）            

第30条の３  市長は， 第30条の規定に よ る 申告書

の提出があ つ た 場合に お い て ， 当該申告に 係る

法人税額若し く は個別帰 属法人税額若し く はこ

れら を 課税標準と し て 算 定し た 法人税割 額がそ

の調査に よ つ て ， 法人税 に 関す る 法律の 規定に

よ つ て 申告し ， 修正申告 し ， 更正さ れ， 若し く

は決定さ れた 法人税額（ 「 確定法人税額 」 と い

う 。 以 下 こ の 項 か ら 第 ３ 項 ま で に お い て 同

じ 。 ） 若し く は法人税に 関す る 法律の規 定に よ

つ て 申告し ， 修正申告し ， 更正さ れ， 若 し く は

決定さ れた 連結法人税額 に 係る 個別帰属 法人税

 

 

（ 同 条 第 ２ 項 又 は 第 ４ 項 の 申 告 書 を 提

出 し た 法 人が 連結 子 法 人の 場 合 に あ つ て は ，

当 該 連結 子法 人と の 間 に 連 結 完 全 支配 関 係 が

あ る 連結 親法 人（ 法 人 税法 第 ２ 条 第12号 の ７

の ２ に 規 定す る 連 結 親 法人 を い う 。 以 下 こ の

節 に お い て 同 じ 。 ） 又 は連 結 完 全 支配 関 係 が

あ つ た 連 結親 法人 が 法 人税 の 額 に つ い て 国 の

税務官署の更正を 受け  

若 し く は 個 別 帰 属

法人税額 

 

 

若 し く は 個 別

帰属法人税額 

 

 

 

 

 

 

 

 

若 し く は 個別 帰 属 法人 税       こ

れ 

， 法 人 税 に 関 す る 法 律 の 規 定 に

よ り 申告し  

 

 

若 し く は 法 人 税 に 関 す る 法 律 の 規 定 に

よ つ て 申 告し ， 修 正 申 告し ， 更 正 さ れ ， 若 し

く は 決定 さ れ た 連 結 法 人税 額 に 係 る 個 別 帰 属
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額（ 「 確定個別帰属法人 税額」 と い う 。 以下こ

の項から 第３ 項ま で に お い て 同じ 。 ） 若 し く は

こ れら を 課税標準と し て 算定す べき 法人 税割額

と 異な る こ と を 発見し た と き ， 当該申告 に 係る

予定申告に 係る 法人税割 額若し く は予定 申告に

係る 連結法人の法人税割 額が同条に 基づ い て 計

算 し た 額 と 異 な る こ と を 発 見 し た と き ， 法 第

321条 の 14の 規 定 に よ つ て 確 定 法 人 税 額 若 し く

は確定個別帰属法人税額 の分割の基準と な る 従

業者数が修正さ れた と き ， 当該申告に 係 る 均等

割額がそ の調査し た と こ ろ と 異な る こ と を 発見

し た と き ， 又は当該申告 に 係る 法人税割 額から

控除さ れる べき 額がそ の 調査し た と こ ろ と 異な

る こ と を 発見し た と き は， こ れを 更正す る 。  

２  市長は， 納税者が第30条の規定に よ る 申告書

（ 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 ， 第 ４ 項 又 は 第 19項 の

規定に よ る 申告書に 限る 。 ） を 提出し な かつ た

場 合 （ 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 後 段 の 規 定 の 適 用

を 受け る 場合を 除く 。 ） に お い て は， そ の調査

に よ つ て ， 申告す べき 確 定法人税額又は 確定個

別帰属法人税額並び に 法 人税割額及び 均 等割額

を 決定する 。  

３  市長は， 第１ 項若し く はこ の項の規定に よ る

更正又は前項の規定に よ る 決定を し た 場 合に お

い て ， 当該更正若し く は 決定を し た 法人 税額若

し く は個別帰属法人税額 若し く は法人税 割額が

そ の調査に よ つ て ， 確定 法人税額若し く は確定

個別帰属法人税額若し く はこ れら を 課税 標準と

し て 算定す べき 法人税割 額と 異な る こ と を 発見

し た と き ， 当該更正若し く は決定を し た 均等割

額がそ の調査し た と こ ろ と 異な る こ と を 発見し

た と き ， 又は当該更正若 し く は決定を し た 法人

税割額から 控除さ れる べ き 額がそ の調査 し た と

法 人 税 額 （ 「 確 定 個 別 帰 属 法 人 税 額 」 と い

う 。 以下こ の項から 第３ 項ま で に お  

こ れ 

 

若 し く は 法 人 税 に お

い て 予定 申告 義務 が な い 法 人 の 予 定申 告 に 係

る 法人税割額が同条  

よ り 確定法人税額 

 

 

 

 

 

 

 

又は第31項 

 

 

 

又 は 確 定

個別帰属法人税額 

 

 

 

若

し く は個別帰属法人税額 

               若し く は確

定個別  帰属法人税額   こ れ 
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こ ろ と 異な る こ と を 発見 し た と き は， こ れを 更

正す る 。  

４  市長は， 第３ 項の規定 に よ つ て 更正し ， 又は

決定し た 場合に お い て は ， 遅滞な く ， こ れを 納

税者に 通知し な け ればな ら な い 。  

５  法 第 321条 の ８ 第 20項 の 規 定 は ， 第 １ 項 か ら

第３ 項ま で の規定に よ つ て 更正し ， 又は 決定し

た 市民税額が， 当該事業 年度分又は当該 連結事

業年度分に 係る 市民税の 中間納付額に 満 た な い

場合に つい て 準用す る 。  

（ 租税条約に 基づ く 申立 て が行われた 場 合に お

け る 法人の市民税の徴収猶予）  

第 30条 の ３ の ２  市 長 は ， 法 人 が 法 人 税 法 第 139

条第１ 項に 規定す る 租税 条約（ 以下こ の 項及び

次条第１ 項に お い て 「 租 税条約」 と い う 。 ） の

規定に 基づ き 国税庁長官 に 対し 当該租税 条約に

規定す る 申立て （ 租税特 別措置法第66条 の４ 第

１ 項， 第 66条の４ の３ 第 １ 項又は第67条 の18第

１ 項の規定の適用があ る 場合の申立て に 限る 。

以下こ の項に お い て 同じ 。 ） を し た 場合 又は租

税 条 約 の 我 が 国 以 外 の 締 約 国 若 し く は 締 約 者

（ 以下こ の項及び 次条第 １ 項に お い て 「 条約相

手国等」 と い う 。 ） の権 限あ る 当局に 対 し 当該

租税条約に 規定す る 申立 て を し ， かつ ， 条約相

手国等の権限あ る 当局か ら 当該条約相手 国等と

の間の租税条約に 規定す る 協議（ 以下こ の項及

び 次条第１ 項に お い て 「 相互協議」 と い う 。 ）

の申入れがあ つ た 場合に は， こ れら の申 立て を

し た 者の申請に 基づ き ， こ れら の申立て に 係る

租税特別措置法第66条の ４ 第27項第１ 号 （ 同法

第66条の４ の３ 第14項及 び 第67条の18第 13項に

お い て 準用す る 場合を 含 む。 ） に 掲げる 更正決

定に 係る 法人税額（ こ れ ら の申立て に 係 る 相互

 

 

前３ 項    よ り  

に は 

 

第321条の８ 第32項 

よ り  

又 は 当 該 連 結

事業年度 

 

 

 

 

及 び 次

条第     １ 項 

 

 

 

 

 

 

及び 次条第１ 項 

 

 

 

及 び

次条第    １ 項 
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協議の対象と な る も のに 限る 。 以下こ の 項に お

い て 同じ 。 ） に 基づ い て 第30条第１ 項に 規定す

る 法 第 321条 の ８ 第 23項 の 規 定 に よ り 申 告 納 付

す べき 法人税割額又は当 該更正決定に 係 る 法人

税額に 基づ い て 市長が前 条第１ 項若し く は第２

項の規定に よ り 更正若し く は決定を し た 場合に

お け る 当該更正若し く は 決定に よ り 納付 す べき

法人税割額を 限度と し て ， 第30条第１ 項 に 規定

す る 法 第 321条 の ８ 第 23項 又 は 第 30条 の ２ に 規

定 す る 法 第 321条 の 12第 １ 項 の 規 定 に よ る 納 付

す べき 日又は納期限（ 当 該申請が当該納 付す べ

き 日又は納期限後で あ る と き は， 当該申 請の日

と す る 。 ） から 国税庁長 官と 当該条約相 手国等

の権限あ る 当局と の間の 合意に 基づ く 国 税通則

法（ 昭和 37年法律第66号 ） 第26条の規定 に よ る

更正に 係る 法人税額に 基 づ い て 市長が前 条第１

項又は第３ 項の規定に よ り 更正を し た 場 合に お

け る 当該更正があ つ た 日 （ 当該合意がな い 場合

そ の他の政令で 定める 場 合に は， 政令で 定める

日 ） の 翌 日 か ら １ 月 を 経 過 す る 日 ま で の 期 間

（ 第 ５ 項 に お い て 「 徴 収 の 猶 予 期 間 」 と い

う 。 ） に 限り ， そ の徴収 を 猶予す る こ と がで き

る 。 た だ し ， 当該申請を 行う 者に つ き 当 該申請

の時に お い て 当該法人税 割額以外の市税 の滞納

があ る 場合は， こ の限り で な い 。  

２ ～５  略 

（ 租税条約に 基づ く 連結 親法人の申立て が行わ

れた 場合に お け る 法人の市民税の徴収猶予）  

第30条の３ の３  市長は， 連結親法人が租税条約

の規定に 基づ き 国税庁長 官又は当該租税 条約の

条約相手国等の権限あ る 当局に 対し 当該 租税条

約に 規定す る 申立て （ 租 税特別措置法第 68条の

88第 １ 項 又 は 第 68条 の 107の ２ 第 １ 項 の 規 定 の

 

 

＿＿第321条の８ 第35項 

 

 

 

 

第

321第321条の８ 第35項又は第30条の４  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 租税条約に 基づ く 連結親法人の申立て が行

われた 場合に お け る 法人の市民税の徴収猶 

第30条の３ の市長は， 連結親法人が租税条約の

規定に 基づ き 国税庁長官又は当該租税条約の

条約相手国等の権限あ る 当局に 対し 当該租税

条約に 規定す る 申立て （ 租税特別措置法第68

条 の 88第 １ 項 又 は 第 68条 の 107の ２ 第 １ 項 の
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適用があ る 場合の申立て に 限る 。 ） を し た 場合

に は， 当該申立て の対象 と な る 取引の当 事者で

あ る 当該連結親法人又は 当該連結親法人 と の間

に 連結完全支配関係があ る 連結子法人（ 以下こ

の項に お い て 「 対象連結 法人」 と い う 。 ） の申

請に 基づ き ， 当該申立て に 係る 同法第68条の88

第 28項 第 １ 号 （ 同 法 第 68条 の 107の ２ 第 13項 に

お い て 準用す る 場合を 含 む。 ） に 掲げる 更正決

定に 係る 連結法人税額（ 当該申立て に 係 る 相互

協議の対象と な る も のに 限る 。 以下こ の 項に お

い て 同じ 。 ） に 係る 個別 帰属法人税額（ 当該申

請を し た 対象連結法人に 係る も のに 限る 。 以下

こ の項に お い て 同じ 。 ） に 基づ い て 第30条第１

項 に 規 定 す る 法 第 321条 の ８ 第 23項 の 規 定 に よ

り 申告納付す べき 法人税 割額又は当該更 正決定

に 係る 連結法人税額に 係 る 個別帰属法人 税額に

基づ い て 市長が第30条の ３ 第１ 項若し く は第２

項の規定に よ り 更正若し く は決定を し た 場合に

お け る 当該更正若し く は 決定に よ り 納付 す べき

法人税割額を 限度と し て ， 第30条第１ 項 に 規定

す る 法第 321条の８ 第23項又は法第321条の12第

１ 項の規定に よ る 納付す べき 日又は納期 限（ 当

該申請が当該納付す べき 日又は納期限後 で あ る

と き は， 当該申請の日と す る 。 ） から 国 税庁長

官と 当該条約相手国等の 権限あ る 当局と の間の

合意に 基づ く 国税通則法 第26条の規定に よ る 更

正に 係る 連結法人税額に 係る 個別帰属法 人税額

に 基づ い て 市長が第30条 の３ 第１ 項又は 第３ 項

の規定に よ り 更正を し た 場合に お け る 当 該更正

があ つ た 日（ 当該合意が な い 場合そ の他 の政令

で 定める 場合に は， 政令 で 定め る 日） の 翌日か

ら １ 月を 経過す る 日ま で の期間（ 第５ 項 に お い

て 「 徴収の猶予期間」 と い う 。 ） に 限り ， そ の

規定の適用があ る 場合の申立て に 限る 。 ） を

し た 場合に は， 当該申立て の対象と な る 取引

の当事者で あ る 当該連結親法人又は当該連結

親法人と の間に 連結完全支配関係があ る 連結

子 法 人 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 対 象 連 結 法

人」 と い う 。 ） の申請に 基づ き ， 当該申立て

に 係る 同法第68条の88第28項第１ 号（ 同法第

68条 の 107の ２ 第 13項 に お い て 準 用 す る 場 合

を 含む 。 ） に 掲げる 更正決定に 係る 連結法人

税額（ 当該申立て に 係る 相互協議の対象と な

る も のに 限る 。 以下こ の項に お い て 同じ 。 ）

に 係る 個別帰属法人税額（ 当該申請を し た 対

象連結法人に 係る も のに 限る 。 以下こ の項に

お い て 同じ 。 ） に 基づ い て 第30条第１ 項に 規

定 す る 法 第 321条 の ８ 第 23項 の 規 定 に よ り 申

告納付す べき 法人税割額又は当該更正決定に

係る 連結法人税額に 係る 個別帰属法人税額に

基づ い て 市長が第30条の３ 第１ 項若し く は第

２ 項の規定に よ り 更正若し く は決定を し た 場

合に お け る 当該更正若し く は決定に よ り 納付

す べき 法人税割額を 限度と し て ， 第30条第１

項 に 規 定 す る 法 第 321条 の ８ 第 23項 又 は 法 第

321条 の 12第 １ 項 の 規 定 に よ る 納 付 す べ き 日

又は納期限（ 当該申請が当該納付す べき 日又

は納期限後で あ る と き は， 当該申請の日と す

る 。 ） から 国税庁長官と 当該条約相手国等の

権限あ る 当局と の間の合意に 基づ く 国税通則

法第26条の規定に よ る 更正に 係る 連結法人税

額に 係る 個別帰属法人税額に 基づ い て 市長が

第30条の３ 第１ 項又は第３ 項の規定に よ り 更

正 を し た 場 合 に お け る 当 該 更 正 が あ つ た 日

（ 当該合意がな い 場合そ の他の政令で 定める

場合に は， 政令で 定め る 日） の翌日から １ 月
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徴収を 猶予す る こ と がで き る 。 た だ し ， 当該申

請を 行う 対象連結法人に つ き 当該申請の 時に お

い て 当該法人税割額以外 の市税の滞納が あ る 場

合は， こ の限り で な い 。  

２  市長は， 前項の規定に よ る 徴収の猶予（ 以下

こ の条に お い て 「 徴収の 猶予」 と い う 。 ） を す

る 場合に は， そ の猶予に 係る 金額に 相当 す る 担

保で 法第 16条第１ 項各号 に 掲げ る も のを ， 政令

で 定める と こ ろ に よ り 徴 さ な け ればな ら な い 。

た だ し ， そ の 猶 予 に 係 る 税 額 が 100万 円 以 下 で

あ る 場合， そ の猶予の期 間が３ 月以内で あ る 場

合又は担保を 徴す る こ と がで き な い 特別 の事情

があ る 場合は， こ の限り で な い 。  

３  第10条第１ 項から 第３ 項ま で 並び に 法第15条

の２ の２ ， 法第15条の２ の３ 及び 法第18条の２

第４ 項の規定は徴収の猶 予に つ い て ， 第 10条第

４ 項並び に 法第11条， 法 第16条第２ 項及 び 第３

項， 法第 16条の５ 第１ 項 及び 第２ 項の規 定は前

項の規定に よ る 担保に つ い て ， そ れぞ れ 準用す

る 。  

４  徴収の猶予を 受け た 者 が次の各号のい ずれか

に 該当す る 場合に は， 市 長は， そ の徴収 の猶予

を 取 り 消 す こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て

は， 法第 15条の３ 第２ 項 及び 第３ 項の規 定を 準

用す る 。  

⑴ 第１ 項の申立て を 取 り 下げ た と き 又 は当該

申立て が取り 下げら れた と き 。  

⑵ 第８ 条第１ 項各号の い ずれかに 該当 す る 事

実があ る 場合に お い て ， そ の者がそ の猶予に

係る 法人税割額を 猶予期間内に 完納す る こ と

がで き な い と 認めら れる と き 。  

⑶ 前項に お い て 準用す る 法第16条第３ 項の規

定に よ る 担保の提供又は変更そ の他担保を 確

を 経 過 す る 日 ま で の 期 間 （ 第 ５ 項 に お い て

「 徴収の猶予期間」 と い う 。 ） に 限り ， そ の

徴収を 猶予す る こ と がで き る 。 た だ し ， 当該

申請を 行う 対象連結法 

２ 市長は， 前項の規定に よ る 徴収の猶予（ 以下

こ の条に お い て 「 徴収の猶予」 と い う 。 ） を

す る 場合に は， そ の猶予に 係る 金額に 相当す

る 担 保 で 法 第 16条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る も の

を ， 政令で 定める と こ ろ に よ り 徴さ な け れば

な ら な い 。 た だ し ， そ の 猶 予 に 係 る 税 額 が

100万 円 以 下 で あ る 場 合 ， そ の 猶 予 の 期 間 が

３ 月以内で あ る 場合又は担保を 徴す る こ と が

で き な い 特別の事情があ る 場合 

３  第10条第１ 項から 第３ 項ま で 並び に 法第15

条の２ の２ ， 法第15条の２ の３ 及び 法第18条

の２ 第４ 項の規定は徴収の猶予に つ い て ， 第

10条第４ 項並び に 法第11条， 法第16条第２ 項

及び 第３ 項， 法第16条の５ 第１ 項及び 第２ 項

の規定は前項の規定に よ る 担保に つ い て ， そ

れぞ れ 

４ 収の猶予を 受け た 者が次の各号のい ずれかに

該当す る 場合に は， 市長は， そ の徴収の猶予

を 取り 消す こ と がで き る 。 こ の場合に お い て

は， 法第15条の３ 第２ 項及び 第３ 項の規定を

準用す  

⑴第１ 項の申立て を 取り 下げ た と き 又は当該

申立て が取り 下げら れた と き 。  

⑵第８ 条第１ 項各号のい ずれかに 該当す る 事

実があ る 場合に お い て ， そ の者がそ の猶予

に 係る 法人税割額を 猶予期間内に 完納す る

こ と き な い と 認めら れる と き 。  

⑶前項に お い て 準用す る 法第16条第３ 項の規

定に よ る 担保の提供又は変更そ の他担保を
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保す る た め 必要な 行為に 関す る 市長の求め に

応じ な い と き 。  

⑷ 新た に そ の猶予に 係 る 法人税割額以 外の本

市の徴収金を 滞納し た と き （ 市長がやむを 得

な い 理由があ る と 認める と き を 除く 。 ） 。  

⑸ 徴収の猶予を 受け た 者の財産の状況 そ の他

の事情の変化に よ り そ の猶予を 継続す る こ と

が適当で な い と 認めら れる と き 。  

５  徴収の猶予を し た 場合 に は， そ の猶予を し た

法人税割に 係る 延滞金額 のう ち 徴収の猶 予期間

（ 第１ 項の申請が同項の 納付す べき 日又 は納期

限以前で あ る 場合に は， 当該申請の日を 起算日

と し て 当該納付す べき 日 又は納期限ま で の期間

を 含 む 。 ） に 対 応 す る 部 分 の 金 額 は ， 免 除 す

る 。 た だ し ， 前項の規定 に よ る 取消し の 基因と

な る べき 事実が生じ た 場 合に は， そ の生 じ た 日

後の期間に 対応す る 部分 の金額に つ い て は， 市

長は， そ の免除を し な い こ と がで き る 。  

（ 市内及び 他の市町村に お い て 事務所又 は事業

所を 有する 法人の市民税の申告納付）                     

第31条 市内及び 他の市町 村に お い て 事務所又は

事 業 所 を 有 す る 法 人 （ 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 に

規定す る 予定申告法人及 び 同条第２ 項の規定に

よ つ て 申告書を 提出す べ き 法人を 除く 。 ） が第

30条の規定に よ つ て 法人 の市民税を 申告 納付す

る 場 合 （ 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 後 段 の 規 定 に よ

つ て 提出があ つ た も のと みな さ れる 申告 書に 係

る 税額を 納付す る 場合を 除く 。 ） に お い て は，

当該法人の法人税額又は 個別帰属法人税 額を 関

係市町村に 分割し ， そ の 分割し た 額を 課 税標準

と し ， 法人税割額を 算定 し て ， こ れに 均 等割額

を 加算し た 額を 申告納付 し な け ればな ら な い 。

こ の場合に お い て ， 市内 に 主た る 事務所 又は事

確保す る た め必要な 行為に 関す る 市長の求

めに 応じ な い と き 。  

⑷新た に そ の猶予に 係る 法人税割額以外の本

市の徴収金を 滞納し た と き （ 市長がやむを

得な い 理由があ る と 認める と き を 除く 。  

⑸徴収の猶予を 受け た 者の財産の状況そ の他

の事情の変化に よ り そ の猶予を 継続す る こ

と 適当で な い と 認めら れる と き 。  

５ 徴収の猶予を し た 場合に は， そ の猶予を し た

法人税割に 係る 延滞金額のう ち 徴収の猶予期

間（ 第１ 項の申請が同項の納付す べき 日又は

納期限以前で あ る 場合に は， 当該申請の日を

起算日と し て 当該納付す べき 日又は納期限ま

で の 期 間 を 含 む 。 ） に 対 応 す る 部 分 の 金 額

は， 免除す る 。 た だ し ， 前項の規定に よ る 取

消 し の 基 因 と な る べ き 事 実 が 生 じ た 場 合 に

は ， そ の 生 じ た 日 後 の 期 間 に 対 応 す る 部 分

の， そ の免除を し な い こ と がで き る 。  

 

 

 

 

 

よ り  

よ り  

る 場 合 （ 法 第 321条 の ８ 第 １ 項 後 段 の 規 定 に よ
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      又は個別帰属法人税額 

 

 

 

 

（　122　）



業所があ る 法人が提出す べき 申告書に は ， 総務

省令で 定める 課税標準の 分割に 関す る 明 細書を

添付し な け ればな ら な い 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 分 割 は ， 関 係 市 町 村 ご と

に ， 法人税額の課税標準 の算定期間又は 連結法

人税額の課税標準の算定 期間（ 。 以下こ の項及

び 次項に お い て 「 算定期 間」 と い う 。 ） 中に お

い て 有す る 法人の事務所 又は事業所に つ い て ，

当該法人の法人税額又は 個別帰属法人税 額を 当

該算定期間の末日現在に お け る 従業者の 数に あ

ん 分し て 行う も のと する 。  

３  前項の場合に お い て ， 次の各号に 掲げ る 事務

所又は事業所に つ い て は ， 当該各号に 掲げ る 数

（ そ の 数 に １ 人 に 満 た な い 端 数 を 生 じ た と き

は， こ れを １ 人と す る 。 ） を 同項に 規定す る 従

業者の数と みな す 。  

⑴ 算定期間の中途に お い て 新設さ れた 事務所

又は事業所 当該算定期間の末日現在に お け

る 従業者の数に 当該算定期間の月数に 対す る

当該事務所又は事業所が新設さ れた 日から 当

該算定期間の末日ま で の月数の割合を 乗じ て

得た 数 

⑵ 算定期間の中途に お い て 廃止さ れた 事務所

又は事業所 当該廃止の日の属す る 月の直前

の月の末日現在に お け る 従業者の数に ， 当該

算定期間の月数に 対す る 当該廃止さ れた 事務

所又は事業所が当該算定期間中に お い て 所在

し て い た 月数の割合を 乗じ て 得た 数 

⑶ 算定期間中を 通じ て 従業者の数に 著 し い 変

動があ る 事務所又は事業所と し て 政令で 定め

る 事務所又は事業所 当該算定期間に 属す る

各月の末日現在に お け る 従業者の数を 合計し

た 数を 当該算定期間の月数で 除し て 得た 数 

 

 

 

 

又 は 連 結

法 人 税額 の課 税標 準 の 算定 期 間 （ 以下 こ の 項

及び 次項に お い て 「 算定期間」 と ）  

 

又は個別帰属法人税額 

算 定期 間 の末 日現 在 に お け る 従 業者の 数 に 按

分 

 

 

 

 

 

法人税額の課税標準の算定期間の中途 
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４  略 

附 則 

（ 延滞金の割合等の特例）  

第３ 条 略 

２  当分の間， 第13条の２ 第１ 項及び 第４ 項に 規

定 す る 延 滞 金 の 年 7. 3パ ー セ ン ト の 割 合 は ， 同

条の規定に かかわら ず， 各年平均貸付割 合に 年

0. 5パー セ ン ト の割合が年7. 3パー セ ン ト の割合

に 満た な い 場合に は， そ の年中に お い て は， そ

の年に お け る 当該加算し た 割合と する 。  

３ ， ４  略 

（ 納期限の延長に 係る 延滞金の特例）  

第３ 条の２  当分の間， 日 本銀行法（ 平成９ 年法

律第89号） 第15条第１ 項 （ 第１ 号に 係る 部分に

限る 。 ） の規定に よ り 定 めら れる 商業手 形の基

準 割 引 率 が 年 5. 5パ ー セ ン ト を 超 え て 定 め ら れ

る 日 か ら そ の 後 年 5. 5パ ー セ ン ト 以 下 に 定 め ら

れる 日の前日ま で の期間 （ 当該期間内に 前条第

２ 項の規定に よ り 第13条 の２ 第１ 項及び 第４ 項

に 規定す る 延滞金の割合 を 前条第２ 項に 規定す

る 加算し た 割合と す る 年 に 含ま れる 期間 があ る

場合に は， 当該期間を 除 く 。 以下こ の項 に お い

て 「 特例期間」 と い う 。 ） 内（ 法人税法 第75条

の ２ 第 １ 項 （ 同 法 第 144条 の ８ に お い て 準 用 す

る 場合を 含む 。 ） の規定 に よ り 延長さ れ た 法第

321条 の ８ 第 １ 項 に 規 定 す る 申 告 書 の 提 出 期 限

又は法人税法第81条の24第１ 項の規定に よ り 延

長 さ れ た 法 第 321条 の ８ 第 ４ 項 に 規 定 す る 申 告

書 の 提 出 期 限 が 当 該 年 5. 5パ ー セ ン ト 以 下 に 定

めら れる 日以後に 到来す る こ と と な る 市 民税に

係る 申告基準日が特例期 間内に 到来す る 場合に

は， 当該市民税に 係る 第 13条の２ の規定 に よ る

延 滞 金 に つ い て は ， 当 該 年 5. 5パ ー セ ン ト を 超

 

 

 

 

及び 第４ 項 
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え て 定め ら れる 日から 当 該延長さ れた 申告書の

提出期限ま で の期間内） は， 特例期間内に そ の

申告基準日の到来す る 市 民税に 係る 第13条の２

第 １ 項 及 び 第 ４ 項 に 規 定 す る 延 滞 金 の 年 7. 3パ

ー セ ン ト の割合は， こ れ ら の規定及び 前 条第２

項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 当 該 年 7. 3パ ー セ ン ト

の割合と 当該申告基準日 に お け る 当該商 業手形

の 基 準 割 引 率 の う ち 年 5. 5パ ー セ ン ト の 割 合 を

超え る 部 分の割合を 年0. 25パー セ ン ト の割合で

除し て 得 た 数を 年0. 73パー セ ン ト の割合に 乗じ

て 計算し た 割合と を 合計 し た 割合（ 当該 合計し

た 割合が年12. 775パー セ ン ト の割合を 超 え る 場

合に は， 年12. 775パーセ ン ト の割合） と する 。  

２  前項に 規定す る 申告基 準日と は， 法人税額の

課 税 標 準 の 算 定 期 間 又 は 法 第 321条 の ８ 第 ４ 項

に 規定す る 連結法人税額 の課税標準の算 定期間

の末日後２ 月を 経過し た 日の前日（ そ の 日が民

法 第 142条 に 規 定 す る 休 日 又 は 政 令 第 ６ 条 の 18

第２ 項に 規定す る 日に 該 当す る と き は， こ れら

の日の翌日） を い う 。  

（ 法人の市民税の特定寄附金税額控除）  

第７ 条 法附則第８ 条の２ の２ 第７ 項又は第９ 項

の適用を 受け る 法人の市 民税に 係る 法人 税割額

から の控除に つ い て は， 同条第７ 項から 第12項

ま で の規定に 定める と こ ろ に よ る 。  

 

 

 

 

及び 第４ 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

又は法第321条の８ 第４ 項に 規定

す る 連 結 法 人 税 額 の   課 税 標 準 の 算 定 期

間 

 

 

 

 

附則第８ 条の２ の２ 第４ 項 

 

同条第４ 項から 第６ 項 
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（ 参考 ９ ）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

（ 第９ 条によ る 改正前）  

 （ 所得控除）  

第20条の３  所得割の納税 義務者が次の各号に 掲

げる 者のい ず れかに 該当 す る 場合に は， そ れぞ

れ当該各号に 定める 金額 を そ の者の前年 の所得

に つ い て 算定し た 総所得 金額， 退職所得 金額又

は山林所得金額から 控除す る も のと す る 。  

⑴～（ 10の2）  略 

 ⑾ 控除対象扶養親族（ 扶養親族のう ち ， 年齢

16歳以上の者を い う 。 以下こ の款及び 第33条

に お い て 同じ 。 ） を 有す る 所得割の納税義務

者 各控除対象扶養親族に つ き 33万円（ そ の

者 が 特 定 扶 養 親 族 （ 控 除 対 象 扶 養 親 族 の う

ち ， 年齢19歳以上23歳未満の者を い う 。 第８

項及び 第22条に お い て 同じ 。 ） で あ る 場合に

は45万円， そ の者が老人扶養親族（ 控除対象

扶養親族のう ち ， 年齢 70歳以上の者を い う 。

第 ４ 項 及 び 第 ８ 項 並 び に 第 22条 に お い て 同

じ 。 ） で あ る 場合に は38万円）  

ア 所得税法第２ 条第１ 項第 ３ 号に 規定す る

居住者年齢16歳以上の者 

イ 所得税法第２ 条第１ 項第 ５ 号に 規定す る

非居住者年齢16歳以上30歳未満の者及び

年齢70歳以上の者並び に 年齢30歳以上70

歳未満の者で あ つ て 次に 掲げる 者のい ず

れかに 該当す る も の 

（ ｱ） 留 学 に よ り こ の 法 律 の 施 行 地 に 住

所及び 居所を 有し な く な つた 者 

（ ｲ） 障害者 

（ ｳ） 本 市 の 市 民 税 の 納 税 義 務 者 か ら 前

（ 第９ 条によ る 改正案）  

（ 市 

 

 

 

 

 

 

次 に

掲げる 者の区分に 応じ そ れぞ れ次に 定める  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ア  所得税法第２ 条第１ 項第３ 号に 規定す

る 居住者 年齢16歳以上の者 

イ  所得税法第２ 条第１ 項第５ 号に 規定す

る 非居住者 年齢16歳以上30歳未満の者

及び 年齢70歳以上の者並び に 年齢30歳以

上70歳未満の者で あ つ て 次に 掲げる 者の

い ずれかに 該当す る も の 

( ｱ)  留 学 に よ り 法 の 施 行 地 に 住 所 及 び

居所を 有し な く な つ た 者 

( ｲ)  障害者 

( ｳ)  本 市 の 市 民 税 の 納 税 義 務 者 か ら 前
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年 に お い て 生活費又は教育費 に 充て

る た め の支払を 38万円以上受 け て い

る 者 

２ ～12 略 

年 に お い て 生 活 費 又 は 教 育 費 に 充 て

る た め の 支 払 を 38万 円 以 上 受 け て い

る 者 

（　127　）



（ 参考 10）  

神戸市市税条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

 

（ 第10条によ る 改正前）  

（ 市民税の納税義務者）  

第19条 略 

２ ～９  略 

10 公益法人等（ 法人税法 第２ 条第６ 号の公益法

人等並び に 防災街区整備 事業組合， 管理組合法

人及び 団地管理組合法人 ， マ ン シ ョ ン 建替組合

及 び マ ン シ ョ ン 敷 地 売 却 組 合 ， 地 方 自 治 法 第

260条 の ２ 第 ７ 項 に 規 定 す る 認 可 地 縁 団 体 ， 政

党交付金の交付を 受け る 政党等に 対す る 法人格

の 付 与 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ６ 年 法 律 第 106号 ）

第７ 条の２ 第１ 項に 規定 す る 法人で あ る 政党等

並び に 特定非営利活動促 進法（ 平成10年 法律第

７ 号） 第２ 条第２ 項に 規 定す る 特定非営 利活動

法 人 を い う 。 以 下 こ の 節 に お い て 「 公 益 法 人

等 」 と い う 。 ） の う ち 法 第 296条 第 １ 項 第 ２ 号

に 掲げる 者以外のも の及 び 第６ 項の規定 に よ り

法人と みな さ れる も のは ， 法人税割（ 法 人税法

第74条第１ 項の申告書に 係る 法人税額を 課税標

準と す る 法人税割に 限る 。 ） に つ い て は ， 第８

項の規定に かかわら ず， こ れら の者の収 益事業

又は法人課税信託の信託 事務を 行う 事務 所又は

事業所所在の区の区域ご と に 納税義務が あ る も

のと す る 。  

11， 12 略 

（ 第10条によ る 改正案）  

（ 市民税に 関する 用語の意義）   

⑴～⑶ 略         

 

 

 

 

， マ ン シ ョ ン 敷地売却組合及び 敷地分割組合 
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（ 参考 11）  

神戸市市税条例等の一部を 改正す る 条例 ぬき がき  

                               （   は， 改正部分を 示す。 ）  

 

（ 現   行）  

第４ 条 神戸市市税条例の一部を 次のよ う に 改正 

す る 。  

第 19条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 中 「 又 は 寡 夫 」 を

「 ， 寡夫又は単身児童扶養者」 に 改める 。  

第25条第１ 項中第８ 号を 第９ 号と し ， 第７ 号の

次に 次の１ 号を 加え る 。  

⑻ 当該申告書を 提出す る 者が単身児童扶養者

に 該当す る 場合に は， そ の旨 

  略 

 

（ 改 正 案）  

 

( 市民税に 関 

 

又はひ と り 親」 に 改める 。  

第25条第１ 項中第８ 号を 第９ 号と し ， 第７

号の次に 次の１ 号を 加え る 。  

⑻当該申告書を 提出する 者が単身児童扶養

者に 該当す る 場合に は， そ の旨 
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